
平成２８年度生涯学習振興計画進行管理表（Ⅰ）
第２編　施策の展開
Ⅰ　自立する力と協働する力を培う学習機会の充実

施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）

地域子育て支援拠点の周知
と学びの機会の充実

子育て支援課

（1）地域子ども・子育て支援事業費
（２）やまがた安心子育てライフサポート事業費（シ
ニア世代孫育てサロン創設支援事業）

（１）地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、
子育て家庭等に対する育児不安等についての相談指導、子
育て親子の交流の場の設置を支援する。
（２）子育てや社会経験が豊富な中高年層の力を活かした、
祖父母や両親などの世代間の支え合いによる子育て支援を
促進するため、三世代同居や近居で孫育てをしながら育児を
支えている祖父母世代が交流できる拠点の創設を支援す
る。

（1）地域において子育て親子の交流等を推進する子育て支援
拠点の運営に対し支援を行う。また、県内４地域における「地
域みんなで子育て応援団」の活動を通じて、事業の周知を図
る。
（２）地域の親子連れや孫連れが気軽に立ち寄り、交流しなが
ら、孫育ての相談や情報交換できるスペースの整備を支援す
る。

(1)地域子育て支援拠点97箇所の運営に対して支
援を行った。（平成27年度比２箇所増）
(2)県内６市町６施設に対して、「孫育て交流サロン
創設事業費補助金」を交付し、世代間交流の拠点
づくりを支援した。

(1)地域の身近なところで、気軽に親子の
交流や子育て相談ができる子育て支援拠
点が果たす役割は非常に大きいことか
ら、引き続き、施設の運営に対し支援を行
う。
(2)世代間交流拠点の整備を県内に広げ
ていくため、引き続き補助金を交付して支
援していく。

(1)97箇所（平成28
年度）
(2)平成31年度まで
全市町村へ拠点を
整備

学習プログラム等の開発
事業なし

子育て支援課

（1）共に働き共に育む社会づくり推進事業 父親の家事や育児への参画が可能となる労働環境づくりを
推進し、積極的な子育て参加を促すため、ＨＰによる情報提
供や全国規模のフォーラムの開催による共通の意識の下で
の学びの機会を提供する。

（1）　男性の育児参加に向けた意識啓発と社会気運の醸成を
図るため、次の事業を実施する。
　・「やまがたイクメン応援サイト」による情報発信
　・「やまがた企業イクボス同盟」活動や、全国規模のフォーラ
ムの開催による意識改革の促進

・家族で出かけられる県内各地のイベント情報
や、「やまがた企業イクボス同盟」加盟企業の取
組み紹介を行い、男性の家事・育児参画のため
の情報発信を行った。
・「ファザーリング全国フォーラム」を開催し、男性
の家事・育児参画に対する意識や気運の醸成を
図った。
・「やまがた企業イクボス同盟」のイクボス研修会
や情報交換会を実施し、イクボスの普及・拡大を
図った。

・「ファザーリング全国フォーラム」の開催
を契機に一層男性の家事育児参画に対す
る気運醸成を図る。
・「やまがた企業イクボス同盟」の加盟企
業を拡大させながら、イクボス研修会や情
報交換会を行い、イクボスの普及・拡大を
図っていくとともに、情報発信を行ってい
く。

平成31年度まで同
盟加盟企業数300
社

生涯学習振興室

（1）家庭教育支援の推進 親の役割や家庭教育の大切さを学ぶ機会を提供します。 （1）親に対して学習機会を提供する。
　・やまがた子育ち講座の開催（30市町村）⇒市町村補助事業
（２）親やこれから親になる若者に対して、学習機会を提供す
る。
　・家庭教育出前講座の開催（県内10箇所）

・市町村と連携した「やまがた子育ち講座」（30市
町村）や、企業等と連携した「家庭教育出前講座」
（7箇所）を開催した。講話だけでなく、グループ
ワークや座談会等、参加者が主体となる講座を実
施しした。

・引き続き、市町村や企業等と連携して、
多忙な親やこれから親になる若者に対す
る学習機会の提供、拡充を図る。

子育て支援者（団体）との連
携・人材育成

生涯学習振興室

（1）家庭教育支援の推進 家庭教育支援者（教員、保育士、子育て支援者等）の資質向
上のために研修会を開催したり、支援者間のネットワークを
推進することにより、地域内における親支援の充実を図りま
す。

（1）家庭教育支援者の資質向上のための研修会を実施し、身
近な地域の家庭教育支援体制の充実を図る。
　・家庭教育支援フォーラムの開催（県内４地区）

・家庭教育支援者に対する研修会及び情報交換
会等を県内４地区で開催した。

・引き続き、家庭教育支援者の資質向上と
ネットワークづくりのための研修機会を充
実させていく。

子育て支援課

（1）子育て県民運動推進事業 子育てや家庭教育に関する情報を、パンフレットやホーム
ページ等で発信することで、親の学びを支援します。

（1）子育て支援に関する情報を、子育て情報誌やＨＰ等を通し
て情報提供する。

・子育て情報誌への毎月の掲載や、県内４地域の
「地域みんなで子育て応援団」のＨＰにより情報発
信を行った。

・県内４地域の「地域みんなで子育て応援
団」活動やＨＰ、情報誌により子育てに関
する情報の提供が行われており、継続し
て情報発信を行っていく。

最上総合支庁

【最上子ども家庭支援課】
（１）子育て県民運動推進事業（子育て支援課所管
事業）
※同事業の配当替予算で実施

（１）最上地域みんなで子育て応援サイト「moconet」で子育て
支援情報を発信します。

（１）「最上地域みんなで子育て応援団」運営サイトによる地域
の子育て支援情報の一元的な提供を支援する。

※２８年度、「moconet（モコネット）」関係業務は子
育て県民運動推進事業費（上記の子育て支援課
所管事業の配当予算）で実施した。

家庭教育電話相談の充実 生涯学習振興室

（1）家庭教育電話相談事業 子育てや家庭教育について気軽に相談できる家庭教育電話
相談窓口を設置する。

（1）子育てや家庭教育について気軽に相談できる電話相談窓
口「ふれあいほっとライン」を設置し、専門の電話相談員を１名
配置する。

・家庭教育や子育てに不安や悩みを持つ親、学校
生活や思春期の悩みを持つ子ども等からの相談
に応じた。
・電話相談件数（H29.1月末時点：315件）

義務教育課
高校教育課
子育て推進部
健康福祉部

・引き続き、電話相談窓口「ふれあいほっ
とライン」を設置し、周知を図る。
・関係部局と連携し、より充実した対応が
できるようにする。

家庭教育講座の開催 生涯学習振興室

（1）家庭教育支援の推進（再掲） 親の役割や家庭教育の大切さを学ぶ機会を提供します。（再
掲）

（1）親に対して学習機会を提供する。
　・やまがた子育ち講座の開催（30市町村）⇒市町村補助事業
（２）親やこれから親になる若者に対して、学習機会を提供す
る。
　・家庭教育出前講座の開催（県内10箇所）

・市町村と連携した「やまがた子育ち講座」（30市
町村）や、企業等と連携した「家庭教育出前講座」
（7箇所）を開催した。講話だけでなく、グループ
ワークや座談会等、参加者が主体となる講座を実
施しした。（再掲）

・引き続き、市町村や企業等と連携して、
多忙な親やこれから親になる若者に対す
る学習機会の提供、拡充を図る。（再掲）

家庭教育支援者研修会の開
催

生涯学習振興室

（1）家庭教育支援の推進（再掲） 家庭教育支援者（教員、保育士、子育て支援者等）の資質向
上のために研修会を開催したり、支援者間のネットワークを
推進することにより、地域内における親支援の充実を図りま
す。（再掲）

（1）家庭教育支援者の資質向上のための研修会を実施し、身
近な地域の家庭教育支援体制の充実を図る。（再掲）
　・家庭教育支援フォーラムの開催（県内４地区）

・家庭教育支援者に対する研修会及び情報交換
会等を県内４地区で開催した。（再掲）

・引き続き、家庭教育支援者の資質向上と
ネットワークづくりのための研修機会を充
実させていく。（再掲）

子育て支援課

（1）子育て県民運動推進事業 子育てや家庭教育に関する情報を、パンフレットやホーム
ページ等で発信することで、親の学びを支援します。

（1）子育て支援に関する情報を、子育て情報誌やＨＰ等を通し
て情報提供する。

・子育て情報誌への毎月の掲載や、県内４地域の
「地域みんなで子育て応援団」のＨＰにより情報発
信を行った。

・県内４地域の「地域みんなで子育て応援
団」活動やＨＰ、情報誌により子育てに関
する情報の提供が行われており、継続し
て情報発信を行っていく。

村山総合支庁

（１）人と動物の命の大切さを知る啓発事業 人の命と動物の命の大切さを知ることで互いを大事にする心
を養うきっかけ作りと人と動物が共に生きる社会を実現する
ため、山形動物指導センターで親子動物愛護教室を開催す
る。

小学校高学年とその父兄を対象に、夏休み等に山形動物指
導センター（天童市）で年３回実施する。教室終了後、希望者
にセンターに収容している犬や猫の譲渡を行う。

各市町の広報紙に掲載、ラジオ等での広報、各教
育委員会を通じて各学校に案内し、当課の獣医
師を講師として開催した。開催後のアンケートで
は、子供、大人の両方で「続けて欲しい」が100%で
あった。
（１）山形動物指導センター
・開催日　平成28年7月27日
・受講者　5家族　12名（子供6、大人6）
（２）山形動物指導センター
・開催日　平成28年8月　3日
・受講者　3家族　6名（子供3、大人3）
（３）山形動物指導センター
・開催日　平成28年8月10日
・受講者　7家族　16名（子供9、大人7）

教育庁義務教
育課、村山教
育事務所指導
課

（１）広報活動を強め、連携課及び市町教
育委員会と協力し、多くの家族に参加して
もらえるよう図っていく。
（２）当該事業を全県的に取組む予定であ
り、関係機関と連携、協力して実施してい
く。

最上総合支庁

【最上子ども家庭支援課】
（１）子育て県民運動推進事業（子育て支援課所管
事業）
※同事業の配当替予算で実施

（１）最上地域みんなで子育て応援サイト「moconet」で子育て
支援情報を発信します。

（１）「最上地域みんなで子育て応援団」運営サイトによる地域
の子育て支援情報の一元的な提供を支援する。

※２８年度、「moconet（モコネット）」関係業務は子
育て県民運動推進事業費（上記の子育て支援課
所管事業の配当予算）で実施した。

家庭教育電話相談の充実
（再掲）

生涯学習振興室

（1）家庭教育電話相談事業（再掲） 子育てや家庭教育について気軽に相談できる家庭教育電話
相談窓口を設置する。（再掲）

（1）子育てや家庭教育について気軽に相談できる電話相談窓
口「ふれあいほっとライン」を設置し、専門の電話相談員を１名
配置する。
（再掲）

・家庭教育や子育てに不安や悩みを持つ親、学校
生活や思春期の悩みを持つ子ども等からの相談
に応じた。
・電話相談件数（H29.1月末時点：315件）

義務教育課
高校教育課
子育て推進部
健康福祉部

・引き続き、電話相談窓口「ふれあいほっ
とライン」を設置し、周知を図る。
・関係部局と連携し、より充実した対応が
できるようにする。

生涯学習振興室
（1）家庭教育支援の推進（再掲）

これから親になる高校生等に対して、生命や家族の大切さ、
子どもを産み育てることの喜び等について理解を深めるため
の学びの機会を提供します。

（1）学校等に訪問して家庭教育に関する講座を開催する。
　・家庭教育出前講座の開催（県内10箇所）（再掲）

・学校等と連携した「家庭教育出前講座」（7箇所）
を開催した。講話だけでなく、グループワークや座
談会等、参加者が主体となる講座を実施しした。

・引き続き、学校と連携して若者に対する
学習機会の提供、拡充を図る。
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

村山総合支庁

【村山子ども家庭支援課】
むらやま子育てサポートふれあい体験事業

高校生を対象に、子どもを生み育てることや家庭を築くこと
の大切さなどを学ぶとともに、子育て支援を体験する機会を
提供します。

【村山子ども家庭支援課】
地域子育て支援拠点施設のひろば等において、高校生が乳
幼児とその親とのふれあい体験に加え、子育て支援体験を実
施する。（主に夏休み期間中の３～４日間。村山管内１０箇所
程度）

地域子育て支援拠点施設4箇所のひろば等にて、
7/27～8/13までの期間、村山管内の高校生54名
が、乳幼児やその親とのふれあい交流、子育て支
援の体験を行った。（会場：山形市・天童市2箇所・
河北町、参加親子：延べ2,383組）

乳幼児と直接触れ合うことにより命の大切
さを感じ、その親から子育ての喜びを聞く
ことにより、将来の子育てへの不安感の軽
減につなげることができた。
平成２９年度も、より多くの高校生が参加
できるような実施場所、期間の拡大を図っ
ていく。

義務教育課

（1）「生き方」につなぐ推薦図書の巡回展
（2）人権教育研究指定校事業
（3）道徳教育地域支援事業

幼稚園・保育園から高等学校までの生活や学習の実態に即
し、「生命の大切さを学ぶ教育プログラム」等を活用し、自他
のいのちを大切にする「いのち輝く人間」の育成を進めてい
きます。

（1）小学校（低・中･高学年ごと）、中学校を対象に「生き方」に
つなぐ推薦図書10冊、「山形県道徳読み物資料集」５冊を１
セットにして学校を巡回する。
（2）（3）「生命」の大切さを学ぶ教育プログラムを活用した実践
を促し、その成果を各地域・全県に広げていく。

（1）小学校、中学校を対象に「生き方」につなぐ推
薦図書、「山形県道徳読み物資料集」の学校巡回
の実施。
（2）（3）「生命」の大切さを学ぶ教育プログラムを
活用した各学校での実践。

（1）「生き方」につなぐ推薦図書、「山形県
道徳読み物資料集」の学校巡回の継続。
（2）（3）「生命」の大切さを学ぶ教育プログ
ラムを活用した各学校での実践、各地域
での普及。

高校教育課

（1）生命を次代につなぐ意識
啓発事業

同上 （1）子育て中の親などから子育てを含めた将来の生き方を学
ぶシンポジウムを開催する。

　地域の子育て支援に携わっている方や子育て
中の親などをシンポジストに３校でシンポジウムを
開催した。

　平成２７年度に作成した指導事例集の活
用を推進するため、周知を図っていく。

村山総合支庁

【村山生活衛生課】
人と動物の命の大切さを知る啓発事業

人の命と動物の命の大切さを知ることで互いを大事にする心
を養うきっかけ作りと人と動物が共に生きる社会を実現する
ために、小学校において動物愛護・適正飼養啓発教室を開
催する。

【村山生活衛生課】
学校関係者等の協力により、村山地域の小学校において高学
年を対象に年５校程度実施する。

各市町教育委員会を通じ各学校に案内し、当課
の獣医師を講師とし管内２校で開催した。開催後
のアンケートでは、児童、教師の両方で「続けて欲
しい」が100%、教師から内容に関し積極的な意見
があった。
（１）寒河江市立寒河江小学校
・開催日　平成28年11月21日
・受講者　6年生　61名、教師　2名
（２）寒河江市立幸生小学校
・開催日　平成28年11月28日
・受講者　5年生　4名、教師　1名

教育庁義務教
育課、村山教
育事務所指導
課

（１）講習会の内容を工夫し、連携課及び
市町教育委員会と協力し、さらに多くの学
校で開催して行けるよう図ってく。
（２）当該事業を全県的に取組む予定であ
り、関係機関と連携、協力して実施してい
く。

環境企画課

（1）環境教育推進事業（一部）
（２）環境エネルギー学習機能活用促進事業（一部）

（1）環境科学研究センターを拠点とした環境教育の一環とし
て、環境保全活動などの体験活動機会を提供する。
・環境教室の実施
・水生生物調査など、地域の自然体験を重視した環境学習活
動
・環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派遣によ
る環境学習機会の提供
（2）広く県民を対象として環境学習機会の提供を行っている民
間団体を学習支援団体として認定し、広く紹介することで、体
験活動の機会を提供する。

【環境企画課】
（1）環境教育の一環として、環境保全活動などの
体験活動機会を提供した。
・環境教室（12月末37件、881人）
・水生生物調査（同44団体、1,346人）
・環境アドバイザーの派遣(同24回、1,535人)
・地球温暖化防止活動推進員（同39回、2,121人）
（2）環境学習支援団体認定数（１月末35団体）

【環境企画課】
（1）、（2）引き続き、様々な体験活動機会
を提供していく。
また、多様な環境学習プログラムを作成
し、学校、放課後子ども教室、放課後児童
クラブ等で実践する等、環境教育の普及
を促進する。

みどり自然課

（1）自然環境学習推進事業 森林の仕組みや働きを理解し森林保全の大切さを学べる副
読本を配付したり生物多様性の重要性や次世代のエネル
ギーについて学んだりできるようにしていきます。

（1）小学校５年生向けの副教材「やまがたの森林」及び指導
者用ガイドブックや、指導者が野外で携帯して使用することが
できる「森のたんけん手帳」を提供する。

（1）小学校５年生向けの副教材「やまがたの森
林」及び指導者用ガイドブックを全小学校に提供
するとともに（８月）、指導者が野外で携帯して使
用することができる「森のたんけん手帳」を提供し
た（５月～随時）。

（1）引き続き小学校や教育委員会等と連
携を図りながら、副教材や野外学習用テ
キストの活用により森林環境学習を支援
する。

自尊感情と思いやりの心をは
ぐくむ道徳教育の充実

義務教育課

（1）道徳教育地域支援事業 道徳の時間を要として、学校教育活動全体を通じた道徳教
育の質の向上及び人権教育の充実を図ります。

（1）研究指定校を中心として、県の道徳教育の重点である「生
命尊重」を踏まえるとともに、思いやりの心をはぐくむ道徳の授
業を展開し、成果の普及啓発を図る。

（１）研究指定校での道徳教育の実践と成果の県
内での普及

（１）研究指定校での道徳教育の実践と成
果の県内での普及する。道徳の教科化に
向け、各学校での実践の蓄積。

義務教育課

(1)チーム学校生徒支援体制整備事業 一人ひとりのよさや得意分野を積極的に生かし、仲間ととも
に協力しながら活動する経験を意図的に仕組み、社会性を
育む集団づくりを進めます。

（1）教育相談体制の充実（スクールカウンセラー、教育相談員
等の配置）
（2）県内4地域を推進地域に指定し、実践的な取組みの推進
を図る。

（１）スクールカウンセラー、教育相談員等の各中
学校区への配置、家庭環境支援のためのスクー
ルソーシャルワーカーを８市町に配置、相談体制
の充実を図った。
（２）県内４地区での実践及び成果の普及

（１）スクールカウンセラー、教育相談員等
の各中学校区への配置の継続、ソーシャ
ルワークコーディネーター（家庭環境支援
のためのスクールソーシャルワーカー）配
置を９市町に拡充相談体制の一層の充実
を図る。
（２）いじめ防止、未然防止の取組につい
て、各学校でのPDCAサイクルの構築促進

高校教育課

（1）チーム学校生徒支援体制整備事業
（２）スクールカウンセラー派遣事業

同上 （1）いじめ防止に向けた取組の推進
（2）教育相談体制充実のため、各学校へスクールカウンセ
ラーを派遣

（１）各校のいじめ対策組織が開催する会議への
財政的支援を行った。
（２）各校を最重点校、重点校、一般校に区分し、
スクールカウンセラーを派遣した。

義務教育課 （１）引き続き財政的支援を継続
（２）前年度同様の内容で継続

学校・家庭・地域が連携した
読書活動の推進

義務教育課

（1）読育の充実 家庭や地域との連携の下、「いのちの教育」における「読育」
を一層推進するため、学校図書館を活用した授業や読書活
動の充実をめざします。

（1）「生き方」につなぐ推薦図書の巡回・有効活用（再掲） （1）「生き方」につなぐ推薦図書の巡回の実施（再
掲）

（1）「生き方」につなぐ推薦図書、「山形県
道徳読み物資料集」の学校巡回の継続。

健やかな体の育成
事業なし

個々の能力を最大限に伸ば
すための環境整備と確かな
学力の育成

義務教育課

（1）教育山形「さんさん」プラン推進事業（再掲）
（２）全国学力・学習状況調査の活用
（３）「探究型学習」プロジェクト事業

少人数学級編制により、教員が子ども一人ひとりと丁寧に向
き合えるよさを活かしながら、子どものニーズを的確に捉え
たきめ細かな指導が行えるようにします。

（1）少人数学級編制及び喫緊の課題を解決するための教員
配置
(2)思考力向上シートの作成・配付・自校評価診断シートの活
用
（３）県教育センターにおける理論研究と推進協力校における
実践研究の推進と発信、「山形県学力等調査」の全小中学校
での実施

（１）教育マイスター制度による校内OJTの充実を
図った。
（２）思考力向上シートの各学校での活用、自校評
価診断シート活用による各学校でのアクションプラ
ンの作成と取組
（３）「山形県学力等調査」の全小中学校での実施

（１）（２）（３）の取組の継続による授業改
善のための各校PDCAサイクル構築

義務教育課

（1）英語教育改善プラン
(2)ＩＣＴ環境整備推進事業

国際理解教育・情報教育・環境教育など、児童生徒の興味
関心を高める授業を推進し、主体的に行動できる能力を育み
ます。

（１）小中高大が連携した授業づくり（モデル地域）
　　 日本人講師を派遣しての外国語の授業の改善・充実
(2)タブレットＰＣを活用した授業の実施に対する補助制度の実
施

（１）小中高大が連携した授業づくり（鶴岡モデル）
　　 日本人講師を派遣しての外国語の授業の改
善・充　実
(2)タブレットＰＣを活用した授業の実施に対する補
助制度の実施

高校教育課 （１）小中高大が連携した授業づくり（鶴岡
モデル）の継続、小中学校連携による英語
教育推進事業による教育課程の検討
(2)タブレットＰＣを活用した授業の実施に
対する補助制度の継続による、タブレット
導入小学校増加

高校教育課

（1）山形の未来をひらく教育推進事業
（２）県立高校ＩＴ整備事業
（３）ＩＣＴ教育環境整備推進事業

同上 （1) 本県の産業発展や未来を担う人材を育成するため、学力
上位層の育成や教員の指導力向上策を展開
（２）（３）タブレットＰＣや校内ＬＡＮ保守管理・整備を図り、情報
に関するハードとソフトに精通した人材を育成する。

（１）進学指導重点校学力向上推進事業や各種セ
ミナー、中高教員相互派遣研修等、13の事業を実
施した。
（２）普通教室への無線ＬＡＮ環境の整備を３校で
実施した。

義務教育課 （１）引き続き山形の未来をひらく教育推進
事業を実施するととｔもに、探究型学習の
推進を図り、次代をリードする人材を育成
していく。
（２）引き続きＩＣＴ環境整備、ＩＴ事業を実施
し、情報社会に対応できる人材を育成す
る。

義務教育課

（1）教育課程推進協議会及び地区別研究協議会 地域や産業界と連携したキャリア教育を展開し、一人ひとり
の勤労観と職業観を育みます。

（1）教育課程全体を通じてキャリア教育の充実を図る。
推進協議会：年１回実施、地区別協議会：各地区年１回実施

（1）教育課程の中での関連を図ったキャリア教育
の実施。
推進協議会：年１回実施、地区別協議会：各地区
年１回実施

（１）教育課程の中でのキャリア教育の関
連を整理し、効果的な取組の実施

高校教育課

（1）キャリア教育推進事業 同上 （1）費用の支援や円滑な実施に向けた地域協議会を開催し、
高校でのインターンシップの実施を推進したり、県内の各分野
で活躍するイノベーターを講師とした研修会を開催し、生徒の
キャリア発達を支援。

（１）スペシャリストに聞くトップセミナー事業を実施
した。
（２）インターンシップ推進事業として県内４地域で
地域連絡協議会を実施。

キャリア教報推進事業として、今年度と同
規模で実施予定。

２

学
校
で
の
学
び

勤労観・職業観の育成

将来親になる高校生等への
学びの機会の提供

「生命」を大切にし、生命をつ
なぐ教育の推進
「いのちの教育」の推進

「いのち」を育む環境教育の
推進

自尊感情と社会性をはぐくむ
生徒指導の充実

変化に対応する実践的な力
の育成

「いのち」を大切にし、豊
かな心と健やかな体を育
てる
生命をつなぐ教育を推進
する

「まなび」を通して、自立
をめざす

社会を生きぬく基盤とな
る確かな学力を育成する

青年期の「学び」の支援
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

郷土の伝統と文化の尊重 義務教育課

（1）道徳教育地域支援事業(再掲） 地域の自然、歴史、産業、人物等、地域に根ざした学習活動
などを教育計画に位置づけ、地域に対する愛着と郷土を大
切にする心を育みます。

（1）道徳の時間における地域教材「山形県道徳読み物資料
集」の活用

（1）道徳の時間における地域教材「山形県道徳読
み物資料集」の活用
研究指定校での道徳教育の実践と成果の県内で
の普及（再掲）

（1）道徳の時間における地域教材「山形
県道徳読み物資料集」の活用による「いの
ちの教育」の推進
研究指定校での道徳教育の実践と成果の
県内での普及（再掲）

「学校・家庭・地域の連携協
力」の推進（Ⅱ－１に掲載）

（Ⅱ－１に掲載）

子どもとじっくり向き合える教
育の推進

事業なし

担任力を育む学校経営の推
進

事業なし

義務教育課

（1）チーム学校生徒支援体制整備事業 いじめの問題を根本的に解決していくために、学校が中心と
なって、保護者や地域を巻き込んだ予防・未然防止・解決に
取り組む体制づくりを行う

（1）「いじめ問題審議会」「いじめ問題対策連絡協議会」等の
会を設け、関係機関との連携や県の施策についての協議・検
証
　生徒指導総合研修会の実施

（1）「いじめ問題審議会」「いじめ問題対策連絡協
議会」等の会を設け、関係機関との連携や県の施
策についての協議・検証
「いじめのない学校づくり推進事業」による４地区
での実践、成果の普及

関係機関と連携してのいじめ防止、未然
防止の推進
「いじめ・不登校未然防止事業」による未
然防止のための各学校でのPDCAサイク
ル構築の構築

高校教育課

（1）チーム学校生徒支援体制整備事業 同上 山形県いじめ問題対策連絡協議会や全県いじめ防止対策協
議会の開催

５月に「いじめ問題対策連絡協議会」を開催し、関
係機関との連携を図るとともに、７月に全県「いじ
め防止対策協議会」を開催し、外部講師による各
県立高校のいじめ対策組織の強化を図った。

義務教育課 前年度に引き続いてどちらも開催し、いじ
め防止を図る。

開かれた学校づくりの推進 高校教育課

コミュニティ・スクールの設置に向けた検討 小国高校に学校運営協議会を設置し、学校の目標やビジョ
ンを地域住民、保護者と共有し、地域と一体となって生徒達
を育む「地域とともにある学校」を目指す。

平成29年度指定を目標として指定に向けた研究を行う。 平成29年度小国高校のコミュニティ・スクール指
定を目指し、学校運営協議会設置に向けて先進
校視察を行うとともに学校・保護者・地域のニーズ
を把握するためのアンケートを実施する等、準備
を行った。

小国高校をコミュニティ・スクールに指定
し、学校運営協議会を設置する。

学習プログラム等の開発（再
掲）

事業なし

子育て支援課

（1）子育て県民運動推進事業 子育てや家庭教育に関する情報を、パンフレットやホーム
ページ等で発信することで、親の学びを支援します。

（1）子育て支援に関する情報を、子育て情報誌やＨＰ等を通し
て情報提供する。

・子育て情報誌への毎月の掲載や、県内４地域の
「地域みんなで子育て応援団」のＨＰにより情報発
信を行った。

・県内４地域の「地域みんなで子育て応援
団」活動やＨＰ、情報誌により子育てに関
する情報の提供が行われており、継続し
て情報発信を行っていく。

最上総合支庁

【最上子ども家庭支援課】
（１）子育て県民運動推進事業（子育て支援課所管
事業）
※同事業の配当替予算で実施

（１）最上地域みんなで子育て応援サイト「moconet」で子育て
支援情報を発信します。

（１）「最上地域みんなで子育て応援団」運営サイトによる地域
の子育て支援情報の一元的な提供を支援する。

※２８年度、「moconet（モコネット）」関係業務は子
育て県民運動推進事業費（上記の子育て支援課
所管事業の配当予算）で実施した。

幼児共育の推進 生涯学習振興室

（1）幼児共育の推進 『幼児共育』の推進にかかわる様々な活動を通じ、社会全体
で幼児期の子育てや家庭教育を支援する仕組みを構築す
る。

（1）ふれあい活動プログラムを活用して、幼児共育の全県展
開を推進する。
　・幼児共育ふれあい広場の開催（28市町村）⇒市町村補助
事業

・幼児共育を推進するために市町村と連携た「幼
児共育ふれあい広場」（28市町村）を実施し、地域
や自然とのかかわりを大切にした親子の体験活
動を提供した。

・引き続き、市町村等と連携して、親子の
体験活動の機会拡充と継続的な実施を図
る。

子育て支援課

(1)地域の放課後づくりモデル事業
(2)「山形みんなで子育て応援団」地域連携事業（市
町村総合交付金）

（1）平成２８年度事業計画なし
(2)NPO等と協働し、地域の活性化に配慮しながら、三世代同
居・近居を促進する活動や、高齢者の力を活かし、子どもや親
子に自然・文化等の多様な体験を提供する事業を実施する市
町村に対し市町村総合交付金を交付する。

(2)高齢者の力を活かし、子どもや親子に自然・文
化等の多様な体験を提供する事業が１0市町で実
施された。

(2)引き続き子ども達に多様な体験を提供
する市町村を支援していく。

工業戦略技術振興課

未来の科学人材育成事業費 科学技術が活用されているものづくり現場や科学実験を体
験する機会を提供することで、小中学校時における科学技術
に対する理解醸成を図ります。

夏休み期間中、ものづくり企業見学や科学実験を体験できる
小中学生を対象としたバスツアーを実施。

（１）夏休みやまがた科学体験ツアーの実施
８月９日に、スリーエムジャパンプロダクツ㈱山形
事業所、日本電子山形㈱の見学と体験学習及び
山形県教育センターにおける科学教室を実施。小
学生44名が参加。

小中学生の科学技術に対する理解醸成
のため、産業の基盤となっている科学の
重要性や楽しさを体感できる科学体験ツ
アーを引続き実施する。

生涯学習振興室

（1）放課後子ども総合プランの推進
（2）やまがた・ふくしま少年少女交流事業

（１）地域の大人の参画を得ながら、学校ではできない自然
体験やスポーツ教室、科学教室、職場体験等を行い、休日
や放課後の子どもの居場所づくりを充実させます。
（２）震災の影響により様々なストレスを受けている福島県の
児童を県少年自然の家に招待し、県内の児童と交流する機
会を設け、「人と人とがつながる力」を育成します。

（1）地域の参画を得ながら、学校・家庭と連携して「放課後子
ども教室」を開催する。⇒市町村補助事業
（2）山形県と福島県の小中学生が交流しながら、一緒に自然
体験等をする「やまふく」を年４回開催する。
　・朝日少年自然の家　6月17日（金）～6月19日（日）2泊3日
　・金峰少年自然の家と飛島　7月1日（金）～7月3日（日）2泊3
日
　・神室少年自然の家　10月21日（金）～10月23日（日）2泊3
日
　・飯豊少年自然の家　1月13日（土）～1月15日（月）2泊3日

(2)「やまふく」を年４回実施した。
・里の体験（朝日少年自然の家）
　6月17日（金）～19日（日）
　福島30名、山形22名、高校生10名
・島の体験（金峰分館海浜自然の家）
　7月1日（金）～3日（日）
　福島20名、山形20名、高校生13名
・森の体験（神室少年自然の家）
　10月21日（金）～23日（日）
　福島4名、山形16名、高校生6名
・雪の体験（飯豊少年自然の家）
　1月13日（土）～15日（月）
　福島39名（13家族：親17子22）、山形9名、高校
生16　名

（1）子育て支援
課
（2）循環型社
会推進課

（１）平成28年度と同様に実施。
（２）「やまふく」を年１回開催。飛島での環
境教育も含めて実施する。

子どもたちによる伝統芸能の
継承活動への支援

生涯学習振興室
生涯学習センター

（1）伝統芸能育成事業子ども伝承活動ふるさと塾 地域文化の保存・伝承を通じて、子どもの郷土愛の醸成を図
るとともに、社会力を育成する。

（1）子どもの伝承活動発表の場を設け、一般県民との交流、
伝統芸能指導者間のネットワーク化を図る。
　・ふるさと芸能のつどい
　　(6月18日(土）日本一さくらんぼ祭りに合わせて実施山形
市）
（2）指導者研修会及び出前講座(教育事務所ごと）
（3）インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」掲載

（１）伝統芸能育成事業子ども伝承活動ふるさと塾
　ふるさと芸能のつどい(6月18日(土）山形市）
　大人5団体　子ども8団体による舞台発表
（2）指導者研修会・出前講座(教育事務所ごと）
　村山16回、最上82回、置賜28回、庄内47回
（3）インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」
掲載(随時）
　ふるさと塾活動映像236の掲載（H29.1.31現在）
　6団体を取材・撮影。3団体掲載済（H29.1.31現
在）

観光立県推進
課

（１）平成28年度と同様に実施。
　ふるさと芸能のつどい
　6月17日（土）、大人4団体、子ども8団体
出演。
（2）平成28年度と同様に実施。
（3）ふるさと塾アーカイブス
素材の魅力をより発信できるようにサイト
の見直しを行い、アクセス数を増加させ
る。

建設企画課

【村山総合支庁建設総務課】
夏休み小学生親子現場体験会

工事現場や土木構造物を見学することにより、建設業につい
ての学びの機会を提供します。

親子で、工事中の砂防堰堤や蔵王ダムの内部を見学し、建設
業の役割について学びます。
8月3日（水）　親子10組

開催日：８月３日（水）
参加者：５組 １２名（児童７名、保護者５名）
場 　所：蔵王ダム、前ノ沢砂防えん堤工事
内   容：蔵王ダム放水見学、測量体験、土砂災害
対策（座学）

村山総合支庁
建設総務課

事業継続
事業詳細については２９年度に調整。

参加人数
27年度：8組16名
28年度：5組12名
29年度（目標）：15
組30名

いじめのない学校づくりの推
進

子育て・家庭教育情報の提供
（再掲）

子どもの体験活動の充実

（１）幼児期

（２）少年期

広い「かかわり」の中で、
社会をつくる

学校と地域を元気にする
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

生涯学習振興室

（1）少年自然の家の活動
（2）やまがた・ふくしま少年少女交流事業（再掲）

（1）自然体験や集団生活体験を通して、感性を豊かにし、社
会力を身につけ、自立への意欲を高めることにより、心豊か
にたくましく生きる力を育てる。
（２）震災の影響により様々なストレスを受けている福島県の
児童を県少年自然の家に招待し、県内の児童と交流する機
会を設け、「人と人とがつながる力」を育成します。（再掲）

（1）進行管理表Ⅱに記載。
（2）山形県と福島県の小中学生が交流しながら、一緒に自然
体験等をする「やまふく」を年４回開催する。（再掲）
　・朝日少年自然の家　6月17日（金）～6月19日（日）2泊3日
　・金峰少年自然の家と飛島　7月1日（金）～7月3日（日）2泊3
日
　・神室少年自然の家　10月21日（金）～10月23日（日）2泊3
日
　・飯豊少年自然の家　1月13日（土）～1月15日（月）2泊3日

（1）進行管理表Ⅱに記載。
(2)「やまふく」を年４回実施した。
・里の体験（朝日少年自然の家）
　6月17日（金）～19日（日）
　福島30名、山形22名、高校生10名
・島の体験（金峰分館海浜自然の家）
　7月1日（金）～3日（日）
　福島20名、山形20名、高校生13名
・森の体験（神室少年自然の家）
　10月21日（金）～23日（日）
　福島4名、山形16名、高校生6名
・雪の体験（飯豊少年自然の家）
　1月13日（金）～15日（日）
　福島39名（13家族：親17子22）、山形9名、高校
生16　名

（1）進行管理表Ⅱに記載。
（２）「やまふく」を年１回開催。飛島での環
境教育も含めて実施する。（再掲）

社会教育関係団体による体
験活動の充実

生涯学習振興室

（1）社会教育団体事業費補助 体験・交流活動が、一層充実したものになるように、子ども
会・スポーツ少年団等関係団体の活動状況を把握しながら
支援策を探ります。

（1）社会教育団体による活動を支援する。
　・各団体の事業に対する情報の提供、協力
　・事業費の補助

（1）社会教育団体による活動への支援
　・ボーイスカウト山形県連盟に対する情報提供と
事業費補助
　・ガールスカウト山形県連盟に対する情報提供
　・山形県子ども会育成連合会に対する情報提供

平成28年度と同様に実施。

青少年にかかわる現代的課
題への対応

生涯学習振興室

（1）飛島を舞台とした青少年の自立を促す環境教
育事業

フリースクール等に通う中学生や高校生等を対象とし、飛島
を舞台に海岸漂着物等を題材にした体験型環境教育プログ
ラムを開発・実施・検証することで、就学・就労への意欲を育
むとともに、海岸漂着物問題に対する関心を高め、積極的に
その問題に自ら取り組める人材を育成します。

①青少年の自立支援のための個に応じた体験型環境プログ
ラムの開発
② 飛島を教材とした宿泊型・体験型の環境教育の実施
③ 体験型環境教育プログラムの有効性の検証
・8/9(火)～10(水)（１泊２日）
・酒田市飛島（宿泊場所：民宿または旅館
・フリースクールに通う中学生・高校生 20名および引率指導者
10名

 海岸漂着物を教材とした宿泊型・体験型の環境
教育の実施
8/9(火)～10(水)（１泊２日）
遊佐町十里塚他（宿泊場所：海浜自然の家）
・フリースクールに通う中学生・高校生13名および
引率指導者5名

循環型社会推
進課

平成28年度と同様に実施。

専門家の派遣による人材の
育成

工業戦略技術振
興課

（1）未来の科学人材育成事業費 サイエンスインストラクター等の専門家を派遣して、将来の科
学技術を担う人材の育成を図ります。

（1）子ども会、公民館などからの科学教室開催の要請に応じ、
サイエンスナビゲーターを派遣

（１）県内の地区子ども会や公民館などで開催され
る科学教室にサイエンスインストラクターを派遣
し、科学体験の実演・指導等を通じて、子どもたち
の「科学する心」の醸成を図った。
（H28年度実績：32教室に延べ39人を派遣）

サイエンスインストラクターの派遣による科
学教室の実施については、参加者の評価
も高く、子どもの「科学する心」を醸成し将
来の人材育成につながることが期待され
ることから、引き続き実施していく。

青少年ボランティア活動の拡
大

生涯学習振興室

（1）地域青少年ボランティア活動推進事業 県内すべての高校生が高校時代にボランティア活動を経験
することを目指し、「出前講座」等によって活動意欲の向上を
図ります。

（1）県青年の家により、高等学校・中学校・地域青少年ボラン
ティアサークル等を対象とする「出前講座」を実施する。(随時・
年間10回程度）

県青年の家による出前講座12回実施。受講者数
713名。対象は高校生ボランティアサークル、高等
学校、東北芸術工科大学、等。

28年度と同様に実施 【生涯学習振興室】
ボランティア活動を
体験した高校生徒
(高校)の割合
現状H25：79.9%
実績H27：83.4%
目標H28：88%

ボランティア体験機会の提供 生涯学習振興室

（1）地域青少年ボランティア活動推進事業 参加者の主体的な企画立案によるボランティア活動を体験で
きる研修会等を実施することにより、青少年に対し地域活動
に取り組むきっかけを提供します。

（1）県内４教育事務所においてＹＹボランティアセミナー（中学
生対象は一泊二日、ＹＹボランティアサークル会員対象は一
日）を実施する。夏休み・冬休み期間を中心として、県内各地
において計画されているボランティア活動体験会等の情報を
まとめ、中高生に周知して参加を啓発する。

ＹＹボランティアセミナー（中学生対象）
・村山地区8/2～3, 92名 ・最上地区8/9～10, 39
名
・置賜地区8/9～10, 23名 ・庄内地区8/9～10, 32
名
ＹＹボランティアセミナー（中高生対象）
・村山地区6/25, 17名 ・最上地区2/4, 96名
・置賜地区12/18, 12名 ・庄内地区2/5, 6名
夏の体験ボランティア　108団体131企画　1,186名
冬の体験ボランティア　67企画（実施中）

28年度と同様に実施 【生涯学習振興室】
ボランティア関連事
業参加者数
現状H25：2,423名
実績H27：3,152名
目標H28：3,200名

青少年ボランティアサークル
の支援

生涯学習振興室

（1）地域青少年ボランティア活動推進事業 交流機会の提供や、ホームページ等による各サークルの活
動情報発信などを通して、他団体の活動に学ぶ機会を充実
させ、活動者と支援者の意欲向上を図ります。

（1）県青年の家内にボランティアビューロー（ホームページ）を
設置し、各サークルの活動や、研修会・体験会等の情報を発
信する。(随時）

ホームページ運営
「ＹＹボランティアビューロー」（http://seinen.jp/）

28年度と同様に実施

次世代リーダー育成のきっか
け作り

生涯学習振興室

（1）青年による持続可能な地域づくり推進事業 高校生が卒業後スムーズに地域活動に加わることができる
ように、地域活動に取組む若者（青年・大学生）と高校生がと
もに地域課題について考え学びあう。

４教育事務所に実行委員会を組織し、各地区において高校生
との学びの場を企画運営する。全県の実行委員会を年２回、
各地区の実行委員会を１回実施し、各地区ワークショップを１
回～２回実施する。

県実行委員会（県青年の家）2回実施
地区実行委員会
　・村山地区4回　・最上地区6回
　・置賜地区5回　・庄内地区5回
高校生ワークショップ
　・村山地区 1/15:29名, 1/22:11名
　・最上地区 12/11:25名 　・置賜地区 11/20:19
名
　・庄内地区 12/18:35名, 1/11,18,26:71名

28年度と同様に実施 【生涯学習振興室】
地域活動に取り組
む青年グループの
数
現状Ｈ25：30市町
村62グループ
実績H27：33市町
村82グループ
目標Ｈ28：35市町

交流機会の充実
若者支援・男女共同参
画課

（1）若者交流ネットワーク総合推進事業 ウェブ上で活動紹介や情報発信等を行う「やまがたおこしあ
いネット」を中心とし、ネットワーク参加者や一般の若者を集
め、情報交換、交流、連携、協働を進めるほか、研修会の開
催等により、多様な若者人材の育成を図る。

（1）県内外で活躍する若者がウェブ上で交流するためのネット
ワークシステム「やまがたおこしあいネット」の管理･運用を行
い、若者グループ相互の交流促進を進めるとともに、若者、Ｎ
ＰＯなどの地域団体が実際に一堂に会する「やまがた若者地
域づくり交流会」を開催し、情報交換、交流、連携、協働を進め
る機会を提供する。
　加えて、上記交流会で生まれたプロジェクトなどをより実現可
能な内容にブラッシュアップするため、「フォローアップ検討会」
を開催するほか、若者グループのスキルアップを目的とした研
修会として、「若者グループマネジメント研修会」を開催する。

【若者支援・男女共同参画課】
・やまがたおこしあいネット参加数(H28.9月末現
在)
282（団体）
・やまがた若者トークフェス(交流会)
開催：平成29年2月26日(日)
会場：イオンモール天童
参加：約100名予定
内容：若者団体の活動事例発表、トークセッショ
ン、活動パネルの展示、ラジオ公開収録

・「やまがたおこしあいネット」の保守管理
については、29年度以降「やまがた若者
地域づくり参加推進事業」(新規)により引
続き実施する。
・交流会については28年度と同じ形式で
引続き実施する。
・新たにラジオ放送による若者活動に係る
情報発信(週1回、全40回)を行い、若者だ
けでなく一般県民にも周知を行う。
・ラジオ放送開始に合わせた周知イベント
を実施する。

活動機会の提供
事業なし

支援体制の検討
若者支援・男女共同参
画課

（1）地域若者安心生活構築推進事業 青年活動の支援や困難を有する若者の支援など、若者に対
する総合的な支援体制について検討します。

（1）若者相談支援拠点設置運営事業
　困難を有する若者の相談支援拠点を、県内４地域６箇所に
民間支援団体との協働により設置する。
（2）子ども・若者支援地域ネットワーク形成事業
①子ども・若者支援地域協議会の開催
②県内４地域における地域支援ネットワーク形成会議の開催
③市町村関係課連絡会議の開催

(１)若者相談支援拠点設置運営事業
　県内4地域6か所のNPO等への委託により、若者
相談支援拠点を設置し、社会参加に困難を有す
る若者の社会参加に向けた取組みを実施した。
(２)子ども・若者支援地域ネットワーク形成事業
①子ども・若者支援地域協議会を開催(第1回
7/4、第2回　11/16)
②県内4地域で「子ども・若者支援地域協議会」地
域会議を実施し、地域の実情に応じたネットワー
クづくりを行った。
・村山　1/25(54名参加)
・最上 12/22(32名参加)
・置賜　9/7(35名参加)
・庄内　7/27(46名参加)
③県内4地域で市町村担当者会議を実施した。

商工労働観光
部　雇用対策
課・・・(2)②を雇
用対策課主催
の「若者自立支
援地域ネット
ワーク会議」
と併催により開
催した。

・引続き、若者相談支援拠点を設置し、地
域における若者の社会参加に向けた取組
みを実施する。
・子ども・若者支援地域協議会及び地域
会議を引続き開催する。
・子ども・若者支援について広く県民に理
解してもらうことを目的とした講演会を実
施する。

３

社
会
で
の
学
び

社会教育施設等での学びの
支援

（
３

）
青
年
期

①ボランティア活動

②地域活動
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

子育て支援課

（1）共に働き共に育む社会づくり推進事業 （1）男性の育児参加に向けた意識啓発と社会気運の醸成を
図るため、次の事業を実施する。
　・「やまがたイクメン応援サイト」による情報発信
　・「やまがた企業イクボス同盟」活動や、全国規模のフォーラ
ムの開催による意識改革の促進

・家族で出かけられる県内各地のイベント情報
や、「やまがた企業イクボス同盟」加盟企業の取
組み紹介を行い、男性の家事・育児参画のため
の情報発信を行った。
・「ファザーリング全国フォーラム」を開催し、男性
の家事・育児参画に対する意識や気運の醸成を
図った。
・「やまがた企業イクボス同盟」のイクボス研修会
や情報交換会を実施し、イクボスの普及・拡大を
図った。

・「ファザーリング全国フォーラム」の開催
を契機に一層男性の家事育児参画に対す
る気運醸成を図る。
・「やまがた企業イクボス同盟」の加盟企
業を拡大させながら、イクボス研修会や情
報交換会を行い、イクボスの普及・拡大を
図っていくとともに、情報発信を行ってい
く。

平成31年度まで同
盟加盟企業数300
社

若者支援・男女共同参
画課・チェリア

（1）地域男女共同参画ネットワーク活動支援
（2）男女共同参画地域講座
（3）男性セミナー事業

「男女共同参画」についての意識啓発を行い、意識改革の促
進を図ります。また、セミナーの開催、出前講座の実施など、
“学びの場”を拡充します。

（1）地域における女性団体等によるネットワーク化を進めるた
め、その活動と促進を支援する。
（2）県内４地域（村山、最上、置賜、庄内）５地区で、地域の団
体や市町村等と連携して、地域講座を実施する。
（3）男性が参加しやすいセミナーを開催する。

(1)県内４地域の女性団体がネットワークを組織
し、新庄市、米沢市、酒田市で、講演会等を実施
した。
(2)県内４地域（山辺町、河北町、鮭川村、長井
市、酒田市）で、地域の団体や市町村等との連携
により、講演会等を実施した（予定を含む）。
(3)H29年2月に、男性対象のセミナーを山形市内
で開催予定。

(1)県内４ブロックの女性団体等のネット
ワークによる活性化を図るため、引き続
き、男女共同参画推進の学習会等を支援
していく。
(2)来年度以降も引き続き、地域における
男女共同参画の推進に向け、地域の団
体、市町村と連携した地域講座を開催す
る。なお、開催地の選定については、より
効果的な推進が図られるよう配慮する。
(3)男女共同参画社会の実現には、男性
の意識改革が重要なことから、引き続き、
男性に対する啓発を行う。

若者支援・男女共同参
画課・チェリア

（1）教育の場における男女共同参画学習推進
（2）県民企画事業
（3）男性セミナー事業（再掲）

子どもから高齢者まで、男女共同参画の意識を醸成する教
育と学習する機会を提供する施策を展開します。

（1）中学生を対象とした男女共同参画について考えるための
リーフレットを作成し、原則として中学１年生全員に配布する。
（2）男女共同参画に関する学習機会を広げる企画に対し助成
する。
（3）男性が参加しやすいセミナーを開催する。（再掲）

(1)男女共同参画について考えるためのリーフレッ
トを作成し、２月に中学校（１年生対象）に配布予
定。
(2)団体等が企画・実施する男女共同参画に関す
る講座等、優れた企画事業７団体に対し助成し
た。
(3)H29年２月に、男性対象のセミナーを山形市内
で開催予定。【再掲】

(1)リーフレット配付が３年目となることか
ら、各学校にアンケート調査を行い、ニー
ズを踏まえ、内容について検討したうえ
で、引き続き、若年層への男女共同参画
意識の啓発を行う。
(2)引き続き、団体等への助成を通して、県
民の男女共同参画意識の醸成を図る。
(3)男女共同参画社会の実現には、男性
の意識改革が重要なことから、引き続き、
男性に対する啓発を行う。

生涯学習振興室

（1）成人期･高齢期教育指導者研修事業 成人期・高齢期における社会教育の現状を調査し、豊かで
活力ある地域社会を形成するため、よりよい生涯学習の機
会と場を提供する。

（1）市町村における成人期・高齢期の学習の調査、指導者研
修会を開催する。

（１）学習の調査・指導者研修会の開催（再掲）
①市町村における成人期・高齢期の学習の調査
　社会教育の事業調査を活用し、各市町村が開
催の成人・高齢者を対象とした講座等の開催場所
や内容等を調査し、全市町村と情報を共有した。

各地域におけるニーズや課題を調査し、
研修内容の検討を行う。必要に応じて、教
育事務所で研修会を実施。
学校・家庭・地域の連携協働推進事業に
おけるコーディネーターの発掘及び研修
会を実施して、成人・高齢者の生きがいづ
くりの場を作る。

若者支援・男女共同参
画課・チェリア

（1）女性の人材育成事業 政策方針決定過程への女性の参画拡大のための人材育成
事業「チェリア塾」を開催する。

男女共同参画の基礎知識を学ぶ「基本コース」と、自主企画
講座の実践を体験する「実践コース」を開催する。

(1)平成28年6月～7月に、「基本コース」を最上地
域で開催するとともに、同年5月～12月に、「実践
コース」を置賜地域で開催した。
(2)団体が主催する男女共同参画に関する学習会
等の経費について、6団体に助成した。

(1)「チェリア塾」受講後の修了生同士の
ネットワークづくり支援に向け、引き続き、
交流機会を設けるとともに、地域における
活躍促進に努めていく。
(2)地域における男女共同参画の推進の
ため、引き続き、団体主催事業について支
援を行う。

最上総合支庁

【最上子ども家庭支援課】
（１）輝くモガティブウーマン発掘・発信事業

（１）積極的に社会参画し地域活動に取り組む女性人材を広
域的に発掘・発信することで、最上地域に住んでいる女性が
共に活動するきっかけづくりと、女性人材のネットワーク化を
図ります。

（１）女性が憧れ共感できるような最上の女性を多分野・幅広
い年齢層から発掘してブックレットで紹介するとともに、その女
性らのネットワーク化を図るための交流会を開催する。

・ブックレット作成
　最上地域に住む女性を取材し、女性人材として
掲載（20名）
・活動している女性人材のネットワーク化
　掲載した女性を紹介し、交流するイベント実施
（2/26)

・地域の女性人材を周知するとともに、更
なるネットワーク化を図る。

社会貢献活動の顕彰 県民文化課

（1）やまがた公益活動顕彰事業 「やまがた公益大賞」の選考委員会や活動発表会でのプレ
ゼンテーションを公開で行い、県民が参観できるようにしま
す。

（1）やまがた公益大賞の公開プレゼンテーション審査、受賞団
体の表彰および活動発表会を開催する。

（1）「やまがた公益大賞」公開プレゼンテーション
審査を開催
・開催日：平成28年9月2日
・応募のあった8団体の活動内容の発表
（2）「やまがた公益大賞」授賞式及び活動発表会
を開催
・開催日：平成28年11月11日
・グランプリ受賞団体の活動内容の発表

より多くの県民、企業に幅広い社会貢献
活動に触れる機会を提供することができる
よう、広く周知を図りながら、引き続き、公
開プレゼンテーションによる審査や授賞
式、活動発表会を行っていく。

やまがた社会貢献基金の活
用

県民文化課

（1）社会貢献活動促進基金活用事業 ＮＰＯの公開プレゼンテーション審査や、事業報告会の公開
により、地域課題の解決に取り組む活動を学ぶ機会を提供
し、社会貢献活動についての関心を高めます。

（1）やまがた社会貢献基金を活用し、様々な地域課題解決の
取組みを行う団体に対して活動経費の助成を行うとともに、前
年度の助成団体による助成事業成果報告会を開催する。

（1）公開プレゼンテーション審査により助成事業を
採択し、活動経費を助成
・採択実績：38件、22,063千円
（2）前年度の助成団体による助成事業の成果報
告会を開催
・開催日：平成28年11月11日
・報告団体数：6団体

より多くの県民、企業に幅広い社会貢献
活動に触れる機会を提供することができる
よう、広く周知を図りながら、引き続き、公
開プレゼンテーションによる審査や助成事
業の成果報告会を行っていく。

ＮＰＯの情報発信 県民文化課
（1）社会貢献活動促進基金活用事業 ＮＰＯの情報をホームページ上で公開し、県民の理解が深ま

るようにします。
（1）ホームページにより、NPO法人の事業報告書のほか、
NPO等主催のイベント情報等を発信する。

ホームページによりＮＰＯ法人の事業報告書やＮ
ＰＯが主催するイベント情報等を発信

掲載情報の充実を図りながら、引き続き、
情報を発信していく。

県ホームページによる情報提
供

健康長寿推進課

（1）地域食生活・健康情報ステーション 県民の健康づくりを支援するため、県のホームページにおい
て「やまがた健康づくり情報」として、総合的な健康づくりにつ
いての情報や関連情報を発信します。

（1）健康長寿やまがたの実現を目指し、県のホームページに
栄養・食生活と健康に関する情報を定期的に掲載し、県民の
健康づくりの支援を行う。（年１０回）

ホームページに健康づくりに関する情報を掲載し
た。
・事業所従業員を対象とした健康情報
　（H29.1.31時点　3回）
・スーパーなど買い物客を対象とした健康情報
　（H29.1.31時点　4回）

各保健所において、事業所などへの呼び
かけ等、活用を図ったほか、県内スー
パーマーケットで客向けの活用が見られ
た。
県民への健康情報の提供は重要であるこ
とから、来年度も継続して実施し、活用事
業所等の拡大を図り、更なる活用を呼び
かけていく。

年１０回（見込）

高等教育機関における学び
の場の提供

学事文書課

（1）（山形県立米沢栄養大学）地域連携・研究推進
センター事業

山形県立米沢栄養大学を含め、高等教育機関の教育･研究
成果を活用し、健康づくりに向けた学習機会を提供します。

（1）山形県立米沢栄養大学において健康づくりをテーマとした
公開講座を開催する。
（２）教員を地域に派遣し、健康づくりに関する講演等を行う。

（1）健康づくりなどをテーマとした公開講座を３回
開催した。
　①「考えよう！健康と福祉」　H28.10.22開催（保
健医療大学と共催）
　②「歴史のなかの教育」　H28.11.1，H28.11.8開
催
（２）教員を県栄養士会主催研修会、地域住民が
主催する講演会及び学校（小中高）の講演会等に
派遣し、健康づくりに関する講演会を行った。
　実績：82回　H29.1.31現在

　山形県立米沢栄養大学において、その
教育・研究成果を学びや暮らしの中で役
立てる機会を引き続き提供し、県民の健
康づくりに対する貢献を強化していく。
（1）健康づくりをテーマとした公開講座を
開催する。
（２）教員を地域に派遣し、健康づくりに関
する講演等を行う。

性別による固定的な役割分
担意識と社会慣行の見直し

男女共同参画を推進する教
育と学習の充実

女性リーダーの育成

（
４

）
成
人
期

③健康づくり

①男女共同参画

②社会貢献活動・Ｎ
ＰＯ活動の支援
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

地域におけるボランティア活
動支援

地域福祉推進課

ボランティア・市民活動振興事業   県や市町村のボランティアセンターによる相談機能の充実
や活動のネットワーク化等を推進します。

  県ボランティア・市民活動振興センターの運営及び市町村社
協ボランティアセンターの機能強化を図る事業の実施

　市町村社協やＮＰＯ，関係団体などのボランティ
ア担当職員間の課題共有やネットワークの構築を
図るため、ボランティア担当職員ネットワーク会議
を9月13日に開催し、ボランティアセンターやボラ
ンティアの現状と課題を学び、多者協働の場（プ
ラットホーム）づくりを進めるためのグループディス
カッションを実施

ボランティアセンターを中心として、ＮＰＯ
やボランティア活動団体が協働で地域課
題に取り組むことができるよう、センターの
活性化を図り、住民のボランティア活動の
充実のため、引き続き支援を行っていく。

ホームページ「山形発！ボランティア
＆ＮＰＯ情報ページ」の運営

県民文化課

（1）社会貢献活動促進基金活用事業(再掲） ＮＰＯ等のイベント情報等を発信できるホームページを運営し
ます。

（1）ホームページにより、NPO法人の事業報告書のほか、
NPO等主催のイベント情報等を発信する。（再掲）

ホームページによりＮＰＯ法人の事業報告書やＮ
ＰＯが主催するイベント情報等を発信（再掲）

多くのボランティア団体・ＮＰＯによる情報
発信機能を充実することで、幅広い世代で
の社会貢献活動を促進する。

地域福祉推進課

（公財）山形県総合社会福祉基金助成事業   ボランティアやＮＰＯが行う地域社会の課題の解決に資す
る取組みを支援します。

  地域に根ざした福祉活動や在宅福祉活動に係る事業、施設
利用者等の処遇向上を図る事業、福祉分野での様々なボラン
ティア活動等、民間の福祉活動に対する助成の実施

　4月21日～5月20日まで助成申請の受付を行
い、7月29日に開催した助成事業審査委員会にお
いて助成を決定した。
（平成28年度採択事業　42件）

自主的・創造的な民間福祉活動を行って
いるボランティアやＮＰＯ等の取組に対し、
引き続き支援を行っていく。

県民文化課

（1）社会貢献活動促進基金活用事業（再掲） （1）やまがた社会貢献基金を活用し、様々な地域課題解決の
取組みを行う団体に対して活動経費の助成を行う。（再掲）

公開プレゼンテーション審査により助成事業を採
択し、活動経費を助成（再掲）
・採択実績：38件、22,063千円

より多くの県民、企業に幅広い社会貢献
活動に触れる機会を提供することができる
よう、広く周知を図りながら、引き続き、公
開プレゼンテーションによる審査や助成事
業の成果報告会を行っていく。（再掲）

山形県公益活動推進連絡会
議

県民文化課

公益活動推進連絡会議及びパートナーシップ推進
員会議

社会貢献活動の促進に関する施策を県行政全体で円滑に
進めるため庁内連絡会議と関係課担当職員から構成される
「パートナーシップ推進員」を配置します。

（1）協働事業の実施状況等についての情報共有を図るなど、
全庁的な協働を推進する。

(1)庁内関係各課に「パートナーシップ推進員」を
配置するとともに、「協働」に関する文書を全庁に
送付・周知

協働事業の実施状況等についての情報
共有を図るなど、引き続き、全庁的な協働
の推進を依頼していく。

各総合支庁

【各総合支庁総務課】
(1)出前講座

総務課防災安全担当が窓口となり、自主防災組織を立ち上
げようとする地域等を対象に出前講座を実施します。

(1)地域の要望を受け、総合支庁の職員が自主防災組織等、
防災に関する出前講座を実施（随時）

【村山総合支庁】
各総合支庁において、自主防災組織の立ち上げ
や運営方法などに関する出前講座を実施。
【最上総合支庁】
既存の自主防災組織の訓練や研修会（各1回）、
また行政相談委員等の会議（1回）において、自主
防災組織の活動内容や活性化について、また、
防災対策について出前講座を実施。
【置賜総合支庁】
自主防災の立ち上げや個人で行う防災対策など
に関する出前講座を実施
【庄内総合支庁】
地域からの要望を受けて、今年度19回実施。合
計参加者数634名（※平成29年１月末）

危機管理課 【村山総合支庁】
県民に広く活用してもらえるよう、防災関
係の研修会などで広報するとともに、市町
村や自主防災組織の訓練など地域の
方々が集まる行事に併せて実施するなど
して、来年度も引き続き出前講座を行う。
【最上総合支庁】
県民に広く活用してもらえるよう、防災関
係の研修会や会議などで広報するととも
に、自主防災組織の訓練など地域の方々
が集まる行事に併せて行うなどして、来年
度も引き続き出前講座を行う。
【置賜総合支庁】
来年度も引き続き出前講座を行う。
【庄内総合支庁】
防災関係の研修会など様々な機会を通じ
た周知と、自主防災組織などの防災力や
地域住民の防災意識向上を図るため、来
年度も引き続き出前講座を行う。

警察本部

【警備第二課】
防災出前講座、防災教室

　県民の防災意識を醸成するため、警察官が、公民館、事業
所、学校等に出向いて、防災出前講座を実施します。

　年間を通して、警察官が地域や職場の要望に応じ、又は会
合等で「防災出前講座」、「防災教室」を実施します。

　昨年（暦年）、町内会や企業等を対象とした「防
災出前講座」を738回、小・中・高校生を対象とし
た「防災教室」を62回、合計800回（受講者約2万2
千人）実施しました。

　受講者の方々から好評を得ており、減災
における自助・共助精神の重要性につい
て理解を深めていただけるよう、今後も継
続します。

防災フォーラムの開催 危機管理課

（１）防災フォーラム 県民を対象に南陽市において大雨災害等に関する防災
フォーラムを開催します。

（１南陽市で開催予定     開催日：平成２８年１２月１０日（土）
会場：南陽市文化会館

開催日：平成２８年１２月１０日（土）
会場：南陽市文化会館
参加者　２５０名

防災に関するフォーラムを開催し、引き続
き県民の防災学習の機会を提供する。

自主防災組織実践力充実強
化支援事業

危機管理課

（１）自主防災組織実践力充実強化支援事業 自主防災組織が訓練を行うために要する費用を市町村が補
助する際に、市町村へ助成します。

（１）自主防災組織実践力充実強化支援事業　・４月　要綱制
定　・５月以降　申請及び訓練実施

５市町村２１組織で訓練実施 更なる活動活性化のため、引き続き市町
村への活用依頼を行いたい。

リーダー研修会の開催 危機管理課

【危機管理課・各総合支庁総務課】
(1)自主防災組織リーダー研修会

リーダー研修会を実施し、自主防災組織の組織化や活動内
容の充実に資する研修と情報の提供を行います。

（1）自主防災リーダー研修会の開催　　県消防学校及び各総
合支庁にて開催予定
      開催日：平成２８年１０月４日～５日（２日間）      開催場
所：消防学校

開催日　平成２８年１０月４日～５日（２日間）
開催場所　消防学校
参加者　３２名

各総合支庁及び消防学校で研修会を開
催予定。

アドバイザー等の派遣 危機管理課

自主防災組織を立ち上げた地域の実践力強化を図り、防災
活動を充実させるため、求めに応じてアドバイザー等を派遣
します。

（1）随時受付 地域の自主防災組織等が主催する訓練や研修会
に対し、３３回のアドバイザー派遣を実施。

引き続き、アドバイザー等を派遣し、地域
防災力の向上を図っていきたい。

防災士養成事業 危機管理課

（1）防災士養成事業 市町村から推薦のあった方（自主防災組織の中核となって
活躍していただける方）を対象に、日本防災士機構が認証す
る防災士の研修を県内で開催します。

（1）防災士養成研修講座を実施　庄内（平成２８年１０月１５日
～１６日）、山形（平成２８年１０月２９日～３０日）

次のとおり防災士養成研修講座を実施した。ま
た、最終日に行われた資格取得試験では、受講
者全員が合格した。
　・開催日　　庄内（平成２８年１０月１５日～１６
日）
                 山形（平成２８年１０月２９日～３０日）
　・受講者数　庄内３６名、山形８４名

今年度同様に実施する。募集定員１３０名
を確保できるよう、市町村への推薦依頼を
早期に行いたい。

・県内防災士872名→
1000名（H29年度末）

県の広報媒体による広報・啓
発の推進

くらし安心課

（1）安全安心なまちづくり推進事業 県民のあゆみやホームページ、テレビ、ラジオ等あらゆる広
報媒体を用いて、防犯活動の必要性を広く県民に広報しま
す。

（1）あいさつ運動や環境美化活動、先進的な防犯活動等を県
ホームページで紹介

県内の防犯活動の紹介や取組活動へのスキル
アップを目的に、侵入窃盗被害防止啓発街頭活
動、防犯指導者講習会、青色防犯パトロール出発
式の状況をホームページに掲載した。

県内の防犯活動の取組事例の紹介等を
通じ、県民の防犯意識の向上と自主防犯
活動への取組みを促進するため、次年度
もホームページ等で広く紹介していく。

くらし安心課

（1）安全安心なまちづくり推進事業 地域住民の防犯意識の高揚と自主防犯活動の促進を図る
ため、地区公民館等が行う集会や研修会等に講師を派遣し
て、防犯出前講座等を実施します。

（1）防犯団体等の要請により、地区公民館等で開催される集
会や研修会等に職員を派遣して、防犯出前講座を実施

防犯団体の要請により、山形県防犯設備協会総
会において安全で安心なまちづくりに関する研修
を行ったほか、高齢者の特殊詐欺や悪質商法の
被害防止に向けて消費生活センターと連携し出前
講座を実施した。

消費生活セン
ター

地域からの要望により関係機関と連携の
うえ、情報提供や防犯出前講座を実施す
る。

警察本部

【地域課】
出前交番・駐在所

【交通企画課】
交通安全教室
（全ての世代対象）

　交番や駐在所の警察官が、公民館等に出向き、地域安全
情報を提供するほか、相談の受理や要望の聞き取りを行い
ます。

　安全意識の向上を図り、交通事故を防止するため、「交通
安全ゆとり号」（運転適正検査機器登載車）や「わたりジョー
ズ君」（歩行環境シミュレーター）を活用した参加・体験・実践
型の交通安全教室を開催します。

　各交番・駐在所が、概ね月１回、公民館の協力を得て、開催
します。

　学校・企業・団体等からの派遣要請を受けて開催します。ゆ
とり号派遣要請の手続きは、県警察のホームページに掲載し
ています。

　平成28年は、2,848回（参集者約4万8千人）実施
し、地域安全情報の提供や相談・要望の聞き取り
などを行いました。

　昨年（暦年）、公民館等に「交通安全ゆとり号」を
172回派遣し、約３千人の方に運転適正検査を行
いました。
　また、「わたりジョーズ君」は104回派遣し、約２
千人の方が使用しました。

　警察と地域社会との連携を図るため、今
後も地域住民が立ち寄りやすい公民館に
おいて、継続して開催します。

　運転適正の現状や安全な道路横断につ
いて理解していただけるよう、今後も参
加・体験・実践型の交通安全教育を継続し
ます。

地区公民館等における防犯
出前講座（出前交番・駐在
所）の開催

（公財）山形県総合社会福祉
基金、やまがた社会貢献基
金による支援

出前講座の開催

④ボランティア活動

防
犯
活
動

⑤
安
心
な
生
活
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

地域防犯活動を支える人材
育成と研修会の開催

くらし安心課

（1）安全安心なまちづくり推進事業

地域防犯リーダーの育成と資質向上を図り、自主防犯活動
を推進する。また、防犯活動マニュアルや防犯指針を提供
し、活動を支える人材の育成を図ります。

（1）県内で活動する地域防犯リーダーを対象とする防犯指導
者講習会を開催
(置賜、庄内総合支庁で10月に開催予定）

10月13日に庄内総合支庁（参加者約100名）、10
月14日に置賜総合支庁（参加者約60名）を会場に
活動者の育成方法や活動の取組方法等に関する
防犯指導者講習会を開催し、スキルアップを図っ
た。

各総合支庁
スポーツ保健
課

地域防犯リーダー育成や自主防犯活動を
促進するため、次年度も防犯指導者講習
会を開催する。

消費生活出前講座の拡充 消費生活センター

消費生活出前講座

県民を対象に消費生活に関する出前講座を実施します。

（1）各種団体や市町村等が企画する研修会・学習会等に消費
生活センター職員や県消費生活サポーターを派遣し、消費者
トラブルや対処法などに関する出前講座を実施

（１）消費生活センター職員や消費生活サポー
ターを派遣した消費生活出前講座は、県内４ブ
ロックにある消費生活センターにおいて121件（受
講者数3,657人）実施した。（1/31 時点）

引き続き消費生活出前講座を実施する。

食品の安全確保に関する出
張セミナーの実施

食品安全衛生課

（1）やまがた食の安全・安心出張セミナー 県が行っている食品の安全性確保に関する取り組み等につ
いて、県民に直接説明し意見を交換するため、関係各課と連
携し様々な機会を利用して出前講座を開催します。

（1）やまがた食の安全・安心出張セミナーのテーマ一覧表を作
成しホームページで情報提供する。各種団体等の要請によ
り、職員を派遣して出前講座を実施

出張セミナーのテーマ一覧表を作成し、県のホー
ムページで公開。随時、申込みを受付け、関係各
課から職員を派遣し、県内各地で出前講座を実施
した。

くらし安心課
農業技術環境
課
衛生研究所
各総合支庁生
活衛生課
各総合支庁健
康増進担当課
健康長寿推進
課
水産振興課
庄内総合支庁
水産振興課

ホームページでの情報提供が申込みに繋
がっていることから、今後も同様の情報提
供を行い、引き続き出前講座を実施してい
く。

消費者啓発コンサート 事業なし

子育て支援課

(1)地域の放課後づくりモデル事業
(2)「山形みんなで子育て応援団」地域連携事業（市
町村総合交付金）

（1）平成２８年度事業計画なし
(2)NPO等と協働し、地域の活性化に配慮しながら、三世代同
居・近居を促進する活動や、高齢者の力を活かし、子どもや親
子に自然・文化等の多様な体験を提供する事業を実施する市
町村に対し市町村総合交付金を交付する。

(2)高齢者の力を活かし、子どもや親子に自然・文
化等の多様な体験を提供する事業が１0市町で実
施された。

(2)引き続き子ども達に多様な体験を提供
する市町村を支援していく。

県民文化課

（1）社会貢献活動促進基金活用事業 （1）やまがた社会貢献基金を活用し、子どもの健全育成に取
り組むＮＰＯの活動を支援する。

公開プレゼンテーション審査により助成事業を採
択し、活動経費を助成（再掲）
・採択実績：38件、22,063千円（やまがた社会貢献
基金全体）

より多くの県民、企業に幅広い社会貢献
活動に触れる機会を提供することができる
よう、広く周知を図りながら、引き続き、公
開プレゼンテーションによる審査や助成事
業の成果報告会を行っていく。（再掲）

環境企画課

（1）環境教育推進事業（一部）
（２）環境エネルギー学習機能活用促進事業（一部）

（1）環境科学研究センターを拠点とした環境教育の一環とし
て、環境保全活動などの体験活動機会を提供する。
・環境教室の実施
・水生生物調査など、地域の自然体験を重視した環境学習活
動
・環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派遣によ
る環境学習機会の提供
（2）広く県民を対象として環境学習機会の提供を行っている民
間団体を学習支援団体として認定し、広く紹介することで、体
験活動の機会を提供する。
（再掲）

【環境企画課】
（1）環境教育の一環として、環境保全活動などの
体験活動機会を提供した。
・環境教室（12月末37件、881人）
・水生生物調査（同44団体、1,346人）
・環境アドバイザーの派遣(同24回、1,535人)
・地球温暖化防止活動推進員（同39回、2,121人）
（2）環境学習支援団体認定数（１月末35団体）
（再掲）

【環境企画課】
（1）、（2）引き続き、様々な体験活動機会
を提供していく。
（再掲）

循環型社会推進課

（1）地球にやさしい３Ｒ推進人づくり事業 （1）３Ｒ推進・ごみ減量化に資する人づくりを行う。
・11月中旬に山形市で開催されるやまがた環境展において大
学と連携し、小中学生を対象とし３Ｒを題材としたワークショッ
プを開催する。
・高校生も含めた一般県民を対象に食品を無駄なく活用する
「環境にやさしい料理レシピコンテスト」を開催する。

【循環型社会推進課】
（1）３Ｒ推進・ごみ減量化に資する人づくりを行っ
た。
・やまがた環境展(28.11.19～20）の会場において
東北文教大学と連携し、小中学生を対象としペッ
トボトルを使用した工作など３Ｒを題材としたワー
クショップを開催した。
・一般県民を対象に食品を無駄なく活用する「環
境にやさしい料理コンテスト」を開催し67点の応募
があった。

【循環型社会推進課】
（1）３Ｒ推進・ごみ減量化に資する人づくり
を行う。
・やまがた環境展の会場において大学と
連携し、小中学生を対象とし３Ｒを題材とし
たワークショップを開催する。
・高校生・一般県民を対象に食品を無駄な
く活用する「環境にやさしい料理コンテス
ト」を開催する。

みどり自然課

（1）県民みんなで支える森・みどり環境公募事業 地域住民やNPO、企業等が行う森づくり活動や自然環境保
全活動等に対して支援します。

（1）地域住民やＮＰＯ、企業等が主体的に行う森づくり活動、
森林保全活動を公募し、その事業費を支援する。

（1）地域住民等が取り組む森づくり活動や森林環
境学習、森林資源の利活用等の取組みを支援し
ている（106事業）。

（1）引き続き活動を支援するとともに、活
動団体同士の交流や情報交換を促進させ
て継続的な森づくり活動を行う団体を育成
していく。

生涯学習振興室

（1）伝統芸能育成事業ども伝承活動ふるさと塾（再
掲）

地域文化の保存・伝承を通じて、子どもの郷土愛の醸成を図
るとともに、社会力を育成する。（再掲）

（1）子どもの伝承活動発表の場を設け、一般県民との交流、
伝統芸能指導者間のネットワーク化を図る。
　・ふるさと芸能のつどい
　　(6月18日(土）日本一さくらんぼ祭りに合わせて実施山形
市）
（2）指導者研修会及び出前講座(教育事務所ごと）
（3）インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」掲載
（再掲）

（１）伝統芸能育成事業子ども伝承活動ふるさと塾
　ふるさと芸能のつどい(6月18日(土）山形市）
　大人5団体　子ども8団体による舞台発表
（2）指導者研修会・出前講座(教育事務所ごと）
　村山16回、最上82回、置賜28回、庄内47回
（3）インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」
掲載(随時）
　ふるさと塾活動映像236の掲載（H29.1.31現在）
　6団体を取材・撮影。3団体掲載済（H29.1.31現
在）
（再掲）

観光立県推進
課

（１）平成28年度と同様に実施。
　ふるさと芸能のつどい
　6月17日（土）、大人4団体、子ども8団体
出演。
（2）平成28年度と同様に実施。
（3）ふるさと塾アーカイブス
素材の魅力をより発信できるようにサイト
の見直しを行い、アクセス数を増加させ
る。
（再掲）

スポーツ保健課

（1）総合型地域スポーツクラブ育成支援事業 県内総合型地域スポーツクラブと各市町村の健康福祉部局
やボランティア団体が連携・協働し、高齢者や障がい者がス
ポーツ活動のできる環境づくりを推進します。

（1）高齢者や障がい者の介助等に協力可能なボランティア団
体と連携し、高齢者や障がい者が、スポーツ活動のできる環
境づくりを推進する。

総合型クラブが市町村健康福祉部局と連携して
高齢者介護予防事業等を実施できた。
総合型クラブ育成支援担当者が集まって障がい
者スポーツの現状について学ぶ研修会を実施で
きた。

健康長寿推進
課
障がい福祉課

高齢者介護予防教室等については市町
村の要望も多いことから、今後より多くの
総合型クラブが実施できるように支援して
いく。
各総合型クラブが障がい者と一緒に活動
ができるように先進的事例を紹介して広め
ていく。

地域における多様な体験・交
流活動の促進

動
・
消
費
者
被
害
防
止
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

環境企画課

（1）環境教育推進事業（一部）
（２）環境エネルギー学習機能活用促進事業（一部）

地域への愛着が深まり、地域への誇りが高まるよう、豊かな
自然環境を活かした体験活動、伝統文化の伝承活動など郷
土愛を育む教育・学び・活動を推進します。

（1）環境科学研究センターを拠点とした環境教育の一環とし
て、環境保全活動などの体験活動機会を提供する。
・環境教室の実施
・水生生物調査など、地域の自然体験を重視した環境学習活
動
・環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派遣によ
る環境学習機会の提供
（2）広く県民を対象として環境学習機会の提供を行っている民
間団体を学習支援団体として認定し、広く紹介することで、体
験活動の機会を提供する。
（再掲）

【環境企画課】
（1）環境教育の一環として、環境保全活動などの
体験活動機会を提供した。
・環境教室（12月末37件、881人）
・水生生物調査（同44団体、1,346人）
・環境アドバイザーの派遣(同24回、1,535人)
・地球温暖化防止活動推進員（同39回、2,121人）
（2）環境学習支援団体認定数（１月末35団体）
（再掲）

【環境企画課】
（1）、（2）引き続き、様々な体験活動機会
を提供していく。
（再掲）

循環型社会推進課

（1）地球にやさしい３Ｒ推進人づくり事業（再掲） （1）３Ｒ推進・ごみ減量化に資する人づくりを行う。
・11月中旬に山形市で開催されるやまがた環境展において大
学と連携し、小中学生を対象とし３Ｒを題材としたワークショッ
プを開催する。
・高校生も含めた一般県民を対象に食品を無駄なく活用する
「環境にやさしい料理レシピコンテスト」を開催する。（再掲）

【循環型社会推進課】
（1）３Ｒ推進・ごみ減量化に資する人づくりを行っ
た。
・やまがた環境展(28.11.19～20）の会場において
東北文教大学と連携し、小中学生を対象としペッ
トボトルを使用した工作など３Ｒを題材としたワー
クショップを開催した。
・一般県民を対象に食品を無駄なく活用する「環
境にやさしい料理コンテスト」を開催し67点の応募
があった。（再掲）

【循環型社会推進課】
（1）３Ｒ推進・ごみ減量化に資する人づくり
を行う。
・やまがた環境展の会場において大学と
連携し、小中学生を対象とし３Ｒを題材とし
たワークショップを開催する。
・高校生・一般県民を対象に食品を無駄な
く活用する「環境にやさしい料理コンテス
ト」を開催する。（再掲）

みどり自然課

（1）県民みんなで支える森・みどり環境公募事業
（再掲）

地域住民やNPO、企業等が行う森づくり活動や自然環境保
全活動等に対して支援します。

（1）地域住民やＮＰＯ、企業等が主体的に行う森づくり活動、
森林保全活動を公募し、その事業費を支援する。（再掲）

（1）地域住民等が取り組む森づくり活動や森林環
境学習、森林資源の利活用等の取組みを支援し
ている（106事業）。（再掲）

（1）引き続き活動を支援するとともに、活
動団体同士の交流や情報交換を促進させ
て継続的な森づくり活動を行う団体を育成
していく。（再掲）

教育庁総務課

郷土愛を育む活動推進事業 中学生・高校生を対象とした副読本「郷土yamagata」等
を活用しながら地域での体験活動をまとめ発表し合うこ
とを通して、お互いのふるさとのよさを再発見・再認識で
きるようにし、郷土に対する愛着や誇りを育みます。

(1)公募型ポロポーザル方式により、「ふるさと探究コンテ
スト」を企画・運営する業者を選定する。
・県内全中学校・高校にコンテスト参加の募集をする。
・９月上旬に１次審査、11月19日に最終発表・審査及び表
彰式を行う。
・記録集を作成・送付し、郷土愛を育む教育に係る取組み
の成果について周知・普及を図る。

(1)7～9月参加校募集により、中学校3校（29
チーム）、高校9校（9チーム）が応募。
(2)10月18日に最終審査会出場校（中学校3
校、高校5校）が決定。
(3)11月19日（土）に山形県生涯学習センター
「遊学館」において最終審査会開催。
(4)最終審査会において、置賜農業高校が最
優秀校に決定。
(5)実践記録集を2月に発行。県内中学校及び
高等学校等に配布予定。

・義務教育課
・高校教育課

(1)参加募集対象を小学校にも広げ、参
加方法を「パネル展示」、「プレゼンテー
ション」（Webプレゼンテーションも可）か
ら選択できるようにし、より多くの学校
が参加できるようにする。
(2)最終審査会では、「パネル展示部
門」と「プレゼンテーション部門」を設
け、より多くの学校が発表の機会を得ら
れるようにする。
(3)実践記録集には、パネル展示部門・
プレゼンテーション部門の実践発表を
掲載し、より多様な実践について周知・
普及を図る。

【H28参加校数】
・中学校3校
・高校9校
合計12校
【H29目標値】
・小学校4校
・中学校6校
・高校10校
合計20校

生涯学習振興室

（1）伝統芸能育成事業子ども伝承活動ふるさと塾
（再掲）
（2）視聴覚教材普及事業

（１）地域文化の保存・伝承を通じて、子どもの郷土愛の醸成
を図るとともに、社会力を育成する。
（2）地域の自然、歴史、文化等に関する自作視聴覚教材制
作を奨励する。
　・山形県自作視聴覚教材コンクール
　・優良自作視聴覚教材の複製・配布（全国自作視聴覚教材
コンクールにおいて評価された作品を県内公立図書館等へ
配布）
　・インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」掲載(随時）

（1）子どもの伝承活動発表の場を設け、一般県民との交流、
伝統芸能指導者間のネットワーク化を図る。（再掲）
　・ふるさと芸能のつどい
　　(6月18日(土）日本一さくらんぼ祭りに合わせて実施山形
市）
　・指導者研修会及び出前講座(教育事務所ごと）
　・インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」掲載
（2）地域の自然、歴史、文化等に関する自作視聴覚教材制作
を奨励する。
　・山形県自作視聴覚教材コンクール
　・インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」掲載(随時）

（１）伝統芸能育成事業子ども伝承活動ふるさと塾
・ふるさと芸能のつどい(6月18日(土）山形市）
　大人5団体　子ども8団体による舞台発表
・指導者研修会・出前講座(教育事務所ごと）
　村山16回、最上82回、置賜28回、庄内47回
・インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」掲
載(随時）
・ふるさと塾活動映像236の掲載（H29.1.31現在）
　6団体を取材・撮影。3団体掲載済（H29.1.31現
在）
（再掲）
（２）山形県自作視聴覚教材コンクール
　審査会1/20, 表彰式・発表会2/11
　応募作品28作品（学校教育部門6,社会教育部
門16,児童生徒作品部門6）
　・優良自作視聴覚教材の複製・配布　2作品
　　「中津川菅笠作り」飯豊町教育委員会
　　　（文部科学大臣賞　最優秀賞：社会教育部
門）
　「白鷹板締小絣」羽鳥允祥（優秀賞：社会教育部

観光立県推進
課

（１）平成28年度と同様に実施。
・ふるさと芸能のつどい
6月17日（土）、大人4団体、子ども8団体出
演。
・平成28年度と同様に実施。
・ふるさと塾アーカイブス
素材の魅力をより発信できるようにサイト
の見直しを行い、アクセス数を増加させ
る。
（再掲）
（２）28年度と同様に実施

雇用対策課

（１）トータル・ジョブサポート運営事業
（２）若年者ＵＩターン人材確保対策事業
（３）地域若者サポートステーション事業
（４）県内定着・回帰促進事業

職業相談から職業紹介までの一体的な就業支援、県内外在
住の若者の県内定着・Ｕターン就職の支援、フリーターや
ニート等の若者の職業的自立に対する支援を推進します。

（１）山形県と山形労働局が共同で県内４ヶ所に設置している
ワンストップ相談窓口において若者等の就労を支援。
（２）山形県Ｕターン情報センターを中心としてＵターン就職支
援を実施。
（３）ニート等の若者の職業的自立を支援するため、地域若者
サポートステーションにおいて職業意識の啓発やカウンセリン
グ等の支援プログラムを実施。
（４）県内企業に係る就職情報サイトの開設、県外在住のＵ
ターン希望者の県内企業就職活動への助成。

（１）村山地域（山形市）、最上地域（新庄市）、置
賜地域（米沢市）、庄内地域（酒田市）の県内４ヶ
所の体制で稼働。
（２）Ｕターン情報センター（H27.5より、やまがた
ハッピーライフ情報センターへの駐在も開始）にお
ける相談支援、県外進学者に対する県内企業の
就職情報提供、大学等と県内企業の情報交換
会、首都圏における就職セミナー（12月）及び県
内企業ガイダンス（3月開催）等を実施。
（３）県内３ヶ所（山形市、米沢市、酒田市）のサ
ポートステーションと、それを核とした若者支援機
関のネットワークにより、臨床心理士による相談、
コミュニケーション能力開発、アルバイト型勤労体
験等の事業を実施。
（４）山形県就職情報サイト掲載企業数253社、求
人件数185件。（Ｈ29.1.23日現在）その他各種就
職イベント情報やＵＩＪターン者のインタビュー記事
等を掲載。
　　 「山形県Ｕターン就職面接交通費助成金」申
請受理件数31名（H28.12末現在）

（１）引き続き県内４ヶ所の拠点において、
相談者の早期就職に向けた総合的支援を
実施していく。
（２）機能向上及び利用促進を図る。
（３）引き続き県内３ヶ所のサポートステー
ションとネットワークにより、ニート等の若
者の職業的自立を支援していく。
（４）サイト掲載企業の拡大及びページ閲
覧数の増加を図る。助成金制度の周知に
よる利用拡大を図る。

高校教育課

（1）高校生就職支援事業 （１）求人の開拓のための教員の企業訪問や就職後に個人
面談等を実施し、職場定着率の向上を図ります。

（1）教員の企業訪問による相互の信頼関係の構築、及び手紙
や面談等により職場の悩みを把握、面談の実施。

県立高校34校において、県内外企業訪問を実施
したほか卒後１年目の県内就職者へ手紙や面談
等による事後指導を行った。

企業訪問の規模は縮小するものの、同様
の事業を実施予定

妊娠・出産等に対する正しい
知識の啓発

事業なし

事業なし

６次産業推進課

（1）食農教育活動支援事業 （1）学校等からの要請に応え、子ども達の農業体験や地元食
材を使った郷土料理の伝承教室等へ指導として活動員を派遣
し、体験機会の充実を支援。

○小学校における農業体験・農産加工体験、一
般市民を対象とした講座、新規就農支援研修など
へ活動員を派遣

なし ○継続して実施するとともに小学校等に
対し事業内容をＰＲし、新たな実施地区を
開拓

郷土愛を育む教育・学び・活
動の推進

若者の能力開発と就労支援

世代間交流の支援の充実

⑥少子高齢社会へ
の対応

（
４

）
成
人
期

⑥少子高齢社会へ
の対応
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

文化財の適正な保存と効果
的な活用

文化財･生涯学習課

（1）文化財保護事業
（2）地域のシンボル保存活用事業
(3)「未来に伝える山形の宝」登録制度推進事業
(4)日本遺産魅力発信推進事業

文化財の保存修理等のための財政支援を行うとともに、公
開場所や展示内容等の情報提供を行います。

（1）国・県指定の文化財の保存修理等に対する助成を行う。
（2）地域のシンボルの保存修理・活用に対する助成を行う。
（3)「未来に伝える山形の宝」に登録された保存活用の取組み
に対する助成を行う。
(4)協議会を主体として、文化庁の支援を受けながら、観光振
興や地域経済の活性化に向けた取組みを行う。

（１）国指定文化財10件及び県指定文化財３件の
保存修理等に対し助成支援を行った。
（２）地域のシンボルとされる有形無形文化財計５
件の保存活用に対し助成支援を行った。
（３）平成２７年度まで登録された１９団体中１７団
体における保存活用取組みに対して助成支援を
行った。
（４）協議会において次の取組みを実施した。
　・HP作成、プロモーション映像制作、首都圏AD
ビジョンでのPR、ポスター、パンフレット、のぼり旗
の作成
　・シンポジウムの開催（11月26日いでは文化記
念館）
　・県立博物館での企画展（12月17日～3月12日）
　・観光案内板（7基）、文化財解説板（13基）の整
備　等

観光立県推進
課

（１）平成２８年度と同様に実施
（２）平成２８年度と同様に実施
（３）平成２８年度の取組みに更に「観光資
源」とした視点を加えた取組みを行う。
(（４）引き続き文化庁の支援を活用し、協
議会において、情報発信、人材育成、普
及啓発等の取組みを行う。

「未来に伝える山形
の宝」新規登録件数
実績H2７末　19件
目標H28  　　  4件

子どもたちによる伝統芸能の
継承活動の支援

生涯学習振興室

（1）伝統芸能育成事業ども伝承活動ふるさと塾（再
掲）

地域文化の保存・伝承を通じて、子どもの郷土愛の醸成を図
るとともに、社会力を育成する。（再掲）

（1）子どもの伝承活動発表の場を設け、一般県民との交流、
伝統芸能指導者間のネットワーク化を図る。
　・ふるさと芸能のつどい
　　(6月18日(土）日本一さくらんぼ祭りに合わせて実施山形
市）
（2）指導者研修会及び出前講座(教育事務所ごと）
（3）インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」掲載
（再掲）

（１）伝統芸能育成事業子ども伝承活動ふるさと塾
　ふるさと芸能のつどい(6月18日(土）山形市）
　大人5団体　子ども8団体による舞台発表
（2）指導者研修会・出前講座(教育事務所ごと）
　村山16回、最上82回、置賜28回、庄内47回
（3）インターネットサイト「ふるさと塾アーカイブス」
掲載(随時）
　ふるさと塾活動映像236の掲載（H29.1.31現在）
　6団体を取材・撮影。3団体掲載済（H29.1.31現
在）
（再掲）

観光立県推進
課

（１）平成28年度と同様に実施。
　ふるさと芸能のつどい
　6月17日（土）、大人4団体、子ども8団体
出演。
（2）平成28年度と同様に実施。
（3）ふるさと塾アーカイブス
素材の魅力をより発信できるようにサイト
の見直しを行い、アクセス数を増加させ
る。
（再掲）

県民の多様な文化芸術活動
の支援

県民文化課

（1）文化団体等連携支援事業 山形県生涯学習文化財団等と連携しながら、県内の美術
館・博物館や山形交響楽団を支援するとともに、県民の文化
芸術活動の促進や鑑賞機会の充実を図ります。

（1）生涯学習文化財団等と連携して、山形美術館、致道博物
館、本間美術館、斎藤茂吉記念館と共催の企画展を開催す
る。
（2）山形交響楽団に対して補助を行うとともに、さくらんぼコン
サートの開催を支援する。
（3）県、市、県内経済団体、文化団体等で組織する実行委員
会とアフィニス文化財団が連携して行う「アフィニス夏の音楽
祭」の開催を支援する。

（1）生涯学習文化財団等と連携して、山形美術
館、致道博物館、本間美術館、斎藤茂吉記念館と
共催の企画展を開催した。
（2）山形交響楽団に対して補助を行うとともに、さ
くらんぼコンサートの開催を支援した。
（3）県、市、県内経済団体、文化団体等で組織す
る実行委員会とアフィニス文化財団が連携して行
う「アフィニス夏の音楽祭」の開催を支援した。

（1）生涯学習文化財団等と連携して、山形
美術館、致道博物館、本間美術館、斎藤
茂吉記念館と共催の企画展を開催する。
（2）山形交響楽団に対して補助を行うとと
もに、さくらんぼコンサートの開催を支援す
る。
（3）県民が日頃の文化芸術活動の成果を
発表するための県民芸術祭を開催する。

環境企画課

（1）地球温暖化対策推進体制整備事業費（一部）
（2）環境教育推進事業（一部)

環境に関する専門的な知見や実践経験を有する人材の発掘
に取り組み、指導者として必要な知識や技術を身につけるた
めの研修の実施、情報提供の充実を図ります。

（1）地域における温暖化対策の普及啓発のため地球温暖化
防止活動推進員を養成する。
（2）環境地域づくり担い手連携セミナーを開催し、環境保全活
動を実践している指導者間の情報交換や参加者間のネット
ワーク構築の機会を提供する。

【環境企画課】
（1）今年度3回の研修を実施し、地球温暖化防止
活動推進員を養成した。（H29年1月末委嘱数累
計1,000名）
（2）環境地域づくり担い手連携セミナーを1回開催
し、環境保全活動を実践している指導者間の情報
交換や参加者間のネットワーク構築の機会を提
供した。

【環境企画課】
（1）引き続き環境に関する専門的な知見
や実践経験を有する人材の発掘に取り組
むとともに、指導者として必要な知識や技
術を身につけるための研修の実施、情報
提供の充実を図っていく。

村山総合支庁

【村山森林整備課】
里山の森づくりサポーター育成事業

多様化する県民の森利用者の要望に対応できる体制を構築
し、施設内の案内及び体験活動などを支援する森の案内人
を育成する。

森の案内人育成研修の開催
県民の森の特色を活かした研修会を２回実施する。
○　７月下旬　夏の森の案内と活動の安全管理
○１０月中旬　秋の森の案内と木育の進め方

森の案内人育成研修を２回開催し、県民の森・森
の案内人を育成した（7名が登録）。
○基礎研修：7月17日・23日開催：森林案内のポ
イント・活動の安全管理
○専門研修：10月2日・9日開催：森の案内ポイン
ト・木育の進め方

新規若手の森の案内人７名が登録され、
実活動者が５５名となり、一定程度充足し
たことから、今後の案内人育成は森の案
内人会を中心に随時行っていく。

最上総合支庁

【最上森林整備課】
（1）最上の自然環境教育マスター養成事業

自然環境教育の取組みが活発化・多様化する中、指導者不
足解消するため、指導者の養成講座を３回開催する。

金山町の「遊学の森」において、春（5/21～22）と秋（11/5～
6）に指導者養成講座を開催し、新たな「森の案内人」登録者
の育成を図る。また、冬の部の講座を開催し、養成した指導者
のスキルアップを図る。

・金山町の「遊学の森」において、春（5/21～22）、
秋（11/5～6）に指導者養成講座を開催し、新たに
8名を遊学の森「森の案内人」として指導者登録し
た。また、2/1及び2/25に冬の講座を開催し案内
人のスキルアップを図る計画である。

・次年度は１部新規組み換えで事業を継
続する。

指導者登録
現状H28：43名
目標H28：35名

環境学習機会の充実 環境企画課

（1）環境教育推進事業（一部）
（２）環境エネルギー学習機能活用促進事業（一部）

環境科学研究センターを拠点とした環境教育事業を実施す
るとともに、環境学習支援団体の周知や当該団体数の増加
により、環境学習機会提供の充実を図ります。

（1）環境科学研究センターを拠点とした環境教育の一環とし
て、環境保全活動などの体験活動機会を提供する。
・環境教室の実施
・水生生物調査など、地域の自然体験を重視した環境学習活
動
・環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派遣によ
る環境学習機会の提供
（2）広く県民を対象として環境学習機会の提供を行っている民
間団体を学習支援団体として認定し、広く紹介することで、体
験活動の機会を提供する。
（再掲）

【環境企画課】
（1）環境教育の一環として、環境保全活動などの
体験活動機会を提供した。
・環境教室（12月末37件、881人）
・水生生物調査（同44団体、1,346人）
・環境アドバイザーの派遣(同24回、1,535人)
・地球温暖化防止活動推進員（同39回、2,121人）
（2）環境学習支援団体認定数（１月末35団体）

【環境企画課】
（1）、（2）引き続き、様々な体験活動機会
を提供していく。

環境企画課

（1）環境教育推進事業（一部）
（２）環境エネルギー学習機能活用促進事業（一部）

（1）環境科学研究センターを拠点とした環境教育の一環とし
て、環境保全活動などの体験活動機会を提供する。
・環境教室の実施
・水生生物調査など、地域の自然体験を重視した環境学習活
動
・環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員の派遣によ
る環境学習機会の提供
（2）広く県民を対象として環境学習機会の提供を行っている民
間団体を学習支援団体として認定し、広く紹介することで、体
験活動の機会を提供する。
（再掲）

【環境企画課】
（1）環境教育の一環として、環境保全活動などの
体験活動機会を提供した。
・環境教室（12月末37件、881人）
・水生生物調査（同44団体、1,346人）
・環境アドバイザーの派遣(同24回、1,535人)
・地球温暖化防止活動推進員（同39回、2,121人）
（2）環境学習支援団体認定数（１月末35団体）
（再掲）

【環境企画課】
（1）、（2）引き続き、様々な体験活動機会
を提供していく。
（再掲）

みどり自然課

（1）自然環境学習推進事業（再掲） 再生可能エネルギーをはじめとした多様な環境学習プログラ
ム等の整備を進めるとともに、森林環境学習及び自然体験
型環境学習の充実を図ります。

（1）小学校５年生向けの副教材「やまがたの森林」及び指導
者用ガイドブックや、指導者が野外で携帯して使用することが
できる「森のたんけん手帳」を提供する。
（再掲）

（1）小学校５年生向けの副教材「やまがたの森
林」及び指導者用ガイドブックを全小学校に提供
するとともに（８月）、指導者が野外で携帯して使
用することができる「森のたんけん手帳」を提供し
た（５月～随時）。（再掲）

（1）引き続き小学校や教育委員会等と連
携を図りながら、副教材や野外学習用テ
キストの活用により森林環境学習を支援
する。（再掲）

環境企画課

（1）環境教育推進事業（一部）
（２）環境エネルギー学習機能活用促進事業（一部）

職場において実施される環境問題・環境保全に関する学習
会等への講師、指導者等の派遣を行い職場における環境教
育を支援します。

（1）環境科学研究センターを拠点とした環境教育の一環とし
て、環境アドバイザーや地球温暖化防止活動推進員を派遣し
環境教育機会を提供する。

【環境企画課】
（1）環境教育の一環として、環境アドバイザーの
派遣(12月末23回)及び地球温暖化防止活動推進
員の派遣（同31回）を行っている。

【環境企画課】
(1)引き続き、職場における環境教育を支
援していく。

再生可能エネルギーや森林
環境等の環境学習プログラム
の整備

人材の育成と活用

職場における環境教育

⑦文化芸術活動、
伝統文化の継承

⑧環境教育の推進

9



施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

みどり自然課

（1）やまがた絆の森プロジェクト推進事業 企業による環境貢献や社会貢献の具体的な取組みとして実
施する森づくり活動を支援するとともに、森づくりの成果を実
感できる仕組みを構築し、森づくり参加者の増大と森林吸収
源対策を推進します。また、里山の資源を活用した地域交流
の促進により里山地域の活性化を図ります。

（1）企業と「やまがた絆の森協定」を締結し、企業が行う森づく
りや地域交流活動をサポートする。

（１）35企業・団体と協定を締結して30地区で進め
られている森づくり活動を支援するとともに、企業
同士の情報交換や地域との交流を促進した。

（１）引き続き企業の参加拡大を図り、企業
による森づくりや森林資源の利用拡大を
図っていく。

環境保全活動の顕彰 環境企画課

（1）環境教育推進事業（一部） 地球環境や地域環境の保全等に関する普及啓発、実践活
動を行い、大きな成果が認められる個人又は団体を顕彰し、
その活動を紹介することにより、県民による主体的な環境保
全活動を促進します。

（1）県内で環境保全等に関する普及啓発・実践活動を行い、
大きな成果のある個人・団体に環境やまがた大賞（17回目）を
授与し、広くその活動を紹介することにより、環境保全活動の
促進を図る。

【環境企画課】
（1）環境やまがた大賞を１団体に、今年度から創
設した環境やまがた奨励賞を1団体に授与。11月
に開催されたやまがた環境展2016において表彰
式及び活動事例発表会を行った。また、県のホー
ムページにおいて活動を紹介している。

【環境企画課】
（1）引き続き、成果のある取組みを顕彰
し、広く紹介することで、環境保全活動の
促進を図る。

雇用対策課

（1）離転職者職業訓練事業 多様なニーズや課題を持つ若年者、女性、障がい者などに
対して、個々の能力を発揮し就業できるような学習機会を提
供します。

（1）離転職者職業訓練の実施（H27：980人⇒H28：1,040人）
　雇用状況及び求職者ニーズを踏まえ、前年度と同数のコー
ス設定で引続き実施。
　　①パソコン活用事務系　ＯＡシステム科　他（38コース：735
人）
　　②事務系　経理実務科　他　（7コース：140人）
　　③介護系　介護サービス科、介護福祉士養成科
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8コース：165人）
　　④託児サービス付訓練科　（4コース：80人）※再掲
(2)障がい者職業訓練の実施（H27:56人⇒H28:51人）
　　県が民間教育訓練機関に委託して実施しており、ハロー
ワークの受講あっせんを受けて受講できる。
　　①パソコン基礎科
　　②インターンシップコース

（1）離転職者職業訓練の実施（H29.1月末現在）
開校コース（40コース：780人、中止8コース：165
人）
①パソコン系　ＯＡシステム科他（28コース：540
人）
②事務系　経理実務科　他　　　（7コース：140人）
③介護系　介護サービス科、介護福祉士養成科
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5コース：100
人）
④託児サービス付訓練科　（4コース：80人）※再
掲
　    ※未開校コース（5コース：95人）
(2)障害者職業訓練の実施状況（H29.1月末現在）
①パソコン基礎科　受講者11人　就職者0人
②インターンシップコース　受講者11人　就職者7
人

（1）離転職者職業訓練の実施（H28:1,040
人⇒H28:906人）
　雇用状況及び求職者ニーズを踏まえ、
今年度よりも若干の定員数増にて実施。
①ＰＣ活用事務系　ＯＡシステム科　他
　　　　　　　　　　　　　　（24コース：445人）
②事務系　経理実務科　他　（8コース：
160人）
③介護系　介護サービス科、介護福祉士
養成科　（6コース：101人）
⑤自由提案系など　（11コース：200人）
⑥託児サービス付訓練科　（4コース：80
人）
【再掲】
（２）障害者職業訓練の次年度方針
＜訓練計画（予定）＞
　①パソコン基礎科（４コース40人）
　②インターンシップコース（15コース15
人）

(1) 離転職者訓練
【Ｈ27年度就職率】
71.3％
※訓練修了後3ヶ
月
H28年度就職率は
H29.6月末に確定

（２）障害者職業訓
練
【H28就職率】
41.2％
※訓練終了後3ヶ
月
H28年度就職率は
H29.6月末に確定

中小企業振興課

やまがたチャレンジ創業応援事業 新たな事業にチャレンジする人材に対して、起業に必要とな
る情報や経営ノウハウなどを提供し、起業に向けた学びを支
援します。

創業に必要な知識を修得させるためのセミナー・研修会を開
催する。

・県内各地域で創業セミナー及びフォローアップセ
ミナーを開催。
・優れたビジネスプランを公募し、創業経費の助成
を行った。　（平成２８年度：４９件採択）

市町村課 ・創業セミナー・フォローアップセミナーを
継続して開催する予定。

・創業助成金については、平成28年度と
同様の内容で実施予定

起業を目指す学習機会の提
供

工業戦略技術振
興課

（１）ものづくりベンチャー創出支援事業 若手起業家や経営者･技術者を対象にイノベーション実現に
向けた研修プログラムを実施します。

世界的研究開発機関「ＳＲＩインターナショナル」による研修の
実施
　・アメリカ合衆国シリコンバレーにおける研修の実施（８月）

（１）世界的研究開発機関「ＳＲＩインターナショナ
ル」による
　海外研修の実施
　8月1日から12日にかけて、アメリカ合衆国カリ
フォルニア州メンローパークに所在するSRIイン
ターナショナル研修
　　施設において、シリコンバレーの投資基準によ
るビジネスプランの構築等について研修を実施(3
チーム）

27年度、28年度に実施したプログラムをも
とに構築した山形版ものづくりベンチャー
創出支援プログラムに基づき、県内で研
修を実施。

雇用対策課

地域連携技術力強化事業
（公開講座）
向上訓練費（管理監督者訓練）

地域産業の高度化を支援するために、産業従事者の研修機
会を拡充します。

　県立施設における研修･セミナーの実施
　（１）公開講座（産業技術短期大学校及び庄内校）
　（２）管理監督者訓練（山形職業能力開発専門校）

　県立施設における研修・セミナーの実施（H29.1
月末現在）
　（１）公開講座（産業技術短期大学校及び庄内
校）
　　「機械工学セミナー」、「ものづくり・サービス改
善セミナー」
　　「建築設備設計入門」等　28コースを実施。（受
講者112人）

県立施設における研修・セミナーの実施
　（１）公開講座（産業技術短期大学校及
び庄内校）
　在職者の能力向上につながっており、引
き続き企業ニーズを踏まえた多様な訓練
を実施する。

工業戦略技術振興課
（産業政策課）

（1）ものづくり人材育成事業（県立施設実施分）
（2）ものづくり人材育成事業（産業技術振興機構委
託実施分）

地域産業の高度化を支援するために、産業従事者の研修機
会を拡充します。

（1）県立施設における研修･セミナーの実施
　　①製造業技術者研修（工業技術センター）
   (産業政策課）
  　   産業情報化リーダー育成研修（工業技術センター）

(2)産業技術振興機構を活用した研修･セミナーの実施
　　①ものづくり産業マネジメント人材育成研修会
　　②成長分野関連技術・資質向上人材育成研修

（１）県立施設における研修・セミナーの実施
①製造業技術者研修（工業技術センター）
　若手技術者等を対象に「品質管理」、「切削・研
削加工」等、全10課程の技術研修を実施。
（期間：5月～11月/受講者166人）
（２）産業技術振興機構を活用した研修の実施
①ものづくり産業マネジメント人材育成研修
　企業経営者及び後継者等を対象に持続可能な
経営に必要なテーマを設定し研修を実施。
 （期間：10月～11月/受講者15名）
②成長分野参入人材育成研修
　現場リーダ（候補）等を対象に、「生産管理」、
「女性現場リーダー資質向上」等、成長分野参入
に必要なテーマを設定し研修を実施.　（期間：5月
～11月/受講者142人）

（１）県立施設における研修・セミナーの実
施
①製造業技術者研修（工業技術センター）
　企業のニーズに即したテーマを設定し、
生産技術に直結する研修を引き続き実施
する。
（２）産業技術振興機構を活用した研修の
実施
　人材育成の中核機関を活用したものづく
り分野の人材育成を引き続き実施する。
①ものづくりマネジメント人材育成研修
　引き続き「仕事をとりに行ける人材」を育
成する研修を実施する。
②成長分野参入人材育成研修
　引き続き、「生産性向上」や「付加価値創
出」ができる人材を育成する研修を実施す
る。

就業を目指す学習機会の提
供

地域産業振興を目指した学
習機会の提供

（
４

）
成
人
期

⑨就業や起業、地
域産業の振興
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

職業能力開発の充実 雇用対策課

（1）県立職業能力開発施設における職業訓練事業
（新卒者および離転職者対象）
（2）認定職業訓練施設における職業訓練事業（在
職者対象）

県立産業技術短期大学校・県立職業能力開発専門校や民
間の認定職業訓練施設において、雇用情勢や社会情勢に対
応した職業訓練の充実を図ります。

（1）県立職業能力開発施設における訓練の実施
　　①産業技術短期大学校（①学年の定数：１１０人）
　　　　・産業技術専攻科（専門短期、１年間、定数：１０人）
　　　　・デジタルエンジニアリング科
            （専門、２年間、定数：１０人）
　　　　・メカトロニクス科（専門、２年間、定数：２０人）
　　　　・知能電子システム科（専門、２年間、定数：３０人）
　　　　・情報システム科（専門、２年間、定数：２０人）
　　　　・建築環境システム科（専門、２年間、定数：２０人）
　　②産業技術短期大学校庄内校
　　　　・制御機械科（２年間、専門、定数：２０人）
　　　　・電子情報科（２年間、専門、定数：２０人）
　　　　・国際経営科（２年間、専門、定数：２０人）
　　③山形職業能力開発専門校
　　　　・自動車科（高卒以上）（２年間、普通、定数：２５人）
　　　　・建設技術科（中卒以上）
          （２年間、普通、定数：２０人）
　　④庄内職業能力開発センター
　　　　・金属技術科（１年間、短期、定数：２０人）
(2)民間の認定職業訓練施設における訓練の実施
　　　県内の22認定訓練施設において、数週間（短期課程）か
ら１年間（普通課程）の認定職業訓練を実施している。
　　　受講者は、原則企業在職者であるが、職場復帰希望者
や定年退職者等、企業非在職者も受講できる。

（１）県立職業能力開発施設における訓練の実施
    県立職業能力開発施設４校（県立職業能力開
発
    短期大学校２校、県立職業能力開発校２校）に
    おいて、各職業訓練を実施した。４校合わせた
    就職率（Ｈ29.1.1現在）は98.3％と、前年同期比
で
    は5.0ポイント高くなっている。
(2)民間の認定職業訓練施設における訓練の実施
状況
　県内の22認定訓練施設において、建設関係・電
気工事・美容・洋裁などの職種について、数週間
（短期課程）から１年間（普通課程）の認定職業訓
練を実施した。

（1）県立職業能力開発施設における訓練
実施
①産業技術短期大学校（①学年の定数
110人)
産業技術専攻科（専門短期、1年間、定数
10人）
／デジタルエンジニアリング科（専門、2年
間、定数10人）／メカトロニクス科（専門、2
年間、定数20人）／・知能電子システム科
（専門、2年間、定数30人）／情報システム
科（専門、2年間、定数20人）／建築環境
システム科（専門、2年間、定数20人）
②産業技術短期大学校庄内校
制御機械科（2年間、専門、定数20人）／
電子情報科（2年間、専門、定数20人）／
国際経営科（2年間、専門、定数20人）
③山形職業能力開発専門校
自動車科（高卒以上）（2年間、普通、定数
25人）／建設技術科（中卒以上）（2年間、
普通、定数20人）
④庄内職業能力開発センター
金属技術科（1年間、短期、定数20人）
(2)少子高齢化の進展や産業構造の変化
により、特に建設関係の訓練生の減少が
顕著に見受けられる。認定職業訓練施設
が今後とも安定した経営と適切な訓練を
実施できるよう、支援していく。

【Ｈ27年度就職率】
・産業技術短期大
学校山形校
98.9％
・産業技術短期大
学校庄内校
100％
・山形職業能力開
発専門校　100％
・庄内職業能力開
発センター　100％
H28年度就職率は
H29.5に確定

地域ビジネスの創出・振興 中小企業振興課

やまがたチャレンジ創業応援事業（再掲） 新たな事業にチャレンジする人材に対して、起業に必要とな
る情報や経営ノウハウなどを提供し、起業に向けた学びを支
援します。

創業に必要な知識を修得させるためのセミナー・研修会を開
催する。

・県内各地域で創業セミナー及びフォローアップセ
ミナーを開催。
・優れたビジネスプランを公募し、創業経費の助成
を行った。　（平成２８年度：４９件採択）

市町村課 ・創業セミナー・フォローアップセミナーを
継続して開催する予定。
・創業助成金については、平成28年度と
同様の内容で実施予定

農林大学校における教育・研
修①

農政企画課

（1）農林大学校教務費 養成部において、高度な農林業技術と経営管理能力を有す
る担い手農林業者を育成するため、２年課程の農林業実践
教育を行います。

（1）県立農林大学校（養成部）において、高度な農林業技術と
経営管理能力を有する担い手農林業者を育成するため、２年
課程の農林業実践教育を行います。

○「やまがた森林ノミクス」を支える担い手を育成
するため、４月に新たに林業経営学科を開設
○先進技術を積極的に取り入れた教育カリキュラ
ム
○調査研究や販売実習、企画を通した経営感覚
の醸成
○地域との連携・交流による開かれた農大づくり
○全寮制生活での仲間意識醸成とネットワークづ
くり

○卒業後の就農に向けた教育カリキュラ
ムの充実
○就農後に即戦力となる実践学習を充実
○地域との連携交流や貢献活動等の開
かれた農大づくり
○コミュニケーション力、国際感覚等の資
質の醸成

農林大学校における教育・研
修②

農政企画課

（1）農林大学校生涯教育事業費 研修部では、新規就農支援研修や農業ビジネス支援研修な
ど様々な講座を開設し、多様なニーズに対応したきめ細かな
研修を行います。

（1）県立農林大学校（研修部）において、様々な講座を開設
し、多様なニーズに対応したきめ細かな研修を行います。
　・新規就農支援研修
　・就農定着支援研修
　・農業ビジネス支援研修
　・農業経営革新支援研修
　・森林経営者育成講座　など

・新規就農支援研修（通年実施）
　〇基礎コース17名受講
　〇実践コース19名受講
　〇マスターコース2名受講
・就農定着支援研修
　〇農業経営力養成基礎講座
　　　(11～12月・３回、26名受講)
　〇農業経営力レベルアップ講座
　　　(1月17～18日、15名受講)
・農業ビジネス支援研修（通年実施）
　〇新分野導入コース２名受講
　〇農産加工基礎コース10名受講
　〇農産加工スキルアップ講座29名受講
・農業経営革新支援研修
　（2月22日開催予定、定員150名）
・森林経営者育成講座
　（9～11月・４回、計44名受講）

各総合支庁各
農業技術普及
課

・新規就農支援研修受講者は、ほとんど
が就農または継続研修の予定であり、新
規就農者の確保に結びついています。
・研修ごとに受講者アンケートを実施して
おり、受講者のニーズを踏まえて、研修内
容を見直していきます。

公益財団法人やまがた農業
支援センターの独立就農者
育成研修

農業経営・担い手支援
室

（1）独立就農総合支援事業 県内で独立就農を目指す人を対象として、先進農家等での２
年間の実践研修を行い、就農に必要な栽培技術や経営ノウ
ハウ等の習得に向けた支援事業を行います。

（1）研修生の募集
　・研修生と受入農業経営者とのマッチング
　・研修計画の策定
（2）研修の実施
（3）集合研修の開催

(１)短期体験等を通じて農業適性等を確認（利用
者延65名）
(２)先進農家等で実務研修を実施
(３)知識習得等のための集合研修を実施（18回）

○地域農業の担い手として就農・定着を
図るため、引き続き市町村や関係機関と
連携して支援

県内の新規就農者
については、平成
22年以降、毎年
200人超の状況

福祉・介護サービス提供体制
の確保・充実

地域福祉推進課

福祉人材センター運営事業   福祉援助に関する専門的知識や技術、介護福祉などの資
格取得に必要な知識等を学ぶ機会を提供します。

  福祉マンパワーの養成・育成のために、社会福祉を取り巻く
状況に対応した研修を福祉人材センターにおいて実施し、社
会福祉関係者の一層の資質向上を図る。

内容の充実に努めながら階層別・課題別に研修
を実施した。

受講者アンケートでの有意義との評価は9
割を超え高水準で推移している。次年度
に向け定員充足率の低い一部の研修に
ついて、関係機関と調整のうえ、開催時期
等の適正化を図る。

国際理解教育の推進
インバウンド・国際交流推
進課国際交流室

（1）外国青年招致事業費
（2）グローバル人材育成推進事業費

ＪＥＴプログラムに基づく国際交流員や外国語指導助手を積
極的に活用し、学校や地域における外国語教育の充実や国
際交流の機会拡大を図ります。

（1）ＪＥＴプログラムの運営、国際理解教育実践フォーラム及び
県民の国際理解促進のためのイベント・出前講座の実施
（2）JETプログラムコーディネーターを配置し、ALTと任用団体
との連絡調整の円滑化等を支援するとともに、国際交流団体
や大学との連携によるALTの能力を活用した県民の国際理解
促進や英語学習機会の拡大を図る。

（１）88人の外国人がＪＥＴプログラムに参加し、小
中学校高校での英語教育や国際理解教育に取り
組んだ。28年11月26日に山形市で国際理解実践
フォーラムを開催し、87名が参加した他、国際交
流員が小中学校や高校、地域等で国際理解の出
前講座を実施した。
（２）ＪＥＴプログラムコーディネーターを配置し、平
成28年度に新規採用されたＡＬＴにアンケートを実
施し、日常業務や山形での生活状況の把握を
行った。また、県国際交流協会や山形大学と連携
し、県民や大学生を対象にした語学力、コミュニ
ケーション力、異文化に対する理解の促進を図る
ため、ALTの語学能力を活用した取組みを実施し
た。

国際理解教育を推進する取組みを継続し
ていく。

海外の情報提供と在住外国
人への支援

インバウンド・国際交流推
進課国際交流室

国際交流センター管理運営費 山形県国際交流センターにおいて、海外の文化や事情等の
幅広い情報を収集できるように関係資料を整備します。ま
た、在住外国人を支援するために、５ヶ国語による電話相談
を行います。

県民への国際情報や国際交流の場の提供、外国人相談窓口 ・国際交流センターにおいて、海外に関する情報
提供や外国人ゲストを招いての国際交流イベント
を開催した。
・国際交流センター外国人相談窓口において、窓
口や電話による相談に対応した。

県民への国際情報や国際交流の場の提
供、外国人相談窓口の取組みを継続して
いく。

研修機会の充実
インバウンド・国際交流推
進課

山形県国際交流協会運営費 山形県国際交流協会との連携による日本語教室の開催や
日本語指導者の養成、通訳ボランティアとして活躍できる人
材の養成に取り組みます。

日本語教室の開設、「山形日本語ネットワーク」の運営、国際
交流・国際理解サポーター研修会の開催

・山形県国際交流協会において中級及び上級の
日本語教室を開催した。

日本語教室の開催など、外国人が日本語
を学習する機会づくりを継続していく。

⑩国際化への対応

⑨就業や起業、地
域産業の振興
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

老人クラブ活動の支援の充
実

健康長寿推進課

(1)高齢者健康いきいき活動支援事業 健康づくりや介護予防、地域の支え合いに資する取組みや、
団塊の世代の加入促進のための若手高齢者委員会の設置
などにより、老人クラブの活性化を図ります。

県内の老人クラブ等において実施する、健康づくりや支え合
い、地域を豊かにする活動等への支援を行うことにより、高齢
者自らの生きがいを高め、社会参加を促進する。

18市町村の老人クラブ連合会等が実施する、健
康づくり教室、災害対応を考える研修会、ワナゲ
大会、支え合い活動などの56事業へ補助を行っ
た。

生きがいと健康づくりを通した高齢者の社
会参加を促進するため、引き続き事業を
実施する。

生きがいづくり・地域での生
活支援サービスの担い手養
成

健康長寿推進課

（1）高年齢者生きがいづくり・生活支援活動人材育
成事業

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を継続できるよう、
高齢者の生きがいづくり・生活支援活動に参加する担い手の
養成に取り組みます。

(1)県内４ヵ所で入門講座を開催（７月上旬～８月下旬）
(2)県内２ヵ所で実践講座（全５日程度）を開催（８月～１１月）
(3)フォローアップ研修を開催（３月頃）

(1)入門講座　８月６日（山形市）、７月30日（新庄
市）、７月31日（米沢市）、８月20日（庄内町）に開
催。
(2)実践講座　９月８日～10月21日（村山会場）、９
月15日～10月26日（庄内会場）に開催。
(3)フォローアップ研修　３月２日（庄内町）、７日
（山形市）に開催予定。

高齢者の生きがいづくり・生活支援活動の
担い手が全ての市町村に広がるよう担い
手の養成を継続する。

世代間交流の支援の充実
（再掲）

６次産業推進課

（1）食農教育活動支援事業（再掲） （1）学校等からの要請に応え、子ども達の農業体験や地元食
材を使った郷土料理の伝承教室等へ指導として活動員を派遣
し、体験機会の充実を支援。(再掲）

○小学校における農業体験・農産加工体験、一
般市民を対象とした講座、新規就農支援研修など
へ活動員を派遣

なし ○継続して実施するとともに小学校等に
対し事業内容をＰＲし、新たな実施地区を
開拓

派遣回数
　H27:131回

事業なし

農政企画課

（1）農林大学校生涯教育事業費【再掲】 新規就農支援研修や農業ビジネス支援研修など様々な講座
を開設し、多様なニーズに対応したきめ細かな研修を行いま
す。

（1）県立農林大学校（研修部）において、様々な講座を開設
し、多様なニーズに対応したきめ細かな研修を行います。
　・新規就農支援研修
　・就農定着支援研修
　・農業ビジネス支援研修
　・農業経営革新支援研修
　・森林経営者育成講座　など

・新規就農支援研修（通年実施）
　〇基礎コース17名受講
　〇実践コース19名受講
　〇マスターコース2名受講
・就農定着支援研修
　〇農業経営力養成基礎講座
　　　(11～12月・３回、26名受講)
　〇農業経営力レベルアップ講座
　　　(1月17～18日、15名受講)
・農業ビジネス支援研修（通年実施）
　〇新分野導入コース２名受講
　〇農産加工基礎コース10名受講
　〇農産加工スキルアップ講座29名受講
・農業経営革新支援研修
　（2月22日開催予定、定員150名）
・森林経営者育成講座
　（9～11月・４回、計44名受講）

・各総合支庁各
農業技術普及
課

・新規就農支援研修受講者は、ほとんど
が就農または継続研修の予定であり、新
規就農者の確保に結びついています。
・研修ごとに受講者アンケートを実施して
おり、受講者のニーズを踏まえて、研修内
容を見直していきます。

高齢者に関する学びの支援
の充実

健康長寿推進課

事業なし

高齢者の生きがいと健康づく
り支援の充実

健康長寿推進課

（1）明るい長寿社会づくり推進事業 高齢者のスポーツ活動や文化活動への参加、市町村や社会
福祉協議会等が実施している文化伝承活動、健康増進活動
等の介護予防・生活支援事業の促進を図ります。

（1）山形県健康福祉祭を開催する。
　・スポーツ・文化交流部門　８月下旬～９月上旬を中心に開
催予定。
　・美術展　２月中旬に開催予定。
（2）全国健康福祉祭の参加選手の選考及び派遣事業を行う。

（1）山形県健康福祉祭を開催した。
　・スポーツ交流部門、文化交流部門　８月下旬～
９月中旬を中心に開催。
　・美術展　H29.2.16～19に開催予定。
（2）全国健康福祉祭の参加選手の選考及び派遣
事業を行った。（H27県健康福祉祭の上位者を、
H28.10.15～17に長崎県で開催された全国大会に
派遣。）

生きがいと健康づくりを通した高齢者の社
会参加を促進するため、引き続き事業を
実施する。

相談機能の充実 健康長寿推進課

（1）地域包括ケア総合推進センター運営事業 要介護者を含め、高齢者及びその家族等が抱える心配ごと
や悩みごとに対処するため、専門家（弁護士）による移動法
律相談を行います。

（1）移動法律相談を県内３２ヵ所以上で開催予定。 移動法律相談の実施
　市町村社会福祉協議会と連携し、県内３２ヵ所で
移動法律相談を実施。

高齢者及びその家族等への相談に対応
するため、引続き専門家（弁護士）による
移動法律相談を行う。

年３２ヵ所

スポーツに親しむ気運の醸成 スポーツ保健課

（1）総合型クラブの日 山形県総合型地域スポーツクラブ連絡協議会と連携して、
「総合型クラブの日（仮称）」を月１回程度設定することを検
討します。また、「県スポーツ・レクリエーション祭」の開催を
支援することによりスポーツ愛好者の増加と交流を促進しま
す。

（1）　「総合型クラブの日」について、総合型クラブ連絡協議会
と具体的な進め方について検討する。
（2）　「県スポーツ・レクリエーション祭」を引き続き実施する。

（１）県総合型クラブ連絡協議会と検討したが、具
体的な進め方を決めることができなかった。
（２）10月16日（日）を基準日として2,500名程の県
民の参加を得て開催することができた。

県総合型クラブ連絡協議会と協議を続け
る。
より多くの県民が参加できるスポーツレク
リエーション祭とする。

ライフステージに応じたス
ポーツ活動の実態把握と積
極的な参加の促進

スポーツ保健課

（1）調査研究 ライフステージに応じたスポーツ活動の実態を把握する調査
研究を定期的に実施・検証を行いながら、多様なスポーツ活
動を促進します。

県政アンケートを実施する。 スポーツ実施率を調査することができ、週一回以
上スポーツを行った人は48.2%となった
（H24:42.5%）。

企画調整課 次年度計画なし

地域性を活かしたスポーツの
促進

スポーツ保健課

（1）学校の課題解決に向けた楽しい体育活動推進
事業
（2）親子スポーツ教室事業

学校においては、自然とのかかわりの深いスキー、スケート
などについて、地域や学校の実態に応じて積極的に行うよう
努めます。

（1）学校の課題解決に向けた楽しい体育活動推進事業の継
続
（2）親子スポーツ教室事業の継続

４０校の小学校において、地域のスポーツ指導者
から水泳やスキー等の実技について指導いただ
いた。

次年度も継続する予定

地域と連携したスポーツツー
リズムの推進

スポーツ保健課

（1）スポーツツーリズム支援 地域内の様々な団体と連携して、スポーツと観光を融合させ
た「スポーツツーリズム」に取り組む団体に対して支援を行い
ます。

事業計画なし

安全なスポーツ活動実施の
ための事故防止・障がいの予
防

スポーツ保健課

（1）運動部活動指導の工夫・改善支援事業
（2）スポーツ指導者研修会

県内のスポーツ医科学の知見を有するスポーツトレーナーを
活用し、希望する学校へ派遣したり、トレーナーを講師とした
研修会を実施したりします。

（1）スポーツトレーナーを学校へ派遣する。
（2）スポーツ指導者協議会と連携し、講習会を実施する。

(1)中学校２校、高校４校にトレーナーを派遣した。
(2)10月15日（土）県総合運動公園において県ス
ポーツ指導者研修会を開催し、東京女子体育大
学教授の阿江美栄子教授より「スポーツ指導は人
間教育-指導理念とコーチングの心理-」の講演を
いただいた。

(1)次年度計画なし
(2)次年度も継続する予定

総合型クラブの創設・育成の
支援

スポーツ保健課

（1）県広域スポーツセンター運営事業（市町村巡回
訪問）

総合型クラブが新たな地域の担い手として重要な役割を果
たしていけるよう、市町村の人口規模等の実態に応じたクラ
ブ育成とその活動の支援に努めます。

（1）市町村巡回訪問を実施し、行政関係者と圏内クラブ関係
者にも同席してもらい、地区の現状やクラブの現状を互いに理
解し共有する場をつくる。

生涯スポーツ推進のための地域課題と総合型ク
ラブの関わりについて各市町村を訪問してヒアリ
ングを行った。

生涯スポーツ推進のための地域の資源
（スポーツ関係団体等）を再認識して有機
的に連携できるように助言や支援を行う。

広域スポーツセンターの機能
強化

スポーツ保健課

（1）県広域スポーツセンター運営事業（クラブアドバ
イザー配置）

広域スポーツセンターが、スポーツ推進の中心的な役割を担
う組織となるように、総合型クラブの運営のノウハウ等を助言
できる専門的な人材を配置します。

（1）クラブアドバイザーを配置し、総合型クラブの経営面や事
業面に関する適切な指導・助言をする。

広域スポーツセンターにクラブアドバイザーを4名
配置できた。市町村や総合型クラブを訪問しそれ
ぞれが抱える運営や事業等の課題に対して適切
にアドバイスした。

引き続きクラブアドバイザーを配置し、クラ
ブの安定した運営について指導・助言を
行う。また、市町村の生涯スポーツの推進
のための総合型クラブの活用について助
言を行う。

総合型クラブ等の自立と活動
の充実

スポーツ保健課

（1）県広域スポーツセンター運営事業（総合型クラ
ブサミット）

公益性の高い総合型クラブへの発展を図るため、県民や企
業から協力が得られるような認知度や組織として透明性の
高い総合型クラブを育成します。

（1）クラブの現状を把握し、地域におけるクラブの役割やクラ
ブ間の情報交換・連携の促進を図る。
（2）「総合型地域スポーツクラブ育成支援プラン」により県内ク
ラブの自主・自立と新しい公共を担うクラブを育てる。

8月27日（土）長井市において「総合型クラブサミッ
トイン山形」を開催した。地域の課題を解決できる
公益的なクラブとなれるよう、高齢者介護予防・放
課後子ども教室・まちづくり関係事業についてクラ
ブと市町村行政との協働について研究・協議を
行った。

総合型クラブが公益的な事業を実施する
事例は年々増加傾向にある。市町村とク
ラブが地域課題の解決に向けて協働して
いけるように情報交換の場をさらに充実さ
せていく。

幅広い地域スポーツ指導者
の養成

スポーツ保健課

（1）県スポーツ推進委員研究大会への支援 地域スポーツの推進のために、スポーツ団体と連携して講習
会等を開催し、資質の高い指導者の養成に努めます。

（1）生涯スポーツの推進を図る上で、県民との接点になるのが
スポーツ推進委員であるため、資質向上の場である研究大会
に支援する。

7月23日（土）新庄市において「スポーツが地域に
果たす役割」というテーマのもと、362名のスポー
ツ推進委員が参加して行われた。

県民がどこにいてもスポーツに親しめる生
涯スポーツ社会の実現のために、市町村
委嘱のスポーツ推進委員の資質向上を図
る。

研修講座の支援の充実

（
５

）
高
齢
期

②健康・介護

①スポーツ活動の
推進

②スポーツ活動に
親しむ機会の充実

（
６

）
生
涯
ス
ポ
ー

ツ

①地域参画・社会
貢献

（
５

）
高
齢
期
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

広域スポーツセンターにおけ
る情報提供の充実

スポーツ保健課

（1）県広域スポーツセンター運営事業 県内５ヶ所にある広域スポーツセンターの機能を最大限活用
し、地域住民のニーズに対して、きめ細かな対応に努めま
す。

（1）県広域スポーツセンターの充実を図り、指導者情報、イベ
ント情報、各種助成金情報等の提供を行う。

広域スポーツセンターホームページを活用し県内
の総合型クラブを中心とした生涯スポーツ関連の
イベントや指導者の情報を提供することができ
た。総合型クラブの要望が高い助成金の情報を
毎週のように更新することができた。

引き続き生涯スポーツ関連の情報収集に
努め積極的に公開する。
全国からの助成金の情報収集に努める。
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平成２８年度生涯学習振興計画進行管理表（Ⅱ）

第２編　施策の展開
Ⅱ 連携・協働と学習環境の整備

施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）

「教育プラットフォーム」の構築 生涯学習振興室

（1）市町村補助
（2）連携協働サポートチームの設置

学校支援地域本部の設置を進め、関連市町村補助事業等
（放課後子ども教室・家庭教育支援）との有機的な連携の在り
方や一体的・総合的な推進を図るための仕組み（教育プラット
フォーム）づくりを支援します。

（1）「学校支援地域本部事業」の実施⇒市町村補助事業
　・実行委員会の設置
　・地域コーディネーター配置
　・学校支援地域本部の設置　(21市町村、77本部)
（2）「教育プラットフォーム」の構築支援
　・市町村推進協議会の立上げサポート

（1）学校支援地域本部事業
　・学校支援地域本部の設置　(21市町村、77本
部)
（２）連携協働サポートチームによる研修会の実施
　村山11月9日(水)44名、置賜①10月18日(火)43名
②11月17日(木)26名、最上11月29日(金)17名、庄
内①11月25日(金)38名②2月16日(木)予定

義務教育課
スポーツ保健課

（１）地域未来塾の普及・啓発
（２）引き続き、市町村の実態を調査し、他
部局と連携した組織づくりができるように、
研修会等を開催して支援します。

(1)H32全市町村

学校と地域社会をつなぐコー
ディネーターの育成

生涯学習振興室

（1）地域コーディネーター研修会 コーディネーターが他の市町村の事業関係者と情報交換を行
い、活動の在り方について研修する機会を設けることでコー
ディネーターの資質向上を図ります。

（1）地域コーディネーター研修会の開催
　・情報交換会と講演

地域コーディネーター等研修会の開催（年３回）
・地域学校協働活動研修会（学校支援・家庭教育
支援・放課後子ども教室の３分野の地域コーディ
ネーター等合同研修会）
開催：平成28年9月9日（金）94名
・家庭学習習慣づくり親子体験塾と地域コーディ
ネーター研修会の同時開催（２回）
開催：平成28年7月30日（土）28名、8月6日（土）22
名

　引き続き、学校・家庭・地域のコーディ
ネーター合同研修会を開催することによ
り、各事業の「核」となる地域コーディネー
ターの一層の資質向上を図るとともに、事
業連携の推進を図る。

安全で健やかな居場所づくり
の推進

生涯学習振興室

（1）市町村補助（再掲） 所管する教育事務所と総合支庁担当による指導と助言のも
と、文部科学省と厚生労働省で連携して実施する「放課後子
ども総合プラン」を推進します。

（1）「放課後子ども総合プラン」の実施⇒市町村補助事業（再掲）
　・運営委員会の設置
　・コーディネーターの配置
　・「放課後子ども教室」の実施　(32市町村、110箇所)
　・「放課後児童クラブ」の実施

市町村補助事業「放課後子ども教室」の実施によ
り、　子どもたちの多様な体験活動の場を提供して
いる。また土曜日等に体系的・継続的なプログラ
ムを企画・実施するための教育支援体制の構築を
図っている。（平日開催型23市町村、土曜学習型9
市町村）

「放課後子ども教室」(32市町村、110箇所)
「放課後児童クラブ」(34市町村、296箇所)

　　放課後子ども教室・放課後児童クラブ
の小学校区における設置率は向上してい
る。放課後子ども教室においては、児童が
放課後や土曜日等に有意義に過ごすこと
ができるよう、より一層プログラムの充実を
図っていく。
講演等の学習の機会や情報提供・情報交
換の場を設定しながら、引き続き、各事業
の「核」となる地域コーディネーターの一層
の資質向上を図っていく。

指導者の育成 生涯学習振興室

（1）指導者研修会 「放課後子ども教室」の教育活動推進員・教育活動サポー
ター、「放課後児童クラブ」の放課後児童支援員等を対象に、
資質の向上を図るために研修会を実施します。

（1）各地区指導者研修会の開催　(県内４地区×２回以上)
　・講演や演習、体験実習等

　「放課後子ども教室」や「放課後児童クラブ」での
実践につながるような体験講座（ニュースポーツ、
自然遊び、工作、茶道等）や安全管理についての
講義を開催した。また、特別な支援を必要とする児
童への対応についての講演や演習を行った。
　（参加者：村山2回462名、最上3回112名、置賜2
回254名、庄内3回483名）

　特別支援に係る講演や実技等の体験講
座は、参加者の満足度が高い。次年度も
同様の研修を継続していく。
　引き続き、子ども教室関係者と児童クラ
ブ指導者の双方が満足できるよう、関係機
関との連携を図りながら、本研修会の企画
と運営を行っていく。

放課後子ども総合プランコー
ディネーターの育成

生涯学習振興室

（1）コーディネーター研修会 放課後子ども教室で行われているプログラムを検証したり、安
全対策や児童クラブ等の関係機関との連携の在り方を学んだ
りする研修会を実施します。

（1）コーディネーター研修会の開催
　・情報交換会と講演

地域コーディネーター等研修会の開催（年３回）
（再掲）
・地域学校協働活動研修会（学校支援・家庭教育
支援・放課後子ども教室の３分野の地域コーディ
ネーター等合同研修会）
開催：平成28年9月9日（金）94名
・家庭学習習慣づくり親子体験塾と地域コーディ
ネーター研修会の同時開催（２回）
開催：平成28年7月30日（土）28名、8月6日（土）22
名
（再掲）

　引き続き、学校・家庭・地域のコーディ
ネーター合同研修会を開催することによ
り、各事業の「核」となる地域コーディネー
ターの一層の資質向上を図るとともに、事
業連携の推進を図る。
（再掲）

家庭教育による読書活動の支
援

生涯学習振興室

（1）読育推進ネットワーク整備事業 読み聞かせや読書の大切さについて理解を促すために、図書
館等における講座や研修会活動の充実を図ります。

（1）乳幼児期からの「絵本の読み聞かせ」を普及・啓発を図り、家庭におけ
る読育を推進する研修会等を開催する。
 ・読育推進ネットワーク研修会（県内４地区）
・読育推進連携講座（２回）

・子供が読書に親しむ機会（ブックスタート、各種
図書館講座等）を充実させるために、図書館（室）
職員や読み聞かせサークル・ボランティア等の連
携を推進する研修を県内４地区で実施した。また、
魅力的な読み聞かせ講座を河北町児童動物園で
開催した。

・引き続き、子供の読書活動を推進する関
係者を対象に、先進事例等に学ぶ研修機
会等を充実させていく。

スキルアップ研修会の開催 生涯学習振興室

（1）読育推進ネットワーク整備事業【再
掲】

図書館職員や読み聞かせサークルの会員等、公民館や関係
機関にも幅広く呼びかけ、各団体による発表や演習、情報交
換等によりボランティアの資質向上を図ります。

（1）乳幼児期からの「絵本の読み聞かせ」を普及・啓発を図り、家庭におけ
る読育を推進する研修会等を開催する。
 ・読育推進ネットワーク研修会（県内４地区）【再掲】

・子供が読書に親しむ機会（ブックスタート、各種
図書館講座等）を充実させるために、図書館（室）
職員や読み聞かせサークル・ボランティア等の連
携を推進する研修を県内４地区で実施した。

・引き続き、子供の読書活動を推進する関
係者を対象に、先進事例等に学ぶ研修機
会等を充実させていく。

施設やボランティア団体との連
携強化

生涯学習振興室

（1）読育推進ネットワーク整備事業【再
掲】

公立図書館や読み聞かせボランティアとの連携を密にして、
子どもの読書に対する関心・意欲を高めるような環境の充実
に努めます。

（1）乳幼児期からの「絵本の読み聞かせ」を普及・啓発を図り、家庭におけ
る読育を推進する研修会等を開催する。
 ・読育推進ネットワーク研修会（県内４地区）【再掲】

・子供が読書に親しむ機会（ブックスタート、各種
図書館講座等）を充実させるために、図書館（室）
職員や読み聞かせサークル・ボランティア等の連
携を推進する研修を県内４地区で実施した。

・引き続き、子供の読書活動を推進する関
係者を対象に、先進事例等に学ぶ研修機
会等を充実させていく。

学校・家庭・地域が連携した感
性を磨き、想像力を豊かにす
る読書活動の 充実推進（再
掲）

義務教育課

（1）「読育」の推進 家庭や地域との連携の下、「いのちの教育」における「読育」を
一層推進するため、学校図書館を活用した授業や読書活動
の充実をめざします。

（1）「生き方」につなぐ推薦図書の巡回・有効活用（再掲） （1）「生き方」につなぐ推薦図書の巡回の実施（再
掲）

（1）「生き方」につなぐ推薦図書の学校巡
回の継続。探究型学習と関わって、学校･
地域の図書館の有効活用の推進

ＰＴＡリーダー研修会の開催 生涯学習振興室

（1）社会教育研修事業
　（ＰＴＡ指導者研修事業）

ＰＴＡのリーダーとしての資質向上のために、県ＰＴＡ連合会等
の関係機関と連携しながら研修会を開催します。

（1）県内のＰＴＡ活動に係るリーダーが一同に会し、ＰＴＡの運営や活動に
関する先進事例の発表をもとに研修を深め、これからのＰＴＡ活動の活性
化と、「家庭」「学校」「地域社会」の三者を結ぶＰＴＡのリーダーとしての資
質の向上を図る。
　・県ＰＴＡ指導者研修会の開催

(1) PTA指導者研修会　11月12日(土)　遊学館　参
加者243名
優良PTA県教育委員会表彰、優良事例発表、子ど
もの生活リズム向上山形県フォーラムと併催、講
演会講師陰山英男氏

平成28年度と同様に実施

優秀な成果を上げているＰＴＡ
の表彰

生涯学習振興室

（1）社会教育研修事業
　（優良ＰＴＡ表彰事業）

各地区のモデルとなるように組織の運営状況、会員の総意の
反映状況、保護者と教師との協力状況等において優れた団体
を表彰します。

（1）「児童・生徒の健全な成長を図る」というＰＴＡの目的に照らし、優秀な
成果をあげているＰＴＡを表彰（優良ＰＴＡ県教育委員会表彰）する。

・優れたＰＴＡ活動を行い、優良ＰＴＡ県教育委員会
表彰を受賞された12団体（小7中3高2）の実践事例
集「これからのＰＴＡ№46」を発刊し、県内の小・中・
高・特別支援学校等に配付。

平成28年度と同様に実施

事例集の発行による情報提供 生涯学習振興室

（1）社会教育研修事業
　（ＰＴＡ指導者研修事業）

優れた活動を行っているＰＴＡ団体の活動を冊子にして各学校
に配布・周知することにより、他のＰＴＡの活動の活性化を図り
ます。

（1）優れた成果をあげているＰＴＡを表彰（優良ＰＴＡ県教育委員会表彰）す
るとともに、その先駆的な実績を県内各学校のＰＴＡに周知するため、受賞
したＰＴＡの特色ある実践事例を集約し、ＰＴＡ活動の資料として配布し活用
を図る。

受賞PTAの実践事例集「これからのＰＴＡ No46」を
600部作成。小中高特別支援学校、市町村教育委
員会に配布

平成28年度と同様に実施

大学等における地域と連携し
た人材育成の促進

事業計画なし

大学コンソーシアムやまがた
における公開講座の開催等

学事文書課

（1）大学コンソーシアムやまがた支援事
業

県内の大学等で構成する大学コンソーシアムやまがたが実施
する公開講座、教育・研究内容の情報発信等の取組みを支援
します。

（1）大学コンソーシアムやまがたが実施する公開講座の開催や情報発信
等の取組みに参画する。
　①ＨＰによる各大学等の公開講座等の周知
　②イベント等による教育研究内容や学生活動の紹介
　③山形駅前に設置する「ゆうキャンパス・ステーション」に
　　おける大学等の教育研究内容をテーマとした夜話の開
　　講

　大学コンソーシアムやまがたが実施する公開講
座の開催や情報発信等の取組みに参画した。
　①大学コンソーシアムやまがたＨＰ（ゆうキャンパ
スNAＶＩ）における、各大学等の公開講座・イベント
の周知。
　②大学コンソーシアムやまがたＨＰにおける各大
学等の教育研究内容の紹介、さくらんぼ祭りにお
ける学生のサークル活動の紹介。
　③「ゆうキャンパス・ステーション」における大学
等の教育研究内容をテーマとした「やまがた夜話」
を開講

　大学コンソーシアムやまがたが実施する
公開講座の開催や情報発信等の取組み
に引き続き参画する。
　①ＨＰによる各大学等の公開講座等の周
知
　②イベント等による教育研究内容や学生
活動の紹介
　③山形駅前に設置する「ゆうキャンパス・
ステーション」における大学等の教育研究
内容をテーマとした夜話の開講

施策体系

（１）地域全体での学校教育支
援

（２）安全な居場所づくりと体験
活動
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

山形県立米沢栄養大学にお
ける地域貢献

学事文書課

（1）地域連携・研究推進センター事業 山形県立米沢栄養大学において、その教育・研究成果を学び
や暮らしの中で役立てる機会を提供し、県民の健康づくりに貢
献します。

（1）健康づくりをテーマとした公開講座を開催する。
（２）教員を地域に派遣し、健康づくりに関する講演等を行う。

（1）健康づくりなどをテーマとした公開講座を３回
開催した。
　①「考えよう！健康と福祉」　H28.10.22開催（保
健医療大学と共催）
　②「歴史のなかの教育」　H28.11.1，H28.11.8開催
（２）教員を県栄養士会主催研修会、地域住民が
主催する講演会及び学校（小中高）の講演会等に
派遣し、健康づくりに関する講演会を行った。
　実績：82回　H29.1.31現在

　山形県立米沢栄養大学において、その
教育・研究成果を学びや暮らしの中で役立
てる機会を引き続き提供し、県民の健康づ
くりに対する貢献を強化していく。
（1）健康づくりをテーマとした公開講座を開
催する。
（２）教員を地域に派遣し、健康づくりに関
する講演等を行う。

山形県立米沢女子短期大学
における地域貢献

学事文書課

（1）生活文化研究所事業 山形県立米沢女子短期大学において、その教育・研究成果に
ついて広く学ぶ機会を提供します。

（1）歴史や文学など幅広い分野での公開講座を開催する。
（２）教員を地域に派遣し、歴史や文学などに関する講演等を行う。

（１）歴史、文学、スポーツなどをテーマとした公開
講座（H28.5～H28.7　　計10回）を開催したほか、
総合教養講座（H28.10～H29.1　計15回）の一般公
開を実施した。
（２）教員を地域住民が主催する講演会及び学校
（小中高）の講演会等に派遣し、発達障がい児者
支援、スポーツ及び文学等に関する講演会を行っ
た。
　実績：24回　H29.1.31現在

　山形県立米沢女子短期大学において、
その教育・研究成果を学ぶ機会を引き続き
提供していく。
（1）歴史や文学など幅広い分野での公開
講座の開催
（２）教員を地域に派遣し、歴史や文学など
に関する講演等を行う。

東北公益文科大学における県
寄附講座の設置

学事文書課

（1）アジアビジネス人材養成プログラム推
進事業

東北公益文科大学に寄附講座を開設し、県内企業におけるＡ
ＳＥＡＮ等アジア諸国でのビジネスの中核となる人材養成を支
援します。

（1）東北公益文科大学大学院修士課程にアジアビジネス人材養成講座を
開設し、大学院の教育カリキュラムを活用し、アジアビジネスの中核となる
人材の育成を図る。

　東北公益文科大学大学院修士課程に開設した
アジアビジネス人材養成講座において、アジアビ
ジネスの中核となる人材の育成を図った。
　実績：アジアビジネス人材養成講座入学者数
10名

　アジアビジネス人材養成講座を引き続き
開講し、県内企業におけるＡＳＥＡＮ等アジ
ア諸国でのビジネスの中核となる人材の
育成を図る。

ＮＰＯを核にした多様な主体に
よる協働の取り組みへの支援

置賜総合支庁 【置賜総務課連携支援室】
（１）協働の地域づくり推進事業

地域の課題解決のため、ＮＰＯの組織力を強化し、企業や地
域等様々な主体とより良い協働の関係づくりを図るための研
修会等を開催します。（中間支援組織への委託事業）

（1）地域協働モデル地区における取り組みを支援するとともに、地域の核
となる人材の育成と、ＮＰＯと行政の連携促進及び経営基盤の強化を図る
ための研修会等を実施する。
・モデル地区における取り組み支援（2地区）
・「地域づくりリーダー研修会」の開催（2回）
・「ＮＰＯ法人研修会」の開催（1回）
・「ＮＰＯ法人専門相談会」の開催（1回）

中間支援組織「おきたまネットワークサポートセン
ター」と連携し、モデル地区への支援を実施した。
・モデル地区における取り組み支援（２地区）

当該事業は今年度で終了するが、市町や
中間支援組織と連携により、地域づくりの
支援体制を再構築し、引き続き支援を行っ
ていく。

公益の心のふるさと創りの推
進

庄内総合支庁

【庄内総務課】
(1)公益大連携プロジェクト事業

公益教育研究会、東北公益文科大学と協働して、研修会やセ
ミナーを実施し、公益教育の普及･啓発を行い、公益活動の裾
野を拡大します。

（1）公益教育の普及啓発
　公益教育セミナーの開催や公益副読本等を活用した授業研究等を実
施。
（2）公益のふるさと協働フォーラムの運営
　公益活動実践団体等を対象とした公益起業フォーラム（基調講演、パネ
ルディスカッション）の開催や公益活動のパネル展示を実施。

（１）公益教育の普及啓発
　公益教育研究会及び東北公益文科大学と連携
した「「公益教育セミナー」を1月27日に東北公益文
科大学で開催。（参加者約１００名）
（２）公益のふるさと協働フォーラムの運営
　ＮＰＯなど公益活動実践団体の情報交換、相互
交流を目的とした地域づくり団体交流会を３月１６
日にひらたタウンセンターで開催（予定）

東北公益文科大学等との連携により、公
益活動を担う人材の育成や多様な主体と
の連携強化を支援し、庄内から発する公
益活動の普及促進を図っていく。

公益教育講座等
開催数
H28年度　2回（予
定）
H28目標値　2回

地域探訪講座の開催 庄内総合支庁

【庄内総務課】
(1)庄内地域探訪共創講座開催事業

生涯学習施設と連携・協力し、地域の自然、文化、歴史や先
人の生き方など地域資源を題材にした学習の場を設け、地域
に対する愛着と誇りを育みます。

（1）庄内地域の歴史・文化・自然などを多面的に深く学習する講座の開催
　生涯学習施設「里仁館」（酒田市）に委託して5回開催（探訪講座4回、特
別公開講座1回）

生涯学習施設「里仁館」への委託により、以下の５
講座を開催。（参加者延５６３名）
①日本海の大津波を考えるⅡ
②クリーンエネルギーとは
③鳥海山・飛島ジオパーク
④最上川舟運・酒田湊
⑤庄内に大地震は来るか

生涯学習施設等との連携により、地域課
題等をテーマとする学習講座を開催し、住
民の地域への愛着・理解を深めるととも
に、地域活動への参加促進を図っていく。

地域づくり交流研究会の開催 村山総合支庁

【村山連携支援室】
（1）地域活動交流研究会

地域の資源や魅力を活用した地域づくりの手法などを学んで
いく場としてＮＰＯやボランティア団体、まちづくり団体などを対
象とした研究会を開催します。

（1）地域づくり団体、地域おこし協力隊員、一般参加者、市町担当者等を
対象に、地域づくり活動を行ううえでの課題や悩みについての意見交換等
を実施する。
・基調講演、地域活動実践報告、意見・情報交換　など

市町村課事業「地域未来フォーラム」に併せて実
施予定（開催期日：平成29年3月17日）

企画振興部市町
村課

「地域未来フォーラム」に事業統合。

市町村課

(1)活力ある地域づくり推進事業 人口減少社会に対応するため、住民自らが暮らしを支える
様々な活動を行う地域運営組織の形成を促進する

（１）地域未来フォーラムの開催
　組織形成の取組みに関する地域住民の意欲拡大と取組みへの参画拡
大を図るための研修会を県内４地区で開催

平成29年３月に総合支庁単位で開催予定。 次年度も継続して開催し、地域住民の意
欲喚起と参画拡大を図る。

村山総合支庁

【村山連携支援室】
（1）地域未来フォーラムの開催

住民主体の地域づくりを推進するため、地域づくり団体、自治
会関係者、地域おこし協力隊員、市町村担当者等を対象とし
たフォーラムを開催します。

（1）地域づくり活動を行ううえでの課題や悩みについての意見交換等を実
施する。
・事例報告、パネルディスカッション、市町村職員向け研修　など

平成29年3月17日に開催予定 企画振興部市町
村課

引き続き「地域未来フォーラム」を開催す
る。

地域支援人材養成講座の開
催

事業計画なし

学習情報の提供・相談 生涯学習センター

（1）学習情報収集・提供事業 学習情報の適切な収集や更新を行うほか情報内容の整理・
見直しに取り組むとともに、現在の生涯学習データベースと
ホームページで提供しているその他の各種情
報との一元化により、見やすく検索しやすい生涯学習情報シ
ステムを再構築し、情報提供と相談の充実に努めます。

（1）学習情報の提供、情報システムの充実強化
　・平成26年度に再構築しした「生涯学習情報提供システム」の充実を図
り、県民ニーズにあわせた新鮮で確実な情報をインターネットを通じて提
供する。
　・県・市町村・関係機関団体との連携を一層強化し、幅広い情報ネット
ワークの構築に努める。

（１）やまがたマナビィnet（山形県生涯学習学習情報提供シ
ステム）により、新鮮で確実な生涯学習に関する各種情報を
インターネットを通じて提供している。
・生涯学習データベース（講師・指導者、団体・ｸﾞﾙｰﾌﾟ、施設）
・講座・イベント情報
・総合文化情報
・マナビィカレッジ参画講座
（２）県・市町村・関係機関団体との連携を一層強化し、幅広
い情報ネットワークの構築に努めた。

生涯学習振興室 引き続き、県民に新鮮で確実な学習情報を提供で
きるよう、市町村等関係機関とのネットワークを強
化し情報の充実を図るとともに、民間教育事業者や
社会教育・生涯学習の実践を行っている各種団体
等の生涯学習情報等も積極的に収集し、提供を行
うほか、見やすく使いやすいシステム作りに努め
る。

人材育成 生涯学習センター

（1）生涯学習関係職員研修事業
（2）高齢者生きがいづくり・生活支援活動
人材育成事業

県と連携して市町村等の社会教育関係職員の研修を行い、関
係職員の資質向上を図るとともに、地域における生涯学習活
動支援者のより効果的なスキルアップを図るため、広域的な
研修を実施します。

（1）市町村生涯学習・社会教育関係職員の研修会の開催
　 ・パワーアップセミナー（初任者対象）
         全2回(1回目　６月９日、２回目　１１月８日）　遊学館
 　・スキルアップセミナー （講座・イベントの企画力アップ）
　　　　村山、最上、置賜、庄内の４地区で開催する。
（2）高齢者の生きがいづくりや生活支援活動に参加する担い手を育成する
研修の実施（県からの受託事業）
 　・入門講座　7月～8月　県内4地域各1回
 　・実践講座　8月～11月　県内2地域（村山・庄内）各5回
 　・フォローアップ研修　3月　村山
　 ・生活支援コーディネーター等スキルアップ研修
　　　１２月までに実施　２日間で計１０時間程度

（1）市町村生涯学習・社会教育関係職員の研修会の
開催
 ・パワーアップセミナー（初任者対象）　遊学館
 　全2回(1回目　６月９日、２回目　１１月８日
・スキルアップセミナー
　　参加者の満足度と意欲がアップする「カミシバイ方
式」
　　グループワークを学ぶ
　　村山会場　12名　最上会場　18名
　　置賜会場　21名　庄内会場　17名
（2）高齢者の生きがいづくり生活支援活動人材育成等
事業（県からの受託事業）
・入門講座：地域がつながる拠点づくりを考えるフォーラ
ム
　県内4地域で開催　参加者計141名
・実践講座：運営能力、企画立案能力を醸成する5回の
連続講座
　　村山会場　28名　　庄内会場　20名
・生活支援コーディネーター等スキルアップ研修（2日
間）
　【11月28日】47名　【11月29日】43名
・フォローアップ研修
　【庄内】3月2日　【村山】3月7日　開催予定

生涯学習振興室

健康長寿推進課

　市町村関係職員研修は、初任者。スキル
アップ研修とも高評価を得ており、基本的に今
年度同様の内容で実施するが、スキルアップ
研修については、効率化を図るため開催地を
絞って実施する方向を検討中。
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

県民主体の学習機会の提供 生涯学習センター

（1）生涯学習普及促進事業
（2）助成事業
（3）団体との連携事業

地域や市町村が行う事業や県民の自主的な学習活動に対す
る支援を行うとともに、協働事業にも取り組みます。また、地域
の実情を踏まえた広域的な事業や社会的要請に応じた新しい
テーマの講座等の開催に努めます。

（1）生涯学習への理解を深めるための広報紙の発行
　　　　「生涯学習やまがた」　　年3回
（2）助成事業
　　①「山形学」地域連携講座支援事業　１４事業
　　②生涯学習活動支援事業
　　　・生涯学習振興に関する県大会、ブロック大会の助成
　　　・地域生涯学習活性化支援事業　１０事業
　　　・遊学館青少年学習活動支援事業　５事業
（3）「山形小説家になろう講座」との共催事業
　　　・「作家トークショー」の開催　　９月２５日（遊学館）

（１）「生涯学習やまがた」Vol.7～9の発行
vol.７　5月　特集「平成28年度センター事業紹介・施設
案内」
vol.8　9月　特集「生涯学習振興なくして地方創生なし」
vol.9　２月予定　 特集「学びを支える職員の力（仮称）」
（２）生涯学習の基本課題を学ぶ講演会
・8月25日　参加者29名　テーマ「まちづくりと生涯学習」
（３）助成事業
　①「山形学」地域連携講座支援事業　10事業
　②生涯学習活動支援事業
　　・生涯学習振興に関する県大会、ブロック大会の助
成
　　・地域生涯学習活性化支援事業　10事業
　・遊学館青少年学習活動支援事業　4事業
（４）「山形小説家（ライター）講座」との共催事業
　・作家トークショー開催　9月25日（日）：遊学館
　　参加者　302名

　地域や市町村が行う自主的な生涯学習活動
を積極的に支援し、県民の学習機会を拡充す
るため、引き続き助成事業及び連携事業を実
施する。
　県民の生涯学習への理解が深まり、学習活
動の普及・促進が図られるような広報事業等
に取り組んでいく。

「山形学」の推進 生涯学習センター

（1）「山形学」推進事業
センター開設当時から先導的な講座として取り組んできた「山
形学」は、生涯学習の一環である以上に、地域学として大きな
意義を有していることから、山形県についての多面的で的確
な知識を得るための学習の場として継続実施します。

（1）「山形学」の推進
　　①山形学
　　　テーマ：「文学にみる山形」
　　　　・フォーラム　　６月１１日（土）
　　　　・講座　全５回（うち現地研修２回）　７月～１０月
　　②地域学交流集会　　１１月

（１）「山形学」の推進
　・「山形学」フォーラム　6月11日（土）　参加者180名
　　　テーマ「文学にみる山形」
　・「山形学」講座　全5回（現地研修2回）　受講生91名
　　　テーマ：小説にみる山形
　・地域学交流集会　11月26日（土）　参加者30名
　　　テーマ：明日をつくる地域学

「山形学」については、これまで蓄積されてき
た学習・研究活動の実績を踏まえ、引き続き新
たなテーマを設定して、フォーラム・講座・交流
集会等の事業を展開する。

調査・研究 生涯学習センター

（1）情報収集 県民ニーズに応じた生涯学習の支援策を検討するため、県と
連携して地域の生涯学習活動の実態やニーズを把握するた
めの実態調査等に取り組むほか、県や市町村との情報交換
や意見交換を積極的に行います。

（1）生涯学習活動についての情報交換、意見交換
　　・教育事務所、市町村担当課を２回程度巡回訪問する。
　　・県民が活用しやすいセンター運営を目指し、事業計画や運営等につ
いて広く外部から意見を聞く場を設ける。

（１）生涯学習活動についての情報交換・意見交換
　・教育事務所、市町村担当課を巡回訪問したほか、
各教育事務所が主催する会議等に参加し、県内の生
涯学習活動の実態について情報交換や意見交換等を
行っている。
　・昨年度に引き続き、学識者や県民各層の委員をメン
バーとする「生涯学習事業の推進に関する懇話会」を
設置し、センター事業運営の評価や生涯学習事業のあ
り方等について意見交換を行っている。
　　委員13名（委員長　金澤和子氏）
　　第1回懇話会　8月25日
　　第2回懇話会　11月30日

　教育事務所や市町村の協力を得て、情報交
換や意見交換を積極的に行い、県内の生涯学
習の実態やニーズの把握に努める。
　「懇話会」で出された意見を参考に、生涯学
習推進に関する調査事業を開始し、県内の生
涯学習推進に関する資源を明らかにし、その
後の研究に繋がるようにしていきたい。

青少年ボランティアの育成・支
援

青年の家

地域青少年ボランティア活動推進事業
（1）山形県地域青少年ボランティア推進
会議
（2）ＹＹボランティアビューロー
（3）ＹＹボランティアの集い
（4）ボランティア関係者研修会（指導者・
関係者向け）
（5）地域ボランティア講座
（6）ボランティア実技研修会（青少年向
け）
（7）夏休み学習ボランティア

これまで拠点としていた地域の公民館等におけるサークル活
動を支援することに加えて、学校内の団体に「主体的な地域
活動の楽しさ」や「地域活動のノウハウ」を伝え、地域青少年
ボランティア活動の一層の推進を図る。
地域青少年ボランティア中央センターとして、事業を通して青
少年に交流と研修の機会を提供する。

（1）地域青少年ボランティアの支援の在り方について協議する。
（2）①ホームページを運用してボランティアに関する情報の収集・発信を行
う。②「季節ごとの体験ボランティア」リーフレットを夏と冬に発行して体験
機会の情報提供を行う。③出前講座を実施してボランティア活動の普及を
図る。
（3）県内のサークル会員や中高生の相互交流を図るとともに、ボランティア
活動についてより深く考察する機会を提供する。
（4）指導者や担当者間で活動するうえでの悩みを共有しながら、技術の向
上を図る。
（5）地域でのボランティアの実践を通してサークル及び会員の増加を図
る。
（6）ボランティアに関する技量の向上を目的とする。
（7）学校での学習内容をボランティアに役立てる機会を設ける。

（１）第１回を５月１２日（木）に実施した。
（２）①ホームページでの情報収集量が少なかっ
た。
　　②夏の回には１２００名近い参加者があった。
　　③出前講座は１２回で７１３名の参加者だった。
（３）１６団体から４２名の参加者を得て、これから
のボランティア活動に向けて情報を得て交流し話
し合うことができた。
（４）初めて担当する方を中心に研修を深めた。
（５）飯豊町と大江町で実施して、地域住民との交
流も持つことができた。
（６）すぐに役立つ技術を習得できたと好評だった。
（７）「親子遊学塾」と連携した。

（１）委員の方々に青少年ボランティアの実
情を見ていただく機会を作りたい。
（２）ホームページへの投稿をさらに呼びか
けていきたい。
（３）参加者に新たな視点を提供していく。
（４）悩みや課題を共有できる時間を確保
する。
（５）各地区教育事務所や市町村、中学校
との連携を密にし、日程の調整をはかる。
（６）ニーズを取り込み内容を準備したい。

次代を担うリーダーの育成
青年の家

【青年の家】
（１）青年による持続可能な地域づくり推
進事業
（２）生徒会ニューリーダーセミナー

（１）青年による持続可能な地域づくり推進事業
高校生が卒業後スムースに地域活動に加わることができるよ
うに、地域活動に取り組む若者（青年・大学生等）と高校生
が、ともに地域課題について考え学びあう。
（２）生徒会ニューリーダーセミナー
①県内各高等学校の生徒会新役員が、リーダーに必要な資
質とは何かを再確認し、自覚を持って今後の活動に当たること
ができるように支援する。
②県内各高等学校の生徒会新役員の相互交流・情報交換及
びネットワーク形成を支援する。

（1）青年による持続可能な地域づくり推進事業
　①県実行委員会（7/10）
　②県実行委員会（2/19）
（２）ニューリーダーセミナー（1/21-22）
　①アイスブレイキングゲーム
　②講話１（県内で活躍するフロントランナーによる）
　③学校紹介ポスターセッション
　④講話２（主権者に育つ生徒会活動）
　⑤ワークショップ（生徒会活動の可能性について考えよう）

（１）①７月１０日（日）開催。参加者２７名（実行委
員１２。一般１５）。実行委員の自己紹介、Ridilover
代表安部氏を招いた「地域課題の学びをいかにつ
くるか」を考える講演会、高校生ワークショップに
向けた地区別ワークショップをそれぞれ実施し、今
年度の活動方針を固めた。
②２月１９日（日）開催予定。各地区で開催した高
校生ワークショップの実践報告会、青年団体２団
体を招いた実践事例報告会、青年の地域活動に
ついてのワークショップをそれぞれ開催する予定。
（２）１月２１日（土）～２２日（日）開催。参加者１１４
名（生徒９１〔３３校〕、教師２３〔１４校〕）。アイスブレ
イキングゲーム、学校紹介ＰＳ、ワークショップ等を
通して友好を深めながら、講話を通してリーダー
シップや全国の特徴的な生徒会活動について学
ぶ機会を提供した。

（１）①実行委員のみなさんに活動のヒント
を与えることができるような学びの機会を
提供したい。②実行委員が自分たちの実
践についてふり返り、よりよい活動につな
げられるきっかけになるような対話の時間
を確保したい。
（２）①ここ何年かＫＪ法を紹介してきたが、
新たな対話の手法を採用知ることを検討し
ていきたい。②世界の生徒会活動を紹介
する講演などを企画したい。③開催時期の
変更を検討したい。各種検定の実施日と
重なるのに加え、インフルエンザ等の流行
する時期であること、庄内等遠方の生徒が
参加しにくい時期であることなどの課題点
を検討したい。

青少年にかかわる現代的課題
への対応

青年の家

（1）若者自立支援活動 若者自立支援活動に関しては、健康福祉部等関係部局や関
係団体と連携しながら、課題を抱える若者のスムーズな社会
参加・自立に向けた活動を支援する。

（1）社会的ひきこもり青年に、同じ世代の若者との交流機会としての「わい
わいカフェ」を２回実施する。また、社会教育施設等を見学することで社会
との関わりを深める「わいわい社会見学」を実施する。
　・わいわいカフェの開催（5/25、2/22）
　・わいわい社会見学（10/19）

わいわいカフェ（５月２５日実施　参加者１５名、参
加団体３団体。２月２２日実施予定）と、わいわい
社会見学（１０月１９日実施　参加者３名、参加団
体１団体）を実施した。いずれも、参加者の交流や
コミュニケーションをはかる目的を達成し、ゲーム
や交流活動、社会教育施設の見学などによって、
普段の自立支援団体の活動ではできない体験を
積むことができた。

参加団体や、参加人数をより拡大するた
めに、周知の手段や方法について、より工
夫していきたい。
今年度実施した、社会見学の内容を、次
年度の事業内容に取り入れ、交流と学習
がバランス良く配置された事業内容とし、
魅力を高めて行きたい。

朝日少年自然の家

（1）ふれあい推進事業（チャレンジキャン
プ、朝日どきどき広場、プラネタリウム一
般公開等）
（２）出前事業

利用者の満足度の向上や利用者数の増加を目的に、それぞ
れの施設の特色を活かした活動プログラムを開発し提供しま
す。

（1）自然の中での活動を楽しみながら、山形の自然の楽しさ、四季の美し
さを感じたり、友達や家族と交流を深めたりするために、月に一つ程度企
画事業を開催する。幼児向けの事業（朝日どきどき広場⑤）や成人向け事
業（朝日どきどき広場⑥）、全年齢対象のプラネタリウム公開事業を行い、
利用者の拡大を図る。
（２）イオン親子体験活動等、クラフト活動を出前で行い、体験活動を身近
に提供する。

（１）企画事業については、指定管理者が中心と
なって実施していくことになったが、移行初年度の
不慣れなことも多いため、県研修係が企画から準
備、当日の運営まで支援したり、担当を請け負っ
たりして実施した。指定管理者のノウハウを生かし
ながら、顧客満足の共通理解のもと、どの事業も、
参加者から十分満足いただける事業にすることが
できた。
（２）出前教室で、「親子で木のペンダント作り」や
「Ｍｙスプーン作り」、「焼き板工作」などの体験を通
して、もの作りの楽しさを味わうとともに、自然の家
の活動の様子を知ってもらうことができた。

（１）企画事業については、指定管理者と
協力しながら実施していくことができた。今
年度の反省を生かし、さらによりよい企画
事業となるように、指定管理担当者と連携
して企画を支援していく。また、親子キャン
プの中で「読育」的ねらいを盛り込んだ新し
い企画にも挑戦していく。
（２）出前教室については、県庁や公民館
など諸機関と連携を図りながら、直接体験
の楽しさや自然の家のＰＲを進めていきた
い。

朝日どきどき広
場①66名②21名
③32名④90名⑤
35名⑥22名⑦
132名⑧82名⑨
40名⑩69名⑪3
月5日確定
チャレンジキャン
プ30名、プラネタ
リウム①242名②
194名、出前事業
216名

金峰少年自然の家

（１）親子のふれあい事業
（はるフェスタ、あきフェスタ、ふゆフェスタ
等）
（２）自然体験事業
（わんぱく自然塾、カヌー塾、フィッシング
等）

（１）所の活動プログラムを体験し、自然体験や食体験、季節の行事等に興
味・関心をもってもらうと共に、親子で活動することにより親と子のふれあ
いが深まるような内容にしていく。
（２）庄内の山・海等の自然を生かした取り組みをしている。カヌー塾や
フィッシングは初心者を対象にして場所を固定し、わんぱく自然塾は場所
を固定せず庄内全体をエリアとしてあまり知られていない山等にも出かけ
る。

（１）金峰・海浜それぞれの施設の特色を生かした
プログラムや近隣の自然に触れる体験活動等を
楽しむことが出来たという声が寄せられた。
（２）わんぱく自然塾をはじめとする自然体験事業
は庄内の海・山で活動を行った。自然のよさや仲
間のよさを体験を通して学ぶことができた。

（１）活動メニューを再考し、充実した活動を提供す
る。
（２）安全対策を充実させるとともに、登山やカヌー
など野外活動について、満足度の高い事業を実施
していく。また、金峰・海浜のステージをフルに活用
し、魅力あるプログラムを開発していく。
（３）参加者が気軽に参加でき、また地域の特性を
堪能し、また自然の豊かさに触れられる日帰り事業
を充実していく。

（１）３６３名
（２）２３５名
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魅力ある活動プログラムの開
発

②「少年自然の家」
の機能の充実
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

飯豊少年自然の家

（1）親子のふれあい事業
　（自然大好き！いいでクラブ、夏のオー
プンデー、自然楽校でお祭りだ！等）
（2）自然体験事業
　（いいでアドベンチャーキッズ、４年生の
ためのいいでプレキャンプ）
（3）生涯学習推進事業
　（水芭蕉ウォッチング、大人のアウトドア
講座入門編、大人のアウトドア講座トレッ
キング編

（1）（2）季節に応じた体験活動を通して、親子や仲間とのかかわりを深め
るとともに、自然への興味・関心を高めるような企画を開催している。開発
したプログラムやクラフトについては、内容を考慮した上で利用団体に提供
できるようにしている。（例うどん打ち体験、流しそうめん、チューブすべり
等）また、昨年度実施し好評だった４年生を対象に４年生のためのいいで
プレキャンプを今年度も実施する。
（3）主に成人一般向けの事業として企画し、利用者数の増加と年齢層を広
げることをねらっている。今年度はトレッキング塾とキャンプ入門編を、アウ
トドア講座としてまとめ、春の入門編、秋のトレッキング編として実施する。

（１）親子のふれあい事業
・自然大好き！いいでクラブ全３シリーズ
5/8,11/19,12/11　（1/9は雪不足のため中止） 飯
豊町　包み焼きピザ作り　ランプシェード作り　クリ
スマスリース作り　おやつ作り　等
・夏のオープンデー　7/16　飯豊町　野外活動　ク
ラフト活動　等
・自然楽校でお祭りだ！　10/2　飯豊町　バルーン
アート教室　クラフト活動　等
（２）自然体験事業
・いいでアドベンチャーキッズ全４回　5/21～22
8/2～7　10/15～16　2/18～19　飯豊町、小国町、
米沢市、長井市、新潟県関川村、新発田市　　野
外炊飯　登山　海水浴　川遊び　テント泊　等
・４年生のためのいいでプレキャンプ　3/11　飯豊
町　野外炊飯　等
（３）生涯学習推進事業
・水芭蕉ウォッチング　4/29　飯豊町　水芭蕉群生
地見学　座学　等
・大人のためのアウトドア講座入門編　6/5　飯豊
町　ロケットストーブ作り　ピザ作り　等
・大人のためのアウトドア講座トレッキング編
9/17　西川町　月山トレッキング

（１）親子のふれあい事業
　どの事業も新規プログラムを入れてリ
ピーターにも楽しんでもらえるようにしたこ
とが功を奏した。定番のプログラムとバラン
スよく組み合わせることで、新規の方にも
満足してもらえる内容を検討したい。
（２）自然体験事業
　子ども達にとって魅力あるプログラムの
開発に努めたことにより、定員はほぼ数日
で埋まる事業となった。今後も新たなプロ
グラムの開発に努めたい。
（３）生涯学習推進事業
　天候や気温等に大きく左右される内容が
多かったため、事業内容そのものについて
課題が残った。
　来年度は参加者数が定着してきたトレッ
キングのみの開催とし、幅広い年代の方
が参加できるよう広報を工夫していく。

（１）親子のふれ
あい事業　　749
名
（２）自然体験事
業　　102名
（３）生涯学習推
進事業　　32名

神室少年自然の家

（1）施設活用モデル事業
　①アドベンチャーキャンプ
　②わんぱく探検隊①②、③・④
　③すごe～キャンプⅠ
　④すごe～キャンプⅡ

　①地元の山を登ったり、最上川を下ったりとダイナミックな長期キャンプを
実施し、子どもたちが仲間とともにたくましく生きる力を育みます。
　②ギャングエイジと呼ばれる小学３・４年生を対象にして、２回シリーズを
年2回開催。同じ班で、自然体験を提供しながら、子どもたちの自主性と協
調性を育みます。
　③小学５年生を対象とし、学校の宿泊学習をよりダイナミックにした活動
を提供し、自然体験活動への興味を広げるとともに、仲間との関わりを通
して、積極性や想像力を育みます。
　④小学３～６年生を対象とし、世代間交流を通して、生活をよりよくするた
めの知恵や技、コミュニケーション能力を育みます。

①7/27～8/2の6泊7日で実施。神室少年自然の
家をベースキャンプ地にして事業を行った。最上
川のいかだ下り、湧水の出る釜磯海岸での海遊
び、杢蔵山の登山などに取り組んだ。日常の生活
ではドラム缶風呂などを体験し、仲間と協力しなが
らたくましく生きる力を養った。
②１シリーズ①6/1～12と②7/9～10、2シリーズ③
12/10～11と④1/21～22で実施。シリーズごとに同
じメンバー・同じ班で１泊２日のキャンプとして2回
行った。テント設営・野外炊飯活動を中心に、自分
のことは自分ですることに主眼を置きながら、同じ
班同士の仲間意識を高めるような活動を仕組ん
だ。
③９月３日～４日に、神室少年自然の家で、学校
での宿泊学習や主催事業で所を利用した５年生に
限定して行った。一度は、神室での宿泊を経験し
ているメンバーであることから、テント設営場所や
調理の部分で、自分達でキャンプを作る要素を盛
り込んだ。
④１２月１７日に、神室少年自然の家で、「正月の
準備」をテーマに、しめ飾り作りやもちつき・民話を
聞くなどの体験活動を行った。地元の民話の語り
部・地域の老人クラブの方々の協力を得て実施し
た。

①参加者による「リーダー制」と自然の家
をベースキャンプにして、野外での共同生
活体験の充実と近隣の山川などの自然の
活用を再考しながら活動を組んでいく。
②来年度は、３回シリーズで春・夏・秋の自
然体験活動を参加者に体験させるように
する。3回シリーズとは別に「冬の巻」を設
定して、雪中キャンプの募集も行う。
③各市町村の諸行事や各種大会等との兼
ね合いや他の主催事業とのバランスから
廃止する。
④小学生と高齢者の交流+親世代も含め
た異年齢交流活動の充実を図るため、「親
子ふれあいキャンプ～3世代交流～」へ事
業を変更する。今年度の④の内容を継続
して行う。

【神室少年自然
の家】
H28年度目標値
①30名
②42名＊２回＊2
シリーズ
③30名
④45名

H２８年度実績
①２７名
② ６月３７名
 　 ７月３９名
　１２月３９名
   　１月３８名
③６名
④２１名

朝日少年自然の家

（1）企画事業、利用拡大のPRチラシ配布
（2）ホームページ更新
（3）マスコミの活用
（4）県市町広報誌への掲載

効果的な広報の仕方について検討し、これまで以上に、より
多くの方に利用してもらうために、利用者の声の紹介やイン
ターネットの活用等により「少年自然の家」のよさと魅力を積極
的に発信します。

（1）企画事業と利用拡大のPRチラシを、学校を中心とする諸公共施設や
指定管理業者関連施設等に配布し、積極的に宣伝をする。中学校の部活
合宿企画など、各団体にあった利用を企画し、広報にあたる。
（2）指定管理業者による魅力あるホームページを新たに開設し、新鮮で興
味のもてる情報が伝えられるようにするとともに、企画事業のPRに合わせ
て更新する。
（3）新聞、ラジオ、テレビでできるだけ取り上げてもらえるようにマスコミ等
に情報を発信する。
（4）県報・市報・町報への掲載で、幅広く広報する。

（１）企画事業の募集については、各学校への郵
送や指定管理業者関連施設などにチラシを配布
することにより、効果的な広報活動ができた。ま
た、成人対象の企画では、公民館や体育館などの
社教施設などにもチラシ募集を行い、好評を得
た。
（２）指定管理業者のホームページが開設され、民
間の特色を生かした魅力あふれるものができ、毎
月ＨＰ更新し、広く自然の家の情報を提供すること
ができた。
（３）新聞、ラジオ、テレビ等で企画事業の案内や
活動の様子を情報発信することができた。
（４）県報・市報・町報への広報活動は、募集要項
完成と時期が合わず実施できないこともあった。

（１）企画事業の案内や利用拡大に向け
て、指定管理業者と連携を密にして進めて
いく。
（２）次年度も指定管理者と協力しながら、
効果的なＨＰの広報活動を行う。
（３）各マスコミを使った広報活動ができる
よう、働きかける。
（４）市報、町報の広報活動については、掲
載時期に合わせて、募集要項とは別に情
報に絞って、発信の準備を進めていく。

(2)ＨＰアクセス数
前年比110％

金峰少年自然の家

（１）主催事業の大型イベントカレンダーと
ちらしの配布
（２）ホームページの頻繁な更新とフェイス
ブックへの掲載
（３）ガイドマップの更新

（１）庄内地区の小学校に、主催事業の大型イベントカレンダーを配布し、
普段のちらし配布ではカバーしきれない利用層にも、広く周知する。
（２）ホームページの更新をお知らせがあるごとに更新する。主催事業のお
知らせや案内チラシの掲載を行っていく。また、フェイスブックにおいては、
主催事業実施後に活動報告として写真や活動の様子を載せていく。
（３）ガイドマップは利用者の手に取りやすい大きさで作成する。内容を精
選し、初めての方でもわかりやすいように工夫する。

（１）主催事業の参加対象者や学校に要項等を配
布した。また、大型イベントカレンダーを学校に配
布し、掲示して頂いた。
（２）ホームページとフェイスブックを使って、タイム
リーな情報発信を行った。長期キャンプ等の際に
は、保護者がフェイスブックから活動内容や様子を
知ることが出来たため、大変喜んでもらうことが出
来た。
（３）持ち運びしやすく、見やすいので利用者より好
評をいただいている。

（１）今年度同様、ホームページやフェイスブッ
クなどSNS等を活用して、参加募集を行う。ま
た、事業中のタイムリーな情報発信として活用
する。
（２）ホームページの構成及び掲載内容につい
て、他施設のものを参考にしながら検討し、効
果的な情報提供を心掛ける。
（３）イベントカレンダー及びチラシの発行枚数を
見直し、庄内地方の児童・生徒に対してイベン
ト情報が確実に届くように工夫する。

飯豊少年自然の家

（1）企画事業リーフ、出前講座、利用促進
のチラシ配布
（2）ホームページ更新
（3）フェイスブックへのアップ
（4）マスコミの活用

（1）企画事業のリーフや出前講座、PTA・公民館向けの利用促進のチラシ
を配布することで、事業への参加者や利用者が増えている。
（2）ホームページの更新を随時行い、企画事業のPRや活動の様子、参加
者の声を紹介している。
（３）フェイスブックに事業の実施要項等を掲載し、新たな利用者の開拓を
行っている。
（４）新聞、ラジオ、テレビ等に取り上げてもらえるように情報を発信してい
る。

（１）活用例を示したチラシを参考にしたPTAや公
民館の利用も定着しつつある。昨年度に比べ団体
数は減っているが、利用および出前講座の問い合
わせは多くある。
（２）曜日や申込日時などを考慮したHPの更新を
心がけ、事業後の様子なども広く紹介できた。HP
を見ての申し込みも定着してきている。
（３）効果的な掲載はなかなかできなかった。
（４）新聞で事業案内を見ての申し込みも多くあっ
た。

（１）リーフの送付先や日時等をさらに検討
し、利用者増を図る。
（２）HP作成および更新は指定管理者が担
当となる。連携して効果的な掲載に努めた
い。
（３）指定管理者と連携し、新たな広報の仕
方についても探っていく。
（４）積極的に広報し、新規利用者の開拓
に努めたい。

神室少年自然の家

（1）「神室のいずみ」の定期的な発行
（２）「神室の子ども」の発行
（３）HPによる旬な情報の提供

（１）利用団体の活動内容やその様子を伝える「神室のいずみ」（毎月発
行）を発行し、広く活動の様子を紹介している。
（２）特色ある事業の活動の様子を参加者の保護者向けに伝える「神室の
こども」には、参加者・保護者・ボランティアスタッフの感想などとともに、参
加者の写真を多数掲載している。
（３）ホームページを随時更新し、企画事業のPRや広報誌などを掲載して
いる。

（１）広報誌「神室のいずみ」は、毎月発行し、学校
や幼稚園に向けてメール配信したり、HPにアップ
したりした。
（２）「神室の子ども」は、主催事業に参加した子ど
もの保護者に向けて発行し、郵送した。さまざまな
自然体験に向けて取り組む子どもたちの写真、目
的を達成させるための手立てや活動の様子、感想
等の情報を積極的に発信することで、自然体験活
動の意義と重要性、神室少年自然の家の魅力を
広く深く伝えてきた。
（３）主催事業の募集を中心に更新した。季節に応
じて体験活動を紹介したり、所からのお知らせを月
２回のペースで更新した。

（１）広報紙「神室のいずみ」は、学校・幼稚
園に配信することを継続していく。
（２）保護者からの寄せられた感想などを来
年度も、貴重な情報として、参考にしなが
ら、事業評価、事業改善に努めていく。
（３）ホームページのアクセス数が少しずつ
増えてきている。より魅力があり、使い勝
手のよいホームページ作りに向けた職員
研修を実施していく。

H28年度目標値
神室のいずみ1０
回
神室の子ども７
回
HP更新　月1～２
のペース
H28年度実績
神室のいずみ１０
回
神室の子ども　８
回
HP更新　月2～3

魅力ある活動プログラムの開
発

（
１

）
山
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利用者増加に向けた情報提供
のあり方の検討

②「少年自然の家」
の機能の充実
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

朝日少年自然の家

（1）指導者・指導員の養成と研修事業（利
用団体指導者セミナー）
（2）学社連携事業

小中学校における自然体験・生活体験の充実を図るため、学
校との連携強化に努める。

（1）利用団体の指導者のねらいにあった活動プログラムを立案できるよ
う、年３回セミナーを開催する。また、複数の団体がスムーズに活動できる
よう、活動内容や時間、場所の調整を図る。
（2）季節探し、プラネタリウム、地層学習、冬の遊びといった学校の授業の
ねらいと連動したプログラムを行い、学校の学習内容との連携を図る。

（１）各団体の目的にあった指導者への活動プログ
ラム立案についてのアドバイス、ニーズにあった団
体の活動プログラム調整を効果的に行うことがで
きた。
（２）季節学習、プラネタリウム、地層学習、チュー
ブ滑り等のプログラムを通して、生活科、理科等の
教科の学習内容あった活動を提供することができ
た。特に、地層学習では、迫力ある地層を実際に
体感し、地層のしくみやでき方など、実感を伴った
学習にすることができた。

（１）各団体の目的やニーズにあった活動
プログラム作りができるように、また、団体
間の利用調整が図れるように、指定管理
担当者と連携を図りながら進めていく。
（２）各団体の活動目的や学習内容との関
連を考慮しながら、活動内容の工夫を図っ
ていく。
（３）大江町教委をはじめ、近隣教委に働き
かけ、各学校の施設利用について、具体
的施設利用案を「提案」しながら積極的な
連携を図っていく。

（1）活用セミナー
３回計210名６７
団体
うち小・中学校関
係者４７名
(2)H２９．２月末
確定

金峰少年自然の家

（１）指導者のための研修事業（プログラ
ムデザイン講座、海浜指導員養成講座）
（２）学習支援事業（春さがし、秋さがし、
雪あそび、高等学校教育活動支援、海浜
秋あそび、日帰りディキャンプ、幼保冬遊
び、生活科支援事業）
（３）天体学習（わくわくスターウォッチン
グ）

（１）自然の家の施設や活動プログラムの理解を図ると共に、実際の活動
場面に生かせるような内容としていく。
（２）自然の家の施設や自然を生かし、授業その他教育活動を効果的・実
践的に行えるよう支援していく。
（３）季節の天体を紹介し、小学校の天体学習にあった内容を取り入れて
いく。

（１）プログラムデザイン講座は、本館分館共に参
加者の意識は高く、事前下見としての効果も大き
い。内容も工夫し、登山のミニ講座などは登山引
率時の留意点等を理解する上で、大変好評であっ
た。
（２）季節ごとに実施している学習支援事業はいず
れも好評で、利用者が多かった。
（３）天候に恵まれ、概ね予定通りの内容で実施で
きた。

（１）プログラムデザイン講座の内容につい
て計画・実施時に役立つ内容になるよう工
夫していく。海浜指導員養成講座は、時期
を検討し、より実践的な内容に変更してい
く。
（２）地域行事・季節ならではの内容を再考
し、さらなる充実を目指す。
（３）今年度、遊佐町において実施した天体
事業が好評であったので、来年度も開催を
検討していく。。

参加者数
（１）本館77名
　　　分館45名
（２）4,787名
（３）157名(２月末
現在）

飯豊少年自然の家

（1）指導者・指導員の研修事業
　（活用セミナー、フライデーセミナー）
（2）学校訪問
（3）体験学習サポート事業

（1）企画事業のリーフを管内の全小中学校に配布する。今年度も地元の
添川小学校には、企画事業対象学年の全児童にリーフを配付している。ま
た、利用団体の指導者が効果的な活動プログラムを立案できるよう、年4
回活用セミナーを開催している。なお、今年度からは野外炊飯を行う団体
の炊飯実習を受講必須とし、円滑な受け入れに努めている。また、利用団
体の都合に合わせられるように、フライデーセミナーとして下見や事前相
談を受けている。
（2）管内の全小中学校を訪問し、次年度の施設利用にあたっての情報提
供や長期宿泊体験の紹介を行っている。
（3）施設的特性を活かした学習活動や近隣施設などへの広域学習を提案
したり、各学校の要望に応じて「出前講座」を開催したりして学校教育活動
を支援している。

（１）地元添川小学校からの参加者は着実に増え
ている。活用セミナーには、多くの団体利用者から
の参加があった。特に今年度は野外炊飯実習の
受講を必須としたことで、炊飯場の使い方や約束
などを入念に確認してもらうことができた。
（２）研修担当３人で分担し、管内の全小中学校お
よび利用のあった高校を訪問した。
（３）源流の森を活用した広域学習も年々増えてい
る。出前講座では、一般の方向けのアイスブレイ
キングや、幼児施設のやきいもの出前講座の申し
込みもあった。

（１）野外炊飯実習については受講必須と
し、テント泊の団体は、原則テント設営実
習も受講してもらうこととする。
（２）２泊利用や、中学校の利用など、様々
な形態での活用を紹介し、利用増に努め
る。
（３）来所団体を優先するという原則は変わ
らないが、様々な出前講座について提案し
ていく。ただし、やきいもの出前講座につい
ては、物品準備等の関係上、原則行わな
い。

（１）活用セミナー
４回計91名
（２）11月下旬～
12月上旬　管内
小中学校（一部
高校）　81校訪問
（３）出前講座
1348名利用

神室少年自然の家

（1）学社連携融合事業
　①学校教育サポート事業
　②プログラム開発モデル事業

　①自然の家の環境やプログラムを有効に活用していただき、学習指導や
生徒指導の教育効果をより高められるように支援する。
　②各小中学校のニーズにあった学習プログラムを共同で研究・開発し、
活動を支援していく。

①季節に応じた活動が認知され、今年度も多くの
利用団体があったが、実際は、通常の日帰りでの
利用に代替した。
②真室川小（３泊）、舟形小（４年生の宿泊）、金山
中・大蔵中・明倫中（２泊）、月楯小・東法田小・明
安小（全校利用）の８団体を対象として実施した。
小・中学校は、プログラムを組む段階からいっしょ
に考え、事前指導と細やかな支援を行い、ねらい
を明確にした宿泊学習のプログラムとなった。ま
た、小学校・中学校の利用促進のために、それぞ
れ「活用リーフレット」を作成し、各学校に配布し、
次年度の年間計画の盛り込んでもらうように努め
た。

①サポート事業という名称を使わず、季節
感ある日帰り利用として広報していく。その
ためにも季節限定メニュー等を開発し、活
動の充実を図る。
②いっしょにプログラミングし、支援しなが
ら教育効果と満足度を高めていく。

H28年度目標
①１０団体
②8団体

H28年度実績
①通常の日帰り
利用団体に代替
②8校

展示の充実 県立博物館

（1）企画展 「化石　-太古の不思議な生き
物たち-」
（2）企画展 ｢京と山形の交流－伝えられ
たやきもの－｣
（3）特別展「山形の災害」
（4）プライム企画展「よみがえる古の大寺
院『寶幢寺』至宝展」
（5）共同企画展「私たちのたからもの」
（6）企画展「女子教育のあゆみ－寺子屋
の時代から戦後まで－」

常設展以外にも特別展や企画展を開催し、展示の充実を図り
ます。

（1）企画展 「化石　-太古の不思議な生き物たち-」２／２７～５／８開催中
（2）企画展｣｢京と山形の交流－伝えられたやきもの－｣５／２１～６／２６開
催予定
（3）特別展「山形の災害」 ７／９～９／４開催予定
（4）プライム企画展「よみがえる古の大寺院『寶幢寺』至宝展」７／９～９／
４開催予定
（5）共同企画展「私たちのたからもの」１２／１７～２／１９開催予定
（6）企画展 「女子教育のあゆみ－寺子屋の時代から戦後まで-」３／４～５
／１４開催予定

（1）企画展 「化石　-太古の不思議な生き物たち-」
２／２７～５／８開催
入館者数８，７９９名（１日平均１４０名）
（2）企画展｣｢京と山形の交流－伝えられたやきも
の－｣５／２１～６／２６開催
入館者数３，７３０名（１日平均１１７名）
（3）特別展「山形の災害」 ７／９～９／４開催
入館者数６，８９９名（１日平均１３８名）
（4）プライム企画展「よみがえる古の大寺院『寶幢
寺』至宝展」７／９～９／４開催
入館者数１０，５７９名（１日平均１６８名）
（5）共同企画展「私たちのたからもの」１２／１７～
２／１９好評開催中
（6）企画展 「女子教育のあゆみ－寺子屋の時代
から戦後まで-」３／４～５／１４開催準備中

(1)特別展１回、企画展３回（うちプライム企
画展１回、共同企画展１回）の実施を予定
している。
(2)山形県に関わる展示を分かりやすく、興
味を持っていただける魅力ある企画づくり
に努める。
(3)積極的に広報活動を行い、多くの方々
に来館していただけるように努める。
(4)外国人来館者の対応として、展示の多
言語化をすすめる。

教育・普及活動の充実 県立博物館

（1）収蔵資料のデータベースを地球規模
生物多様性情報機構（G-BIF）に登録
（2）児童生徒の学習資料の提供
（3）各種学習講座の提供

児童生徒をはじめ全ての県民を対象に、来館、メール、電話
相談に丁寧に対応します。

（1）自然系動植物データを地球規模生物多様性情報機構（G-BIF）に１５，
０００件登録予定
（2）児童生徒の事前学習資料等を提供
（3）各種学習講座の提供による、知の楽しみを分かち合う博物館づくり
（4）児童生徒の自由研究等における丁寧な相談の実施

（1）自然系動植物データを地球規模生物多様性情
報機構（G-BIF）に１５，０００件を２月登録予定
（2）児童生徒の事前学習資料等を提供
（3）年間の講座数１４３うち、１３０講座実施済
（4）博物館相談１８８件、うち夏休み自由研究相談
１８件

(1)自然系動植物データを地球規模生物多
様性情報機構（G-BIF）に１５，０００件を登
録予定している。
(2)児童・生徒の事前学習資料等のさらな
る充実を図る。
(3)アンケート等で受講者のニーズを把握
し、受講者の満足度向上に努める。
(4)誰もが相談しやすい環境と広報に努め
る。

自己評価システムの確立と公
表

県立博物館

（1）自己評価システムによる検証と運営
改善
（2）ホームページによる公表

自己評価システムにより、博物館活動の成果を検証し、運営
の改善と発展をめざします。また、実施結果を県民に公表しま
す。

（1）博物館協議会委員による自己評価の実施
（2）成果と改善策についてホームページにて公表

（1）博物館協議会委員による自己評価を２月１７
日（金）に実施予定
（2）成果と改善策についてホームページで公表予
定

(1)博物館協議会委員による自己評価を実
施し、博物館の成果の検証と展示・体験・
普及の改善を図る。
(2)県民に対しては、ホームページで成果・
改善等を公表する。

県内博物館等との連携の強化 県立博物館

（1）山形県博物館連絡協議会組織による
連携強化

県内博物館・美術館・資料館等との連携を強化していきます。 （1）山形県博物館連絡協議会総会を６月に開催予定
（2）山形県博物館連絡協議会研修会を１１月に開催予定

（1）山形県博物館連絡協議会総会は６月３０日
（木）に開催
（2）山形県博物館連絡協議会研修会は１１月２５
日（金）に開催
(3)山形県博物館連絡協議会役員会は６月３０日
（木）に開催、２月２３日（木）に開催予定

山形県博物館連絡協議会の中心的存在と
して、県内の加盟館に情報の提供、研修
会の開催を通して連携の強化を図る。

（２）山形県立博物館

小中学校との連携の強化

17



施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

県立図書館の基本的機能の
充実

県立図書館

（1）県立図書館運営事業
（2）奉仕活動事業

図書館の基本的機能である①生涯学習情報センター的機能
②総合的情報センター的機能③県内公共図書館の中心的機
能④地域の社会・文化センターとしての機能を充実させます。

(1)利用者の学習・調査ニーズに係るレファレンス機能の充実を図る。　（レ
ファレンスの事例蓄積と「パスファインダー」による情報発信）
(2)各方面のイベントや取組と連携した企画展を通じて、県民への啓発的情
報発信を行う。
　また、ＨＰや電子メールにより、県職場等に自治体の行政課題等に資す
る蔵書等の情報を提供する。
(3) 5～7月にかけて、県内全ての市町村立図書館（室）を訪問
し、実情の把握、問題点等についての助言・支援等を行う。
　また、図書館職員の資質向上のため以下の研修を実施する。
　　①当館を始め市町村立図書館（室）を対象とした危機管理
　　　　研修等
　　②年4回、当館職員を対象とした情報システムや図書館
　　　　運営等に関する各種研修
(4)図書館ボランティア活動や連携事業または各種イベント・講座等の実施
を通じて、利用者の学びと交流の場を創る。
（5）本館が主管し遊学館を会場に開催する北日本図書館大会（6月）及び
図書館地区別（北日本）研修（11月）を成功させる。

(1) 新たに６テーマのパスファインダーを追加作成
し、館内に設置するとともに、ホームページにも公
開する。また、レファレンス協同データベースに参
考となるレファレンス事例を追加登録する。
(2) 例年実施している事業に加えて、県民の注目
を集める企画等を開催し、図書館の利用や所蔵資
料に関する啓発に取組んだ。
・7月と8月：新企画「本の森講座」を4回開催
・9月：外部団体の当館内イベント開催に併せて、
連携企画を開催等
・県のイントラ情報システムにおいて、「県職員の
ための新着図書案内」を逐次掲載
(3) 県内全市町村図書館（室）の実情の把握し、問
題点等に関する助言・支援等を行った。
　また、図書館職員の資質向上のための研修を実
施した。
①当館及び市町村図書館（室）対象
図書館職員研修会（分類）外1回
②当館職員対象
新聞記事データベース操作研修会、著作権研修
会等
(4)H28年度にボランティア8名増、計22名。
(5) 6月に北日本図書館大会山形大会、11月に図
書館地区別（北日本）研修を開催

民間企業、大学 (1) 利用者の学習・調査ニーズを踏まえた
レファレンス機能の充実とともに、レファレ
ンス機能が県民の課題解決に役立つこと
を積極的にＰＲしていく。
(2) 各方面でのイベントや取組と連携した
企画展を通じて、県民への啓発的情報発
信を行う。また、ホームページや県のイント
ラ情報システム等により、県職場等に自治
体の行政課題等に資する蔵書等の情報を
提供する。
(3) 5～7月に県内すべての市町村図書館
（室）を訪問し、実情の把握、問題点等に
ついて助言・支援等を行う。
　県内の図書館サービスを向上させるた
め、市町村図書館（室）職員も対象に含め
た実務研修等を開催する。
(4) 図書館ボランティアの活動範囲拡大等
について、ボランティアと意見交換しながら
検討を進める。

資料及び展示等の充実 県立図書館

（1）図書資料整備充実事業
（2）奉仕活動事業

他の図書館との役割分担や利用者ニーズなどを考慮しなが
ら、資料の充実を図ります。また、県民の読書に親しむ環境を
醸成するため、企画展やテーマ別の展示を実施します。

(1)市町村図書館（室）との役割分担を考慮しながら、蔵書のレベルアップを
図るため、購入図書選定会議の検討内容を充実させる。
(2)貴重資料（絵図・写真等）について、専門家等のアドバイスを得てデジタ
ル化する対象を選定する。
(3)本館独自の企画展示及び他の機関の取組等と連動した企画展示を機
動的に実施する。
①東日本大震災関連企画展示「３．１１を忘れない」
②「文学賞受賞作品展示」
③春の読書週間(こどもの読書週間)において企画展示｢絵本が奏でる音
の世界｣を実施し、関連企画として高校生による合唱と読み聞かせの「絵
本とうたの会」を開催。
②秋の読書週間 に「2015～2016県内出版物展」を予定
③その他時宜に併せたテーマ展示を実施
　・くらしに役立つ情報コーナー「生活に関連するテーマ」を半年毎に入替
展示
　・「なつやすみ特集（自由研究に役立つ本）」や「山の日、海の日関連図
書」「この人を見よ！（自伝・評伝・人物論）」などのテーマ展示を月１回の
ペースで実施予定）
　・「自立と分散で日本を変えるふるさと知事ネットワーク」、「熊本地震関
連資料緊急展示」、「食育」、「防災」、「自殺防止」、「小説家講座」、「みち
のおくの芸術祭・山形ビエンナーレ」、「山形のミステリーがすごい！」など、
硬軟織り交ぜたコラボ企画の展示を通年実施
（4）図書館情報システムの再構築を実施し、27年度に導入したＩＣタグとの
システム連携を図る。

(1) 選定会議を24回開催し、年度末までに1万冊程
度の資料整備を予定している。
(2)郷土資料（和装本）について順次PDF化を進め
ている。一部を7月から県ホームページで公開。
(3)
①東日本大震災関連企画展示「３．１１を忘れな
い」
②「県人作家受賞作展」として、県人作家と県にゆ
かりのある作家の受賞作を中心に展示
③春の読書週間（こども読書週間）において「絵本
が奏でる音の世界」をテーマとした展示及び山形
西高合唱部の協力によるイベント「絵本とうたの
会」を実施
④秋の読書週間に「2015～2016県内出版物展」と
して、県出身者や県内在住の方の本、郷土に関す
る本を展示。なお、県内出版文化の振興等の観点
からも初めて県書店商業組合と連携したＰＲを実
施
　※　新たに祝日に制定された「山の日」に関する
企画展示を実施
⑤遊学館連携展示：「山形小説家（ライター）講座」
（12回予定）
県部局連携展示：「自然災害を知る」、「『食』をつ
なぐ」、「『子供・若者育成支援強調月間』連携展
示」地域連携：熊本地震関連資料緊急展示、山形
ビエンナーレ2016関連展示「図書館でアートを読も

(1) 市町村図書館（室）との役割分担を考
慮しながら、蔵書のレベルアップを図るた
め、購入図書選定会議の検討内容を充実
させる。
(2) 貴重資料（絵図・写真等）について、デ
ジタル化を進めていく。
(3) 本館独自の企画展示及び他の機関の
取組等と連動した企画展示を機動的に実
施する。
①春の読書週間（こども読書週間）におい
て「のりもの」をテーマにした企画展示とイ
ベントを実施予定
②秋の読書週間に「2016～2017県内出版
物展」を予定
③「藤沢周平没後20年」に関する企画展示
を予定
④「南東北インターハイ」に関する企画展
示を予定
⑤その他時宜に併せたテーマ展示を実施
企画課関係
⑥「食育」、「防災」、「自殺防止」、「小説家
講座」、「山形のミステリーがすごい！」な
ど、硬軟織り交ぜたコラボ企画の展示を通
年実施

調査相談の充実と円滑な利用
者サービスの確保

県立図書館

（1）奉仕活動事業 県民の生涯学習の多様なニーズに応えるため、調査相談（レ
ファレンス）機能の強化を図るとともに、利用者サービスの充
実に努めます。

(1) 図書館職員の資質向上のため各種外部研修等へ派遣し、レファレンス
技術等の向上に努める。
(2)独自に実施する職員研修の充実を図る。とくに危機管理や利用者への
対応について外部講師を招聘した研修を行う。（再掲）

(1) 図書館職員を対象とした北日本地区別研修や
著作権法に関する研修等に積極的に参加させる
とともに、参加職員から館内職員に伝達研修を実
施し、レファレンス等の全体的な資質向上に努め
た。
(2)独自に実施する職員研修の充実を図る。とくに
危機管理や利用者への対応について外部講師を
招聘した研修を行う。（再掲）
(3) 各市町村立図書館（室）が収集している地域の
特色ある主題に関する文献の目録「特定主題文
献目録」について、3月に改訂する予定

(1) 図書館職員の資質向上のため各種外
部研修等へ派遣し、レファレンス技術等の
向上に努める。
(2)独自に実施する職員研修の充実を図
る。とくに危機管理や利用者への対応につ
いて外部講師を招聘した研修を行う。（再
掲）経営課担当

市町村立図書館（室）活動推
進のための支援及び連携及び
県外図書館等との連携

県立図書館

（1）県立図書館運営事業
（2）奉仕活動事業

相互貸借等の協力体制を強化しながら、県内図書館のネット
ワークサービスの展開を図ります。併せて、県外図書館、官公
庁、大学、各種団体等との連携を図ります。

(1)  5～７月にかけて、県内市町村図書館（室）の巡回を行う際、図書館相
互貸借や一括特別貸出のPRを行う。
（2）図書館システムの更新時期に併せ、より使いやすい県内各図書館横
断検索システムの構築を進める。（H28年度末新システム稼動予定）
(3)県内各図書館の利用促進を図るため、以下の取組を実施する。
①県立図書館のＨＰおよびfａｃebookを活用した市町村立図書館情報の発
信
(4)県立図書館職員と市町村立図書館(室）職員を対象とした研修会を開催
する。（再掲）
（5）市町村図書館（室）及び高校図書室と連携して「山形県図書館大賞」を
実施する。
（6）上記のほか、県立図書館と市町村立図書館(室）の連携事業につい
て、県内各館のメンバーによるワーキンググループを編成して検討する。

(1) 県内市町村図書館（室）を巡回し、図書館相互
貸借や一括特別貸出のPRを実施した。
(2)H29.3に稼働予定（再掲）
(3)① 当館Face bookに県内市町村図書館（室）の
情報を提供するとともに、当館1階出入口のお知ら
せコーナーに市町村図書館（室）から提供されたチ
ラシ等を配置
(4) 県立図書館職員と市町村図書館（室）職員を対
象とした研修会を開催した。（再掲）
8月職員研修会（分類）、10月危機管理研修会
(5)市町村図書館（室）及び県内高等学校図書室と
連携して、「山形県図書館大賞2016」として10月に
大賞作品を発表した。また、同月に、山形県公共
図書館相互協力推進事業として「山形県読み聞か
せグループ交流・実演会」を開催（再掲）
(6) ワーキンググループ会議を4月に開催し、図書
館危機管理研修会等の連携事業について、協議
を行った。

(1)  5～7月にかけて、県内市町村図書館
（室）の巡回の際に、図書館相互貸借や一
括特別貸出のPRを行う。
(2) 県内各図書館の利用促進を図るため、
以下の取組を実施する。
　①県立図書館のホームページ及びFace
bookを活用した市町村立図書館情報の発
信
(3) 県立図書館職員と市町村立図書館
(室）職員を対象とした研修会を開催する。
（再掲）
(4) 市町村立図書館（室）及び県内高等学
校図書室と連携して「山形県図書館大賞」
を実施する。また、山形県公共図書館相互
協力推進事業として「山形県読み聞かせ
グループ交流・実演会」を開催する。
(5) 上記のほか、県立図書館と市町村立図
書館(室）の連携事業について、県内各館
のメンバーによるワーキンググループを編
成して検討する。

（３）山形県立図書館
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平成２８年度生涯学習振興計画進行管理表（Ⅲ）

第２編　施策の展開
Ⅲ 豊かさを創造できる生涯学習の推進

施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）

生涯学習振興室

（１）県ホームページ等を活用した情報
提供

小中高生向けの県の体験事業等を集約して、県ホームページで
情報提供を行います。

夏休み期間中に実施される小中高生向けの県の体験事業等を集約
して県ホームページに掲載することにより、小中高生が休み期間中
の自主学習計画を立てられるように支援します。

県ホームページ「いち押し」欄を活用して、夏休み期間
中に実施される小中高生向けの県の体験事業等の情
報提供をした。
掲載期間：6/21～8/17
掲載事業数：各部局から情報提供のあった100件
（対象内訳：小学生50件、中学生29件、高校生21件）
（地域内訳：村山51件、最上12件、置賜18件、庄内15
件、４地区4件）
アクセス件数：「いち押し」バナーからアクセスし件数
1,019件

生涯学習関
係課

引き続き、夏休み期間中に実施される小中高生
向けの県の体験事業等の情報提供をすることに
より、生涯学習の推進を図る。

山形県生涯学習セン
ター等

県や市町村等が実施する学習情報を幅広く収集し、インターネッ
ト等を活用して県民に情報を提供します。

山形県生涯学習センターにおける学習情報の提供として
　・生涯学習情報システムを再構築し、ホームページでの情報提供を
行う。

（１）やまがたマナビィnet（山形県生涯学習学習情報提
供システム）により、新鮮で確実な生涯学習に関する
各種情報をインターネットを通じて提供している。
・生涯学習データベース（講師・指導者、団体・ｸﾞﾙｰﾌﾟ、
施設）
・講座・イベント情報
・総合文化情報
・マナビィカレッジ参画講座
（２）県・市町村・関係機関団体との連携を一層強化
し、幅広い情報ネットワークの構築に努めた。

生涯学習振
興室

引き続き、県民に新鮮で確実な学習情報を提供
できるよう、市町村等関係機関とのネットワークを
強化し情報の充実を図るとともに、民間教育事業
者や社会教育・生涯学習の実践を行っている各
種団体等の生涯学習情報等も積極的に収集し、
提供を行うほか、見やすく使いやすいシステム作
りに努める。

総務部秘書広報課

県庁見学
県民に山形県や県庁のことを学んでもらう場の提供 各市町村小学校などの団体からの申込みを受け県庁見学を受入

れ、見学者に対し、県庁舎（知事室、展望室、県議会本会議場）の案
内並び県の仕事などについて説明を行う。

事前の日程調整及び随時の申し込みを受付け県庁見
学を実施した。（平成29年1月末の実施状況）
○各市町村小学校　87団体　3,369人
○その他団体等　　42団体　747人
○合計　129団体　4,116人

来年度も同様に受入れ県庁舎（知事室、展望室、
県議会本会議場）を案内することとしており、事前
の日程調整のため、各市町村小学校からの県庁
見学の申込みを受付けた。随時の申込み方法
は、ホームページに掲載している。

（平成28年度１月末
実績）129団体4,116
人
おもに小学校中学年
を対象とした見学申
し込みが多い。
（平成29年度小学校
見学申込状況・1月末
現在）67団体、2,611
人の見学予定。

警察本部

【広報相談課】
警察本部庁舎の見学

交通管制センター、通信指令課等を案内し、警察の組織や活動
概要を説明したり、安全･安心に関する情報を提供します。

事前に見学希望の申し込みを受け付け、日程等を調整します。申し
込みの手続きは、県警察のホームページに掲載しています。

　昨年（暦年）、小学生を中心に130団体、4,698名の見
学者に対し、警察本部庁舎を案内し、警察の組織や活
動概要を説明しました。

　県民の方々に警察の組織や活動を理解してい
ただけるよう、今後も警察本部の庁舎見学を継続
します。

平成27年度中の見学
者数
116団体、4,250人

山形県生涯学習セン
ター等

講座の開設に加え、県民の地域生活と関わりの深いものを対象
に、出前講座も行います。

○山形県生涯学習センターでは、地域文化の活性化や現代的課題
の解決に繋がるテーマでの講演会やセミナーを、地域において開催
し、地域を育む学習機会を提供する。
○県民生活に関わる関係部局では、「安全で安心なまちづくり」や地
域課題の解決等を支援するため、アドバイザーを派遣したり、防犯出
前講座や消費生活出前講座等を実施したりする。

〇山形県生涯学習センターでは、県民主体の学習機会の
提供として、地域文化の活性化や現代的課題解決につな
がるテーマでの各種講座を、地域において開催している団
体等の活動を支援した。
　・「山形学」地域連携講座支援事業　10事業
　・地域生涯学習活性化支援事業　10事業

〇山形県生涯学習センターでは、県民主体の学習機
会の提供として、引き続き、地域文化の活性化や現
代的課題解決につながるテーマでの各種講座を、地
域において開催している団体等の活動を支援を行
う。

市町村への情報提供
生涯学習振興室・山形県生
涯学習センター

学習情報や講座の運営等について、市町村の相談に応じ、取り
組みを支援します。

山形県社会教育連絡協議会の協力を得て、市町村研修等支援事業
を実施する。

山形県社会教育連絡協議会の協力を得て、市町村研
修等を支援した。23市町村

引き続き、山形県社会教育連絡協議会の協力を
得て、市町村研修等を支援する。

県の生涯学習推進体制の整
備

生涯学習振興室

（1）生涯学習推進委員会及び生涯学
習検討委員会

生涯学習推進委員会を設置し、関係部局等が連携し、総合的に
施策が展開されるよう努めます。また、外部有識者で構成する生
涯学習検討委員会を設置し、計画の進捗状況を把握して、必要
な提言を行っていきます。

（1）関係部局等が連携する生涯学習推進委員会を開催(５月）
（2）社会教育委員で構成する生涯学習検討委員会を開催２月）

（1）生涯学習推進委員会（5/25）
（2）生涯学習検討委員会（2/17）

生涯学習振興計画の進行管理を行うことを確認
した。引き続き、進行管理（事業実施状況）の確
認及び事業評価を行うことにより、施策への反映
を図るとともに、部局間で連携して生涯学習の推
進に取り組めるようにする。

社会教育関係職員等の研修
の充実

生涯学習振興室・教育
事務所・山形県生涯学
習センター

【生涯学習振興室・生涯学習文化財
団】
社会教育関係職員講座
（１）社会教育関係職員初任者講座
（２）社会教育関係職員スキル別講座
【村山教育事務所】
（1)大会・研修事業
　【最上教育事務所】
（１）大会・研修事業
【置賜教育事務所】
（１）大会・研修事業

市町村の社会教育関係職員等を対象に、市町村の課題やニー
ズに応じた研修会を開催します。

【生涯学習振興室・生涯学習文化財団】
（1）社会教育関係職員初任者研修（パワーアップセミナー）を開催す
る。（6月、11月）（再掲）
（2）社会教育関係職員中級者研修（スキルアップセミナー）を開催す
る。（村山、最上、置賜、庄内の４地区で開催）（再掲）
　・講座・イベントの企画力アップ
【村山教育事務所】
（１）村山地区社会教育推進協議会理事会研修会：5月17日（火)
（２）村山地区社会教育推進協議会：10月6日（木）
　　⇒平成２８年度第７回山形県社会教育研究大会と兼ねる
【最上教育事務所】
（１）最上地区生涯学習推進大会：10月27日(木)
　　　内容:表彰、講演　等
 （2)社会教育委員・公民館運営審議会委員合同研修会：7月15日
(金)
　　　内容:講演、事例発表等
【置賜教育事務所】
（1)置賜社会教育振興大会の開催：11月15日（火)
（2)置賜社会教育振興会研修会の開催：7月2日（土)
（3)公民館・社会教育関係職員研修会の開催：7月21日(木)、12月1日
(木)

【生涯学習振興室・生涯学習文化財団】
(1)社会教育・生涯学習基礎講座（概論編）6./9（木）84
名
　社会教育・生涯学習基礎講座（実践編）11/8（火）64
名
(2)社会教育関係職員中級者研修を県内４地区で開
催。
　  村山14名、最上20名、置賜27名、庄内17名
【村山教育事務所】
（１）村山地区社会教育推進協議会理事会研修会
　5/17(火)　村山総合支庁（西）　事例発表40名
（２）村山地区社会教育推進協議会研修会
　10/6(木)　尾花沢市サルナート　シンポジウム等500
名
（３）社会教育主事有資格者教員等研修会
　11/25(金)　村山総合支庁（西）　事例発表、講話等
21名
【最上教育事務所】
 (1)最上地区生涯学習推進大会
　平成28年10月27日(木)真室川町遊楽館139名
(2)公民館・社会教育関係職員研修会の開催
　平成28年7月15日(金)57名
【置賜教育事務所】
（1)置賜社会教育振興大会
　 11／15　おぐに開発総合センター（１１８名参加）
（2)置賜社会教育振興会研修会
　　7／2　南陽市文化会館（１２0名参加）
（3)公民館・社会教育関係職員研修会
　　第１回　7／21　生涯学習館（糠野目）（６４名参加）
　　第２回　12／1　置賜総合支庁西庁舎（２７名参加）

　市町村の社会教育関係職員のさらなる資質向
上に向けて、ニーズの把握に努めていく。
　スキルアップセミナーについては、事業の企画
力を高めるためのワークショップと講演を2地区で
実施予定。
【村山教育事務所】
（１）村山地区社会教育推進協議会理事会研修
会
（２）村山地区社会教育推進協議会研修会
　　会場は朝日町、期日は9/29(金)で開催予定
（３）社会教育主事有資格者教員等研修会
　　学校・家庭・地域の連携協働推進研修会と兼
ねて実施予定
【最上教育事務所】
(1)最上地区生涯学習推進大会
　次年度は、県大会を兼ねて新庄市で開催する
予定。
(2)公民館・社会教育関係職員研修会の開催
　次年度は、鮭川村に講演を、戸沢村に事例発
表をいただく予定。
【置賜教育事務所】
（1)置賜社会教育振興大会
　　H29年度は川西町での開催予定。
（2)置賜社会教育振興会研修会
　　H29年度は長井市での開催予定。
（3)公民館・社会教育関係職員研修会
　　H29年度も参加者のニーズに沿った研修会を
計画する。

施策体系

学習情報の提供

学習機会の提供

２ 生涯学習推進体制の充実

１ 学習情報提供・相談の充実Ⅲ
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施策（具体的取り組み） 担当所属 事業名 内容 事業計画 実施状況 連携課 次年度の対応方針
備考

（現状・目標値）
施策体系

市町村の生涯学習振興に関
する支援

生涯学習振興室

（１）市町村研修等支援出前講座（県社
会教育連絡協議会事業）
（２）成人期･高齢期教育指導者研修事
業（再掲）

市町村からの相談に応え、研修会の開催、学習プログラムの開
発等を支援します。

（１）市町村の要望に応じて、市町村の研修等に対して県社会教育連
絡協議会（事務局：生涯学習振興室）による市町村研修等支援出前
講座を実施する。
（２）市町村における成人期・高齢期の学習の調査、指導者研修会を
開催する。（再掲）

（１）23市町村8回実施した。
　・社会教育委員の研修6回
　・教育委員会、公民館、コミュニティセンター職員研修
8回
　・社教、公民館等合同1回
（２）学習の調査・指導者研修会の開催（再掲）
①市町村における成人期・高齢期の学習の調査
　社会教育の事業調査を活用し、各市町村が開催の
成人・高齢者を対象とした講座等の開催場所や内容
等を調査し、全市町村と情報を共有した。

（１）市町村の要望に応じて、市町村の研修等に
対して県社会教育連絡協議会（事務局：生涯学
習振興室）による市町村研修等支援出前講座を
実施する。
（２）各地域におけるニーズや課題を調査し、研修
内容の検討を行う。必要に応じて、教育事務所で
研修会を実施。
学校・家庭・地域の連携協働推進事業における
コーディネーターの発掘及び研修会を実施して、
成人・高齢者の生きがいづくりの場を作る。

社会教育主事有資格教員の
スキルアップと学社連携の推
進

生涯学習振興室

有資格教員に対する研修や情報提供等を行うことで、学校・家
庭・地域の連携協力のための様々な知識やスキルの向上を図
り、市町村における学社連携を一層進めます。

各教育事務所で社会教育主事有資格者教員を主な対象とした研修
会を開催する

4教育事務所で実施　（参加者計：111名）
講師
特定非営利活動法人なかだ倶楽部　理事長　栗田伸
一氏
株式会社八幡自動車商会　代表取締役　池田　等氏
栃木県教育委員会事務局生涯学習課長補佐　井上氏
福島大学うつくしまふくしま未来支援センター　特任准
教授　天野　和彦氏

　有資格教員の他、各学校の学社連携担当者や
学校支援地域本部コーディネーター等、幅広く参
加できる研修会とし、地域における人的ネット
ワークづくりの機会とする。

リーダー育成講座等の充実 生涯学習振興室

（1）成人期･高齢期教育指導者研修事
業（再掲）

県民一人ひとりが地域や社会の担い手となり力を発揮できるよう
にするため、市町村と連携して、青年リーダーや女性リーダー等
の育成を行います。

（1）市町村における成人期・高齢期の学習の調査、指導者研修会を
開催する。（再掲）

（１）学習の調査・指導者研修会の開催（再掲）
①市町村における成人期・高齢期の学習の調査
　社会教育の事業調査を活用し、各市町村が開催の
成人・高齢者を対象とした講座等の開催場所や内容
等を調査し、全市町村と情報を共有した。

各地域におけるニーズや課題を調査し、研修内
容の検討を行う。必要に応じて、教育事務所で研
修会を実施。
学校・家庭・地域の連携協働推進事業における
コーディネーターの発掘及び研修会を実施して、
成人・高齢者の生きがいづくりの場を作る。
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